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内 容梗 概

本論文はﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の縦波,特に電子ﾌﾟﾗｽﾞﾏ波,ｲｵﾝ音波,ﾄﾞﾘﾌﾄ波に関する線型な

らびに非線型現象についての実験結果および理論的解析結果をまとめたものである｡またｱﾙ

ｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置の開発研究についても述べている｡

第1章では,本論文に関連したﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の波動現象研究の沿革を述べ,本論文の取扱う問

題,目的,および意義等をあきらかにした｡

第2章では,ﾋﾞｰﾑｰﾌﾟﾗｽﾞﾏ系における電子ﾌﾟﾗｽﾞﾏ振動とｲｵﾝ音波の励起機構につい

て考察した｡このｲｵﾝ音波の励起は線型理論では説明できず,またﾌﾟﾗｽﾞﾏの緩和過程,あ

るいは波丿

た｡ｲｵﾝ音波の時間的な成長率,減衰率等を測定した｡波一粒子非線型相互作用を記述する

分散式を理論的に導き,分散式の根の性質を求めた｡実験結果と理論的解析結果とを比較考察

することにより,ｲｵﾝ音波の励起機構は波一粒子相互作用によるものであることをあきらか

にした｡さらに電子ﾋﾞｰﾑを変調することにより,ｲｵﾝ音波が抑制される,いわゆる｢動的

制御｣現象を見出した｡

第3章では,ｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置の主要部である電離用熱電極の性能向上のための問

題点を指摘し,解決のための方法を示し,実際に試作した｡改良された熱電極により安定かつ

良質のｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏが発生できることを確かめた｡

第4章では線型領域におけるﾄﾞﾘﾌﾄ波の人工励起を行なった｡4相交流電界をｶﾘｳﾑﾌﾟ

ﾗｽﾞﾏ中に導入することによってほぼ純粋な形でﾄﾞﾘﾌﾄ波が励起されることを確かめた｡励

起されたﾄﾞﾘﾌﾄ波を用いて比較的広い周波数範囲にわたってﾄﾞﾘﾌﾄ波の分散関係を測定し

た｡得られた分散関係の性質は,従来の線型理論による結果と異ることを見出した｡この相違

を説明するためには,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの共鳴粒子の存在および粒子間衝突の効果を考慮しなければな

らないことを示し,これらの効果を考慮して理論的に導いた分散式は実験結果とよく一致する

ことをあきらかにした｡

第5章では,ｾｼｳﾑﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に自然発生したﾄﾞﾘﾌﾄ波を外部信号により抑制する方法

について考察した｡ｲｵﾝ音波を励起する場合と同様にﾒｯｼｭｸﾞﾘｯﾄﾞを用いて,ﾄﾞﾘﾌﾄ

波の周波数に近い周波数の外部信号をﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に導入することによりﾄﾞﾘﾌﾄ波が抑制され

ることを見出した｡ﾄﾞﾘﾌﾄ波は,ｸﾞﾘｯﾄﾞに直流電圧を加えても抑制されるが,交流信号の
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場合の方が抑制効果は大きいことをあきらかにした｡ﾄﾞﾘﾌﾄ波と外部信号との間のいわゆる

同期引込み現象をはじめて見出した｡ﾄﾞﾘﾌﾄ波の抑制に関する理論的研究を検討して,ﾄﾞﾘ

ﾌﾄ波の抑制機構は,ﾄﾞﾘﾌﾄ波とｸﾞﾘｯﾄﾞで励起されたｲｵﾝ音波とﾌﾟﾗｽﾞﾏｲｵﾝとの非

線型相互作用によりよく説明できることを示した｡

第6章では,･本研究で得られた結論を述べた｡

-2-
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第1章 序 論

1.1ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の波動現象

ﾌﾟﾗｽﾞﾏ物性に関する最近の研究の進展には,著るしいものがある｡とりわけ,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの

最も基本的な性質であるところの,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の波動の振舞いについては,広範囲かつ精密な

研究が,ここ数年の間に数多く行なわれた｡

ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の波動の研究は古くは>TonksおよびLangmuirl)によるｲｵﾝ振動あるいは

電子ﾌﾟﾗｽﾞﾏ振動の研究にはじまり,現在に至っているわけであるが,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の波動現象

および不安定性に対して,従来よりもさらに一層強く関心が持たれるようになったのは,核融

合ﾌﾟﾗｽﾞﾏの研究が開始されて以来である｡すなわち,高温ﾌﾟﾗｽﾞﾏを生成し,一定時間保持

して核融合反応を起こさせるのは,それほど困難ではなかろうと考えて研究を開始した研究者

の前面に大きく立ちはだかったのが,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの不安定性であった｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏの不安定性には,

巨視的なものと微視的なものとがあるが,これらはいずれもﾌﾟﾗｽﾞﾏの保持を妨げ,急速な消

滅をもたらした｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏの不安定性に関する知識がそれまで充分ではなかったため,それら

の研究の重要性があらためて認識されるに至ったのである｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏの不安定性により通常各

種の波動が励起あるいは放射されるため,不安定性の研究と波動現象の研究とは切り離して考

えることは出来ない｡一方,ﾌﾟﾗｽﾞﾏは周知のごとく荷電粒子の集まりであるため,電磁界に

より強く影響を受ける｡換言すれば,電磁界あるいは電磁波動との相互作用が強いということ

は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの最も基本的な性質をあらわすものである｡したがって,上に述べたﾌﾟﾗｽﾞﾏの

閉じ込めという観点以外に,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの基本的な性質,すなわち,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ物性を探求する上

で,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の波動現象の研究は欠くことが出来ない｡

ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中には,その性質上多種多様な波動が存在し得るt)'3)'5)また,不安定性の種類も極

めて多いt)ここでは実験室内のﾌﾟﾗｽﾞﾏ中における縦波,特に電子ﾌﾟﾗｽﾞﾏ振動,ｲｵｯ音波

およびﾄﾞﾘﾌﾄ波の三種類に限定して,実験を中心に現在までの研究経緯を簡単に述べる｡こ

れらの波動は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の波動のうちもっとも基本的なものであり,また,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの加熱,

損失過程等と関連する重要なものであるため,これまで多くの研究がなされている｡従来は放

電管中に自然発生する振動の解析という形の研究がほとんどであった｡すなわち,Tonksand

Langmuirl)以後MerrillandWebb,6)LooneyandBrown,7)Kawabe8)等により

'放電管中の電子振動の分散関係等があきらかにされた｡一方,1933年にRevans9)は,熱
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陰極放電管中にｲｵﾝ音波が定在波になっていることを観測した｡さらに,1963年Alexeff

andNeidigh,1o)およびCrawfordll)等によってこの種の観測がまとめられ,ｲｵﾝ音波の

分散式を確かめている｡ｲｵﾝ音波の分散式をｲｵﾝﾌﾟﾗｽﾞﾏ振動数近くの周波数まで詳しく

研究したのは,Tanaca等12)である｡

このような自然発生振動について研究する方法に対して,外部からﾌﾟﾗｽﾞﾏ波を励起して研

究する方法が用いられるようになった｡1961年にLittleﾊﾞ3)HattaandSato14)により,ｺ

ｲﾙあるいはｸﾞﾘｯﾄﾞを用いてﾌﾟﾗｽﾞﾏ中にｲｵﾝ音波を励起する方法が試みられた｡このよ

うな波動の人工励起は,波動の基本的な性質をあらわす分散式の研究等に際して強力なもので

ある｡この方法を用いてWong15)等は･ｲｵﾝ音波のﾗﾝﾀﾞｳ減衰をはじめて実証した｡

Malmberg 16)は,電子振動の分散式を精密に測定した｡

一方,ﾄﾞﾘﾌﾄ波については,その存在がRudakovandSagdeev
17)

によって理論的に予
18)

測され,ｾｼｳﾑﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に自然発生したﾄﾞﾘﾌﾄ波がD'Angelo｡dMotley,

19)20)LashinskyBuchelnikova等によって観測,研究された｡その後,これらの観測した波動

は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の周辺に存在する電界により励起されるKelvin-Helmholtzlnstability21
)とまぎ

らわしいことがHendelj24こより指摘された｡実際に密度勾配により自然励起されているﾄﾞﾘﾌ

ﾄ波を確かめたのは,同じくHendel♂与ある｡ﾄﾞﾘﾌﾄ波の人工励起は,RowbergandWonJ3
)

RogersandChen24)により,ｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾌを用いて行なわれ,KeenandAldridge,25
)

Nishiday6)により放電ﾌﾟﾗｽﾞﾏを用いて行なわれた｡放電ﾌﾟﾗｽﾞﾏにおいては,比較的広

い周波数範囲において分散関係が確かめられたが,ｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏにおいてはﾄﾞﾘﾌﾄ波の

波長が長い,すなわち,ﾄﾞﾘﾌﾄ波周波数に近い場合についてのみ実験が行なわれている｡本

研究では,ｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の衝突を考慮した分散式を広い周波数範囲にわたって取扱う｡

上に述べたような研究の中には,実験の素材であるﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生方法の進歩により,はじめ

て可能となったものが多い｡すなわち,波動の人工励起を用いた研究,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の研究等は,

高電離ｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置の建設が実現して,はじめて可能となった｡ｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞ

ﾏを用いた実験装置は,1960年にRynn27)によりはじめて建設されて以来,世界各地で数

多く建設され,多くの研究成果を生みだして来た｡我国においても,名古屋大学ﾌﾟﾗｽﾞﾏ研究

所で,ｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置の建設が行なわれたが,当初はこの種の装置の主要部である

熱電極の性能が不充分であった｡

ﾌﾟﾗｽﾞﾏは媒質として本質的に非線型であり,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の波動の振幅が充分小さいと仮定

した線型現象の研究だけでは,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの性質を知る上で不充分であり,波動の振幅が大きく
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なった場合の非線型現象の研究に進む必嘆があるのは言うまでもない｡特に最近は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ

の乱流加熱等に波動が応用されるようになｰてきたが,このような加熱過程は,非線型理論に

よらなければ解明することは困難である｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の不安定性が進展して大振幅波となった

場合の,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中での非線型現28)~30)は大きくわけて,目波動一波動非線型相互作用,

ii)波動-ﾌﾟﾗｽﾞﾏ粒子非線型相互作用,の2種類がある｡i)の場合は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の波動

であるから,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ粒子の存在が当然必要であるのは言うまでもないが,波の位相速度にほ

ぼ等しい速度を持つ粒子,いわゆる共鳴粒子の存在が本質的に重要でない現象を取扱う｡これ

に対し.ii)では,共鳴粒子の存在が本質的に必要である｡i)の過程は｢ﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ共

鳴｣あるいは｢崩壊不安定｣等と呼ばれるのに代表される｡崩壊不安定性により,電子ﾌﾟﾗｽﾞ

ﾏ波からｲｵﾝ音波が励起される可能性があることは,最初OraevskiiandSagdeevによ

32)
り理論的に予測された｡StemandTzoarは,ﾌﾟﾗｽﾞﾏにﾏｲｸﾛ波を照射してｲｵﾝ音

波が励起されるのを観測した｡この実験は,弱電離ﾌﾟﾗｽﾞﾏでの電離緩和振動との区別が不明

確で疑問を持たれている｡その後,電磁波を照射して,ﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ過程によるｲｵﾝ音波

の励起現象は,Phelpsy3)によって最近実証された｡さらに,Frankliny4)は,ﾅﾄﾘｳﾑ

ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中で電子ﾌﾟﾗｽﾞﾏ振動の崩壊不安定により,ｲｵﾝ音波が励起されていることを確か

めた｡一方,電子ﾌﾟﾗｽﾞﾏ振動とﾌﾟﾗｽﾞﾏ電子との波一粒子非線型相互作用によると考えられ

るｲｵﾝ音波との励起を,筆者等は1968年に観測した｡これは,ﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ共鳴あるい

は崩壊不安定のように,関与する波がすべてﾌﾟﾗｽﾞﾏの分散関係を満足する場合と異なり,波

の結合により新しく生じた波が分散関係を満足せず,その位相速度と等しい熱速度を持つ共鳴

粒子との間でｴﾈﾙｷﾞｰのやりとりを行なうもので,非線型ﾗﾝﾀﾞｳ減衰とも呼ばれる｡筆者

らの観測した過程が起り得ることは,後にNishikawa35)により理論的に確かめられた｡ﾌﾟﾗ

ｽﾞﾏ中に同時に2つの波を人工励起したとき,高い周波数の波のｴﾈﾙｷﾞｰが,差周波数成分

と粒子との相互作用を媒体として,低い周波数の波に移る場合も非線型ﾗﾝﾀﾞｳ減衰であるが,

これらの実験は>Bernstein波について'Porkolab等3?電子波についてGentley7),ｲｵ

ﾝ波についてlkeziV8)によってそれぞれなされた｡これらの波一粒子相互作用は,波のｴﾈ

ﾙｷﾞｰが直接粒子に与えられるため,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの加熱の基礎過程として重要である｡

不安定性は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの異常拡散等損失増大の原因となるため,不安定の生ずる物理的な機

構を探求する必要があると同時に,それらの不安定性を制御あるいは抑制する方法を開発･研

究しなければならない｡不安定性を抑制する方法は多いが,ここではﾄﾞﾘﾌﾄ波あるいはｲｵ

ﾝ音波の抑制についての研究経緯を概観する｡1966年にKomilov等39)は,電子ﾋﾞｰﾑで作
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られたﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に発生する低周波振動が,電子ﾋﾞｰﾑをﾏｲｸﾛ波で変調することにより抑

制されることを観測した｡ただ,低周波振動の性質等についてはあきらかにされていない｡外部交

流電界により,不安定性が抑制され得ることはほぼ同時期にAlie√andSilin4o)によって理

論的に確かめられた｡1967年に筆者等は,ﾋﾞｰﾑﾌﾟﾗｽﾞﾏ系において励起されたｲｵﾝ音波

は,その周波数に近い周波数の外部信号で電子ﾋﾞｰﾑを変調することにより,抑制されること

をあきらかにした｡

自然励起‘されたｲｵﾝ音波を外部信号で抑制する実験は,その後KeenandFletcher

により行なわれた｡彼等は,ｲｵﾝ音波の抑制現象はVanderPol方程式42)で説明できると

主張したが,ﾌﾟﾗｽﾞﾏを記述する方程式からVanderPol方程式を導く過程は明確ではない｡

-･方,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の抑制については,1967年にFainbergandShapir0,43)Dupree44)

等により,その可能性が予測された｡ほぼ同時期にThomassen45)は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱に直角に高

周波電界を加えることにより,ﾄﾞﾘﾌﾄ波が抑制されることを見出した｡1968年に筆者等は,

上に述べたｲｵﾝ音波の抑制についての実験結果を,ｾｼｳﾑﾌﾟﾗｽﾞﾏ中におけるﾄﾞﾘﾌﾄ波

に応用することを試み,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の周波数に近い周波数の交流電界を,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の軸方向

に加えることにより,ﾄﾞﾘﾌﾄ波が抑制されることを見出した｡これらは,｢不安定性の動的

制御｣と呼ばれるものである｡筆者等はまた,後に｢帰還安定化｣46)と呼ばれるようになった,

ﾄﾞﾘﾌﾄ波と外部信号との同期引込み現象をも見出した｡ﾄﾞﾘﾌﾄ波の動的安定化の実験は,

Demirkanovy7),Dubovay等48)によっても行なわれているが,その後Nishida等49)によ

り,放電ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中のﾄﾞﾘﾌﾄ波の抑制に関する実験が行なわれた｡これらのﾄﾞﾘﾌﾄ波抑制

の実験が契機となって,抑制の物理的な機構を説明するための,理論的な研究が数多く行な

われど)このうちOkamoto51)は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中において外部から励起されたｲｵﾝ音波とﾄﾞ

ﾘﾌﾄ波との非線型相互作用により,ﾄﾞﾘﾌﾄ波が抑制される過程をあきらかにした｡この理

論的結果は,筆者等の実験結果をよく説明できることが確かめられた｡

以上で本研究に直接関連する研究の経緯の概略を述べ,これらの研究分野における本研究の

立場をあきらかにした｡

1｡2本研究の目的および意義

本研究は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中における基本的な波動である,電子ﾌﾟﾗｽﾞﾏ波,ｲｵﾝ音波,および

ﾄﾞﾘﾌﾄ波の線型ならびに非線型領域における,振舞いの一端を物理的にあきらかにして,波
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動現象を工学的に応用する際の基礎知識を提供することを主たる目的とし,あわせてﾌﾟﾗｽﾞﾏ

の基礎的な実験を行なう上で,多くの特徴を有するｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置を開発すること

を目的とする｡すなわち,要約すれば次のようになる｡

目ﾋﾞｰﾑ･ﾌﾟﾗｽﾞﾌ中で励起されるｲｵﾝ音波の発生機構をあきらかにすること｡

ii)ｲｵﾝ音波に対する動的抑制を試みること｡

印ｱﾘｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置における電離用熱電極の開発･試作を行なうこと｡

iv)線型領域におけるﾄﾞﾘ･ﾌﾄ波の分散関係をあきらかにし,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の人工励起を試みる

こと｡

V)ﾄﾞﾘﾌﾄ波不安定の抑制を試み,不安定性の抑制機構をあきらかにすること｡

このうち,Dはﾌﾟﾗｽﾞﾏの加熱等を行なう際の基礎的な過程となり得るものであり.ii)

およびV)は,工学的に見てﾌﾟﾗｽﾞﾏ閉じ込めの改善を計る上でのｰつの手段を示唆するもの

である｡m)およびV)は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ物理研究の進展の礎石となり得るものである｡
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第2章 ﾋﾞｰﾑ･ﾌﾟﾗｽﾞﾏ系における電子

ﾌﾟﾗｽﾞﾏ波およびｲｵﾝ波に関す

る非線型現象

2｡1序

本章では,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の波動として最も基本的なものである,電子ﾌﾟﾗｽﾞﾏ波とｲｵﾝ音波

についての非線型現象について述べる｡筆者らはｲｵﾝ振動についての研究を行なう目的で,

2.4Efiに述べるような水銀蒸気放電管を試作し,1966年頃から実験を開始した｡この放咀管

において実際にｲｵﾝ音波が励起されていることを見出した1)試作した水銀蒸気放電管は,ﾋﾞ

ｰﾑ･ﾌﾟﾗｽﾞﾏ系を構成しており,電子ﾋﾞｰﾑがない場合にはｲｵﾝ音波は励起されず,ﾋﾞｰ

ﾑを入射して励起したｲｵﾝ音波の振幅は,ﾋﾞｰﾑ速度に依存していることがわかった｡しか

し,ｲｵﾝ音波が励起されるときの電子ﾋﾞｰﾑ速度は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ電子の熱速度のおよそ3倍程

度であり,このような速度においては,線型理論の範囲でｲｵﾝ音波は励起され得ない｡さら

にこの程度の電子ﾋﾞｰﾑ速度であれば,電子ﾌﾟﾗｽﾞﾏ振動の励起が線型理論から期待され,実

際に観測できた｡すなわち,電子振動とｲｵﾝ音波が共存していることが確かめられた｡ここ

で問題となるのは,このようなｲｵﾝ音波の励起機構である｡ｲｵﾝ音波の励起機構のうち,

電子ﾌﾟﾗｽﾞﾏ振動が共存できるものとしては,波丿

互作用がある｡またこれらの他に,低周波振動を励起し得るものとして電離緩和過程43)がある｡

このうち,波一波および波一粒子非線型相互作用は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中での波動の振幅が大きくなっ

た場合に本質的に重要となる過程であり,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の乱流加熱等と密接な関係があるため,

多くの観点から研究されている｡波一波相互作用によりｲｵﾝ波が励起されている過程は(ﾊﾟ

うﾒﾄﾘｯｸ過程2)｣あるいは(崩壊不安定3)｣CDecayInstability)と呼ばれる｡崩壊不安

定は最初OraevskiiとSagdeev34こより研究された｡彼等は電子ﾌﾟﾗｽﾞﾏ振動が別の周波数

の電子ﾌﾟﾗｽﾞﾏ振動とｲｵﾝ振動を励起し得ることを見出した｡その後Silinは,外部からﾌﾟ

ﾗｽﾞﾏに印加した高周波電界によって新たな振動が励起されることを理論的に考察した｡この

ような,波一波相互作用においては,波動の位相速度にほぼ等しい速度を持った粒子,いわゆ

る共鳴粒子の存在は本質的に必要としない｡ﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ過程によるｲｵﾝ音波の励起の実

験的研究も行なわれた.oSternとTzoarは,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱にﾏｲｸﾛ波を照射したとき,

低周波振動が励起されていることを観測した｡しかし,この低周波振動は緩和振動と混同され

ているおそれがあり,ﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ過程とするには疑問がある｡この後ﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ励起
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に関する研究は数多く行なわれたt)~19),31なれらは励起に必要な外力の闇値,ｲｵﾝ音波の

成長串等に関する評細な研究を行なった｡このうちFranklin等19)によって1971年に行なわ

れた実験は,ﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ過程によるｲｵﾝ音波励起の検証と見られている｡

一方,波一粒子相互作用は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの共鳴粒子の存在を必要とするものである｡これらの

過程は,Kadomtsev2o),Al'tschulとKarpman21)等によって研究された｡筆者らゐ観

測したｲｵｯ音波は,このような波一粒子相互作用により励起される可能性があることを西川22
)

によって示唆され,後に理論的に研究された?)筆者らの実験の後に'河辺等24)により高周波振動

ゆから低周波振動が励起されることが見出された｡この過程も波一粒子相互作用によると考えら

れるが,この場合には,波長の短いｲｵﾝﾌﾟﾗｽﾞﾏ振動が励起されていると考えられている｡

波―粒子相互作用はその後GaleevとSagdeev25)･Tsytovich26)等によ゜て理論的に研

究されたが,電子ﾌﾟﾗｽﾞﾏ振動とﾌﾟﾗｽﾞﾏ電子との波一粒子相互作用によるｲｵﾝ音波励起の

実験例は,上に述べたもの以外にこれまで報告されていない｡

さらに筆者らの実験において励起されたｲｵﾝ音波は,電子ﾋﾞｰﾑを外部信号で密度変調す

るごとにより抑制されることをはじめて見出した17),28),29との実験と類似の結果は,Kornilov3

o)

によって,筆者よりやや早く見出されている｡彼等は約3kvのｴﾈﾙｷﾞを持つ電子ﾋﾞｰﾑを

ﾏｲｸﾛ波で変調したときに,低周波振動が抑制されるのを観測した｡しかし,低周波振動の

性質等についての詳しい研究はなされておらず,また変調周波数もきわめて高いものであり,

筆者らの実験条件とはかなり異なったものである｡2流体不安定を外部電界により安定化する

方法についての理論的研究はAlievとSilin32)等によって行われている｡この理論は仮定,

条件等が筆者らの実験条件とかなり異なっており,むしろKornilov3
o)の実験に該当するも

のと考えられる｡一方,筆者らが行なったｲｵﾝ波の抑制実験の際に,変調信号強度を強くし

て行くと,外部信号とｲｵｯ波の結合によりそれぞれの差の周波数が発生することが見出され

た｡また,外部信号の周波数がｲｵﾝ波の分数調波あるいは2倍高調波に近い場合に,ｲｵﾝ

波との相互作用が大きくなることを見出した｡これは非線型現象としての代表的なものである｡

このような現象は,ﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ過程によるｲｵﾝﾌﾟﾗｽﾞﾏ振動の励起の実験?1)め際にも見

出されている｡筆者らの見出した抑制,結合現象の機構を解明するには,ｲｵﾝ音波を励起す

る物理的機構を明らかにすることが必要である｡

本章では上に述べたように,ﾋﾞｰﾑ･ﾌﾟﾗｽﾞﾏ系における,線型理論では説明できない,ｲ

ｵｯ音波の励起機構をあきらかにする｡すなわち,電子ﾋﾞｰﾑにより励起された電子ﾌﾟﾗｽﾞﾏ

波,ｲｵｯ音波およびﾌﾟﾗｽﾞﾏ電子の相互の関係を実験的,理論的に詳細に考察した結果にづ
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いて述べる｡また第5章に述べるような,不安定性の動的制御研究の唱矢となった,ﾋﾞｰﾑ変

調によるｲｵﾝ音波の抑制についての実験結果についても簡単に述べる｡これらの研究結果は

ﾌﾟﾗｽﾞﾏの加熱,不安定性の抑制等の工学的方法の開発の際の基礎となり得るものである｡

2｡2波一粒子非線型相互作用の理論

前節で述べたように,波一粒子の相互作用は文献20)~23),25),26)において理論的に

取扱われている｡しかし,これらの研究は一般的に相互作用の起る可能性を述べるにとどまっ

て,最終的な結果を与えていない場合が多く,また,結果を与えている場合でも計算の便宜上,

多くの近似,仮定を用いている｡これらの仮定は本質をそこねるものではないが,実験結果と

の比較を行なう場合には用いられないものが多い｡しかし,仮定を用いない場合には最終的な

結果を解析的に与えることは,極めて困難であり,数値計算によらなければならない｡

ここではこれらの文献と同様な方法で,波の結合方程式を用いて波動一粒子相互作用を記述

する非線型分散式を導出し,各種の近似を用いず,数値計算により分散式の解を求めて実験結

果と比較する｡

波勁一粒子の非線型相互作用を表す特徴は,波の周波数ω1I2)3.■｡あるいは波数n≫l.2,3…

とﾌﾟﾗｽﾞﾏ粒子の速度lﾉとの関係式

ω1ﾆ!ﾆω2=(ki±12)･lﾉ

により記述できる7)一方,波動一波動相互作用においては,

ω1-ω2=土ω3

A:1-k2=±13

(2.1)

(2.2a)

(2.2b)

なる同期条件(matchingcondition)が必要である｡(2.2)式は3種の波の相互作用(three

waveprocess)を表わすが,他にfourwaveprocess等も考えられる?(2.1)式と(2.

2)式をくらべると,波一粒子相互作用の方が,必要条件が少いことがあきらかである｡すな

わち,波一粒子相互作用の方がゆるい条件であるため,本来起りやすく観測されやすいもので

ある｡

ここでは,外部定常磁場のない無衝突ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中での一次元縦波を取扱う｡まず波の電位

φ{x,t)を空間および時間に関してﾌｰﾘｴ変換を行ない,粒子の分布函数を次式にしたが
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つて波の振幅により展開す6?)

h(恥じ'゜)゜n=0'゜"゜)
(2.3)

ぷ＼k,゜'17)゜に}

fﾄ

5

=k-co

φ'fik',゜')k'゜

ま
/1j¨‾I)(1≒('J″゛゛)

Jω″十ω″二ω

I
(2.4)

ここでj;)およびφf(1,ω)は,が゜)(x,t,v),^(x,Oのﾌｰﾘｴ変換にexp(ik'T―i<^t)

をかけたものである｡また添宇jはﾌﾟﾗｽﾞﾏ粒子の種類を表わす｡(2.3)および(2.4)式

をﾎﾟｱｯｿﾝの方程式に代入することにより,次のように波動の結合方程式を得る｡

41)(ω)i(k､(え))十ΣJ1･(ω'､ω″)i(k'.w)i(It'､(､)')

搬S琵'

十Σ

k'+k″+1″″二1
aﾀﾞ十♂十♂二ω

=0

゛
1?

1″,1″･(a)',c♂･ω″)i(k'.O)')i(k',o)")i(rﾀ,w"ﾀ)十…

(2.5)

y一

二 こに

)･17十仔

-
ω'-A:'･lｸ十iv

)式j (2.6)

である｡さらに?(k,≪)=ei(1,ω)/k7;と変換しε(2)を次の式で書き換える｡

(刄/e)･ぷ!r(ω',ω″)≡ぷ?r(ω',ω″)｡

以下,高周波電子振動をωh,&hで表わし,ｲｵﾝ音波をω｡さ｡で表わすものとする｡
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(2.5)式より,波の組わせにより次の3つの式を得る｡ただし,ここでは波のﾎﾟﾃﾝｼｱ

ﾙ9が小さいとして2乗の項までとるものとする｡ωsさsの成分に対しては

41)((ら)?(恥,(ら)十(2),･(ら‾(囁)7(臨･叫')9(恥‾&11,<y8-叫1)

十(2)十£h(‾ωhyωs十ωh)?(‾&h･‾ωh)?(&s十をhlω8十ωh)゜0

(2.7)
となる｡

ん｡-んh.ω｡-ωhの成分については

-&h(ωs‾jωh)?(&s‾&h･ωs‾ωh)

十(2),叫
l･゜s)9'(-た11･‾゜h)?(をs･゜8)゜O'

たs十たh,ωs十ωhについては･

Jl)(゜･十゜h)9'(^8十&h,゜1十゜h)

十万1
.£h((ら,叫1)?(&h,("h)9'(を･,(ら)゜0

これらの式を用いると､(ら､らについての分散式が求められる｡

F=e

+

胃((ら)-l?(んh,ωh)l丿
1.-1h(゛11,'゜J.‾叫･)

とk

(2.8)

(2.9)

たs(‾ωhlωs)

呪-1h(゜･‾(')h)

- 1s+1h(‾ω11゛ωs+ωh)Ei;,1s(ωh,≪.)

一
一 O (2.10)

この式の右辺が波の非線型相互作用による寄与をあらわす｡ここで波の振幅りこ対する実数条

件(realitycorlditioll)7(-&h,-('Jh)゜9°*(&h,ωh)を用いた｡結局(2.10)式を複素

数(1)｡Zk｡について解くことにより,ｲｵﾝ音波の非線型相互作用による成長率等が求められ
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る｡

今,ﾌﾟﾗｽﾞﾏは電子,ｲｵﾝ,電子ﾋﾞｰﾑの3成分であるとする｡また,電子,ｲｵﾝは,

ﾏｯｸｽｳｪﾙ分布しているものとし,電子ﾋﾞｰﾑも平均速度がrb(>0)のﾏｯｸｽｳｪ

ﾙ分布であるものとする｡また,電子振動のωh,*:hは実数であると仮定する｡なぜなら,電

子振動の成長時間はｲｵﾝ音波の周期にくらべて充分短かく,ｲｵﾝ音波が成長する時間的尺

度から見れば,電子振動の振幅はほぼ一定と見なすことができるからである｡

このようにして,(2.10)式中のごについて具体的な形を与えると次のようになる｡(導

出については附録参照)

ぶ)㈲=1呵子響 pj°

(2.10)

ωIk-foj
-

ftj

昌い,(士･い.)=百ぶて叫叫j･今{石子七万な≒j

十―ヱ旦二止-+一二とt∠2:L-}
0r-1/.)(z4,-z1)(陛-1ﾉr)(陛-z4).

ここにj°e,b,iで'"P°叫lμh･IJ9°ωsμ8't5!=゜(ωh上ωs)/(&h土&6)･1･j:

j粒子の速度,zJo｡=z701=0,り,=ら,rj:j粒子の熱速度,(りj:j粒子のﾌﾟﾗｽﾞﾏ

振動数,7j:温度を示す｡また,z'(ρ)はﾌﾟﾗｽﾞﾏ分散函数36悩1次微分である｡

このように(2.10)式は極めて複雑であり,数値的に解くにしても従来のﾆｭｰﾄﾝ法を

用いるのは困難である｡そこで筆者は,(2.10)式の絶対値＼F＼を(心がけiの函数とし

て複素数当加i(Ξ(1)sZK^＼)平面上での値を計算し,IF目こっいての等高線を描くことによ

りIF(む｡/り)1=0となる根‰を求めた｡ここにzﾀiはｲｵﾝの熱速度である｡根の精度は

探素ら平面のﾒｯｼｭ点のあらさに依存する｡すなわち,ﾒｯｼｭをこまかくすれば,根の

精度は向上するが,他方計算時間も大幅に増加する｡ここでは精度が5%以内となるように,

根の近傍を拡大して計算した｡この方法の特徴は,ﾆｭｰﾄﾝ法等に比較して根の精度はあま

りよくないが,ﾆｭｰﾄｯ法のように,遂次近似根の初期値の選び方によっては収束しなくな

るということがなく,また同時に多数の根が求められることである｡このようにして求めた根

の性質を次節以下に示す｡

20-



2｡3非線型分散式の解

分散式(2.10)をtj｡/z7iについて解き,さらに&｡は実数であるとして,ｲｵﾝ音波の時

間的な成長率を求める｡すなわち,時間的成長率をωiとすると,ω,で正規化した値ωi/ω,

はlm(p,)/Re(14)で与えられる｡

ﾌﾟﾗｽﾞﾏのﾊﾟﾗﾒｰﾀをさらに次のように定義する｡

/Vb:ﾋﾞｰﾑの密度,λ｡:電子のﾃﾞﾊﾟｲ距離｡

まず,電子波の振幅?(≡e07k7;)の絶対値の2乗に対する成長率および位相速度の依

存性を図2.1に示す｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏのﾊﾟﾗﾒｰﾀとして図中に示した値を用いた｡これら

の値は,ほぼ筆者らの実験条件に近いものである｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾊﾟﾗﾒｰﾀは以下に示すように,

順次変えて成長率の変化を見る｡図2.1(b)に

おいて19･12(≡le司/k7;12)が小さいときは,

ｲｵﾝ音波の成長率ωi/ω,は,ほぼ振幅の

2乗に比例して直線的に増加することがわか

る｡振幅がOのときは,分散式(2.10)は

ε(1)=Oなる線型分散式となり,この場合は

図2.1の|列2=Oであきらかなように,わ

ずかに負となり,ｲｵﾝ音波がﾗﾝﾀﾞｳ減衰

することを表わす｡さらにこの図により,成

長率の値がωi/ω,~0.2となるためには｡

Ie07k7;|'~10'すなわち,ie?7krei~

10'程度の振幅を必要とすることがわかる｡

図2.1(a)は分散式(2.10)の解t4かiの実数

部,すなわち,ｲｵﾝの熱速度で正規化した位

相速度を示す｡図であきらかなようにλ｡た｡=

6

(
ｼ
)
ぶ

0.3

0.2

ωi
-
ω｢

0.1

0.015のときは,位相速度は振幅の変化に対0

してほぼ一定で,λμ｡=0.01の場合にはゆ12

がOから2×lO"'まで変化したとき,大よそ図2.1

15%減少することがわかる｡分散式(2.10)

14/Klel2(10'6)

ｲｵﾝ音波の成長率と電子波の

振幅との関係

は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ粒子の衝突がない場合を取扱ったものである｡今,電子の衝突はないものとして,

ｲｵﾝｰ中性粒子衝突を考える｡ただし,ω,≫･ﾉiなる衝突周波数であるとする｡このとき
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は衝突の効果は,単に図2.1{b)の曲線を下方に平行移動するだけでよい｡すなわち,ｲｵﾝ音

波の成長率の値にｰ･ﾉi/2ω,だけ加えれば,近似的に衝突の効果を導入できる｡

次に,ごﾋﾞｰﾑ速度'らに対する依存性を図2.2に示す｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏのﾊﾟﾗﾒｰﾀおよび電子波

の振幅の値は図中に示されている｡図2.2(b)は同じく成長率ωi/ω,を示すが,ﾋﾞｰﾑ速度の変

化に対しては複雑な変化を示す｡すなわち,電子波の波数とｲｵﾝ波の波数との比&hμ｡=15

のときはら/t･｡~3.6のところで成長率は負となる｡また,んh/&｡=17,20の場合でも

らか｡~3,5の所で最小となる｡この図の場合は,振幅を一定(i列2~0.5>く10')としたが

振幅を増せば曲線全体が上方に平行移動する｡実験的にはら/4の値は3.0~3.4の間にある｡

図2.2(a)では位相速度の変化を表わす｡成長率の変化の大きいﾋﾞｰﾑ速度のところで位相速度

も変化するが,その変化はおよそ10S程度である｡しかしﾑ,らか｡が3.0~3.4の間では,

ほとんど変化がない｡lﾌb/tz｡~3.6の所で成長率が急激に変化するのが見られるが,これは

吹し&h((‘J･土(‘Jh)の値がこの近傍で急変する,すなわち,一種のﾓｰﾄﾞ結合と考えられるが

明確ではない｡さらに17b/r｡>3.6以上で成長率が大きくなるが,実際にはﾋﾞｰﾑの密度が速

度とともに増加するため,このような大きさの成長串とはならない｡(図2.5参照)

汗
昨
よ
七

(
だ
夕
)
j

0｡1

吠
-
ω｢

0

3.0;

Te/T|=50

Tふ/Tb°2.0

入pks=0.015

Nb/Ne=0.1

|e$)/KTel=7.1x10"^

(b)

3.0 3.4

Vh/Ve

図2.2成長率とﾋﾞｰﾑ速度との関係
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･

ｲｵﾝ音波の成長串r加(≡ωi/ω,)および位相速度とｲｵﾝ音波の波長･い｡との関係を

図2.3に示す｡成長率はλ｡&｡のある値の所で最大となる｡成長率が最大になる波数λ｡&｡の値

は,波数比&h/を｡の値が大きくなると小さくなる｡図中の白丸は実験結果を示すが,これに

ついては後に述べる｡計算の際に用いた振幅は,理論曲線の最大値が実験結果の最大値にほぽ

等しくなるように選び,&h/を｡=14,15,17の3つの場合を求めた｡このときK/k｡=15

に対し,全体として実験値が一致していることがわかる｡一方,位相速度は実験値に対応する

λμ,の範囲でほぼ10%の変化をする｡位相速度の変化は,周波数の変化に対応するが,実

験の際には周波数変化は測定誤差の範囲内程度のものであった｡
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λeks

図2.3ｲｵﾝ音波の波長と成長率との関係

図2.4では,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの電子とｲｵﾝの温度比7;,/石に対する成長率の依存性を示す｡この

図であきらかなように,成長率は柳Tぷ20でほぼ一定となる｡le即k7;,12=Oでは,ｲ

ｵﾝ音波が成長しないこともわかる｡ｲｵﾝ波の位相速度は7;,/石の変化により大きく変わるが,

電子波の振幅を変えてもあまり大きくは変化しない｡
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図2.4ﾌﾟﾗｽﾞﾏの温度比TJT,と成長率の関係

図2.5は,ﾋﾞｰﾑ密度の変化に対するｲｵﾝ音波の成長率の変化をあらわす｡横軸は密度の

対数で示している｡/Vb//V｡20.2では,ｲｵﾝ音波が成長しなくなることがわかる｡また,

密度が少なくなった場合も成長率は少なくなる｡実験的には/Vh/M~0.1~0.2である｡図2.

5(b)でλek≫°0.015の場合は,/Vb//V｡=0.01でもまだ増大しているが,さらにNJN.｡を減

じると成長率は当然少なくなる｡位相速度は/V1,//V｡が0.05から0.2まで変化すると10%程

度に増加する｡

最後に,ｲｵｯ音波の成長率とﾋﾞｰﾑ温度との関係を図2.6に示す｡横軸はﾌﾟﾗｽﾞﾏ電子温

度とﾋﾞｰﾑ温度との比瓦/几で示す｡この図からあきらかなように,Te/Ibが0.5から5まで

変化しても,成長率および位相速度はほとんど変化しないことがわかる｡すなわち,電子ﾋﾞｰ

ﾑの温度は,ｲｵｯ音波の成長にあまり大きく影響を与えないことになる｡
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ﾋﾞｰﾑ温度とｲｵﾝ音波の成長率との関係

-25-



以上を要約すると,実際の実験条件においてｲｵﾝ音波は励起され得ることがわかる｡また,

励起に要する電子波の振幅はおよそIe07k7;i~1(y3となる｡すなわち,電子温度を2evと

とると両~2mvとなる｡この値は後に述べるように,きわめ七現実的なものである｡

2｡4実験装置および実験方法jﾚ

実験に使用した放電管および測定回路の概略を図2.7に示す｡放電管は直径38皿のｶﾞﾗｽ

製で,熱陰極Kおよび電子銃を有する｡主｢ﾌﾟﾗｽﾞﾏは熱陰極K,および電子銃のもっとも熱陰

極に近い加速電極E3との間での水銀蒸気放電によりつくられる｡水銀溜は10°C~20°Cの

間の一定温度に保った｡放電電流の範囲は,1mA.~100mAで,このときﾌﾟﾗｽﾞﾏ電子密度

/V｡は108~7×109cmである｡また,電子温度はほぼ2evであった｡電子ﾋﾞｰﾑは,熱

陰極Kと反対側にある電子銃から加速電極E.,E｡E3を通ってﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に入射される｡

POWER

SUPPLY-Ξ
FORｺ

ELECTRON

GUN

SPECTRUM

ANALYZER

図2.7実験用放電管の構造および測定回路

電子ﾋﾞｰﾑの加速電圧は10V~50Vである｡密度は加速電圧により多少変化するが,およ

そ108~lO'cm'である｡電子ﾋﾞｰﾑの太さは直径が約5皿である｡放電電流/dをﾊﾟﾗﾒｰ

ﾀとして,電子密度とﾋﾞｰﾑ電流との関係を測定した1例を図2.8に示す｡密度は電子銃の電

極E,からおよそ1cm離れた所に設置した,半径方向に可動な探針により測定した｡実際の実

験では7d~10mA~20mA,7b£10mAである｡

放電管にはさらに電極E

ている｡このｸﾞﾘｯﾄﾞは,電子銃からの電子ﾋﾞｰﾑをここで止めるため,およびﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の
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lb(｢71A｣

図2.8放電電流および電子ﾋﾞｰﾑ電流の変化による

密度の変化p~10-'万nunHg

電子ﾋﾞｰﾑの速度および温度は,ｸﾞﾘｯﾄﾞに負電圧を加えたときのｸﾞﾘｯﾄﾞ電流の変化から

測定した｡電子ﾋﾞｰﾑはほぼﾏｯｸｽｳｪﾙ分布をしており,その温度は約1evである｡た

だし,ﾋﾞｰﾑり加速電圧が20V~30Vの場合であり,この範囲内で実験を行なった｡また,

電子ﾋﾞｰﾑの速度は加速電圧よりおよそ6V低いものであった｡この理由は明確ではないが,

電子ﾋﾞｰﾑによって作られたﾌﾟﾗｽﾞﾏが存在するためと思われる｡加速電圧とﾋﾞｰﾑ速度との

関係を図2.9に示す｡以後の実験においては,ﾋﾞｰﾑ速度としてこのように補正した加速電圧

を用いた｡

電子銃の加速電極EIおよびE,は接地して実験を行なった｡これは,電子ﾋﾞｰﾑ発生部とﾌﾟ

ﾗｽﾞﾏ部を電気的に遮断するためである｡加速電極E,は抵抗(約1kCl)を通じて接地されて

いる｡この抵抗の両端に,断続回路を接続し,電子ﾋﾞｰﾑの密度をﾉﾘﾚｽ変調する｡あるいは,

信号発生器を接続しﾋﾞｰﾑを変調する｡加速電極El,E3を接地すると,このような信号が直

低周波振動を検出するために用いる｡電子ﾋﾞｰﾑがｸﾞﾘｯﾄﾞを通り抜けないよう,ｸﾞﾘｯﾄﾞの

中央には直径約1cmのﾆｯｹﾙ円板を溶接してある｡
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接ﾌﾟﾗｽﾞﾏに結合することがなくなるので都合がよい｡ﾋﾞｰﾑ密度のﾉﾘﾚｽ変調は,ｲｵﾝ波

の時間的成長,あるいは減衰を測定する時に用いられる｡また,正弦波によるﾋﾞｰﾑ変調は,

ｲｵﾝ波の抑制の際に用いられる｡

40

20

20V(volt)3040

図2.9加速電圧と実測したﾋﾞｰﾑ速度との関係.

゛7h:熱陰極加熱電流.

2｡5電子振動とｲｵﾝ音波の観測

図2.7に示した放電管の放電電流等のﾊﾟﾗﾒｰﾀを適当な範囲にしておくと,電子ﾋﾞｰﾑを

入射したとき,周波数400MHz~700MHzの高周波振動と10kHz~70kHzの低周波

振動が励起されご)この高周波振動と低周波振動は,ある電子ﾋﾞｰﾑの速度において同時に観

測される｡電子ﾋﾞｰﾑの速度を変えたときの高周波振動の周波数,振幅,および低周波振動の

振幅の変化を図2.10に示す｡

図2.10(a)では,高周波振動の周波数の変化を示す｡およそ6つのﾓｰﾄﾞが励起されている

ことがわかるが,さらに周波数は,すべて常子ﾋﾞｰﾑの速度にほぼ直線的に比例して変化して

いることがわかる｡図2.10(b)は,高周波振動の振幅の脱化を示す｡図中の曲線に対する記号

A,B,C…は,図2.10(a)の各々のﾓｰﾄﾞに対応している｡高周波振動の振幅は,全体として

ら~2.6~2.75×10°cm/secの所で大きい｡特にﾓｰﾄﾞCは,振幅が他より比べて大きく,
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ら~2.65×108Cm/SeCの所で最大とな7Q0

つていることがわかる｡図2.10(c)は,低

周波振動の振幅を示すが,図2.10(b)にお
600

いては,高周波振動の振幅が最大となって

いることがわかる.ひb<2.5×108°i/sec

fe

(MHz)

およびvu>2.8×108cm/secにおいても500

低周波振動ヵ1観測されるが,これらについ

ては後述する｡すなわち,図2.10(c)にお

いて,ら~2.65×108cm/secで励起さ400

れている低周波振動は,高周波振動と同時

に励起されていることになり,本章におけ

る考察の主たる対象となるものである｡

次に,高周波振動の周波数と,電子ﾋﾞｰ

ﾑ加速電極E,と可動ｸﾞﾘｯﾄﾞGとの距離

£との関係をしらべた｡結果の一例を図2.

11に示す｡

高周波振動の周波数ぷはおよそ£の逆

数に比例して変化している｡

図2.10(a),図2.11の結果から,高周

波振動は電子ﾋﾞｰﾑによって励起された電

子振動34)であるということを以下に示す｡

また,これらの結果は,従来の実験結吋5)

と非常によく一致しているのがわかる｡

固定した電子ﾋﾞｰﾑ速度,あるいはｸﾞﾘ

ｯﾄﾞ位置において,いくつかの周波数ｽﾍﾟ

ｸﾄﾗﾑが見られるのは,電子振動がE3

とGとの間で定在波となっていることによ

るものである｡すなわち,電子振動が定在

波であるときには,波長は基本波の整数倍

となるような,とびとびの値をとる｡いま,
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図2.10電子ﾋﾞｰﾑ速度に対する高周波振動
の周波数(a),振幅㈲,低周波振動の
振幅(c)の変化/d=21.4mA,7;,

=290°K,£=1.8cm
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電子振動の位相速度をり,基本波の波長を&,(=πZL)とすると,

ωh戸2?r/h=≪fcoVp(几=1,2.3,…) (2.11)

となる｡図2.10(2!),図2.11においては,aの大きいものがあらわれていることがわかる｡

さらに,これらの図に示したいくつかの振動のそれぞれに対して,1つのnが対応する｡すな

わち,隣り合ったﾓｰﾄﾞでは,zlが1異ることになり,結局隣り合ったﾓｰﾄﾞの周波数差が

たoりとなることがわかる｡この周波数差はほぼ20~30MHzで,図2.10(a)では,ﾋﾞｰﾑ

速度の増加とともに増加していることがわかる｡隣り合ったﾓｰﾄﾞの間の周波数差を町とす

ると,結局

1゛P=可飛o=町●2£(2.12)

として,電子振動の位相速度が求められる｡図2.10(a)よりら~2.7×108cm/secのとき,

1゛P~2×108cm/secとなる｡また,4の値は15~20であることがわかる｡結局,実験的

にばPの比較的狭い範囲において,り~0.7"bとなっている｡

800

700

fe

(MHz)

600

500

ELECTRONOSCILLATION

0.20.40.60.8

1/L(cm-1)

図2.11ｸﾞﾘｯﾄﾞの位置と高周波振動の周波数との関係

Id=15mA,ら=2.7×10cm/sec,T,,=29^

電子ﾋﾞｰﾑｰﾌﾟﾗｽﾞﾏ系における電子振動の線型分散式はﾐ

Z'(ρ｡)/ん2λ;十Z'(ph)/&2λg=2
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と書ける｡ここにλa=471でN^e'/Ta,a=e,b,p^=(ω-kva)/k≒(re=0),で

z'(ρ)はﾌﾟﾗｽﾞﾏ分散函数36)z(ρ)の導函数であり,陥は熱速度である｡(2.13)式はρ｡

(≡ω/h｡)について容易に解くことができる｡今,7;,/几=2.0,/yl,//v｡=0.1,り,か｡=

･33として(2.13)式を解くと,電子振動の成長率は,およそ&λ｡~0.25で最大となるこ

｡とがわかった｡また,り~0.717hであることも確かめられた｡一方,実験においては&,λ｡~

0.012~0.015であり0.25より小さい｡すなわち,電子振動としては｡l.~0.25/0.015~

17程度のﾓｰﾄﾞの成長率が大きく,励起されやすいことがわかる｡さらに実際のﾌﾟﾗｽﾞﾏ中

には,電子一中性粒子衝突が存在するため,見掛け上,成長率は全体として減少する｡結局,･

成長率が最大となる波数の近傍においてのみ,電子振動が励起されることになる｡これらの事

実はi実験結果とよく一致する｡以上の事から高周波振動は,電子ﾋﾞｰﾑによって励起された

ものであり,線型理論でよく説明できると結論できる｡

次に低周波振動に着目する｡図2.10(c)であきらかなように,この低周波振動は,電子ﾋﾟｰ

ﾑ速度がおよそ2.65×lO'cn/sec(らか｡~3.3)のときに励起されている｡低周波振動の

周波数は,ｸﾞﾘｯﾄﾞ間隔£によってのみ変化する｡その一例を図2.12に示す｡

図2.12では,1つの基本周波数成分のみ

を示している｡他に高調波成分もあるが,振

幅が小さいので図には示さなかった｡この低

周波振動の軸方向の波長を光電子増倍管を用

いて測定した｡すなわち,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に密度

変動があると,ﾌﾟﾗｽﾞﾏが出す光にも変動分

も

(KHZ)

30

があらわれるため,光電子増倍管を用いて密20

度変動が検出できる｡光電子増倍管の出力を

ﾛｯｸｲﾝｱﾝﾌﾟに入れ,ｸﾞﾘｯﾄﾞから検出

した信号を参照信号として位相検波し,その10

出力を光電子増倍管の軸方向の位置に対して

ﾌﾟﾛｯﾄすると,軸方向の波長を決定できる｡

この方法を用いた結果,低周波振動はE3と

Gの間で定在波となっており,波長はほぼ2

£であった｡定在波となっていることにつ

いては後に述べる｡以上のことから,低周波

0

＼(c�1)

図2.12低周波振動の周波数とｸﾞﾘｯﾄﾞ位置
との関係ﾐﾌb=2.7×lO'cm/sec,

/d=15mA,71=290°K
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振動は,ｲｵｯ音波であることが推察される｡実際図2.12の関係から,ｲｵﾝ音波としての

位相速度がわかり,それを用いて電子温度を求めると几~2evであった｡この値は,ﾌﾟﾛｰ

ﾌﾞ測定による電子温度とよ<一致している｡しかし,実験はら>1/｡≫らの条件のもとで行

なったものでありD｡は,ｲｵﾝ音波の位相速度),線型理論の範囲内では,このようなｲ

ｵｯ音波は励起され得ない｡電子ﾋﾞｰﾑを含んだｲｵﾝ音波の線型分散式は(2.13)式にｲ

ｵﾝの項を付加した

Z'(ら)/がλf十Z'(ρ｡)/がλ;十Z'(Pb)/がλg=2(2.14)

となる:7)ここにpi=ω/hiで,他tt(2.13)式と同様である｡(2.14)式をpiにつ

いて解いた一例を図2.13に示す｡この図は,ﾋﾞｰﾑ速度に対するｲｵﾝ音波の成長率の変化

をあらわす｡時間的な成長率をｲｵﾝﾌﾟﾗｽﾞﾏ振動数町iで正規化している｡

o
気
t
o
q
0

0 0.5

Vb/Ve

図2.13ｲｵﾝ音波の線型成長率とﾋﾞｰﾑ速度との関係

この図であきらかなように,らか｡21.6では,ｲｵﾝ音波の成長率は負となり励起され

ない｡さらにｲｵｯ音波の波数μ｡に対するｲｵﾝ音波の不安定領域を求めた結果を図2.14

に示す｡図の曲線の下側が不安定領域である｡すなわち,ｲｵﾝ音波の波数が小さいときでも

(U｡~O),ら/ひ｡之1.6となれば,安定となることがわかる｡

結局,このようなｲｵｯ音波は,線型ﾋﾞｰﾑﾌﾟﾗｽﾞﾏ相互作用で励起されたものでなく,2.

-32-



2節で述べたような,非線型相互作用によるものと推察できる｡

n
″
＆

l
k

Vb/Ve

図2.14ｲｵﾝ音波の不安定領域

2｡6非線型波-波相互作用の可能性についての考察

すでに述べたように,自然発生するｲｵﾝ音波の励起機構は,線型理論では説明できない｡

すなわち>2.1節で述べた,波一波相互作用,あるいは波一粒子相互作用のいずれの過程であ

るか,また,全く別の過程であるかを考察する必要がある｡ここでは,波一波相互作用による

励起の可能性を考察する｡

まず,波一波相互作用が生ずるためには,波動相互の間に(2.2)式であらわされる同期条

件が成立することが必要である｡今,波一波相互作用のうち波動が3つの場合を考える｡この

うち,2つは電子振動であり,1つはｲｵﾝ音波である｡一方,実験結果を要約すると次のよ

うになる｡

i)電子振動の1つの周波数成分の帯域幅△ÅはlMHz~2MHzである｡これは,ｲｵﾝ波

の周波数よりはるかに大きい｡しかしながらｲｵﾝ波の周波数程度の側帯波は観測されなかった｡

ii)隣り合った電子振動のﾓｰﾄﾞの間の周波数差∂1は,25MHz~30MHzである｡

m)電子振動の位相速度は,ﾋﾞｰﾑ速度り,によってかわるが.≫b~2.7×lO'cm/secのと
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きz･P~2×10°cm/secである｡この位相速度りは,ｲｵﾝ音波の位相速度z･｡=0.9×105

cm/secよりはるかに大である｡

iv)電子振動は定在波となっていて,波数は基本波の倍数であるものだけが励起されている｡

すなわち,分散関係はとびとびとなっている｡

電子振動の波数のひろがりの程度は,上記Dおよびm)より△k苫27て･ﾑ//り~(3×

lO'W~6×10“2(�1)となる｡したがって,波数の帯域幅は,ｲｵﾝ音波の波数ks~(1~1.5

�1)より充分小さい'｡このことは,電子振動の周波数帯域幅が広くとも,波数のひろがりが小さ

いため,1つの電子振動のﾓｰﾄﾞの中だけでは(2.2)式の同期条件が満足されないことを意味す

る｡一方.IV)により電子振動のﾓｰﾄﾞの間の波数の差∂んはほぼん｡に等しい｡なぜならｲｵﾝ

波の波長は,ほぼｸﾞﾘｯﾄﾞ間隔£の2倍であり,この逆数の倍数が電子振動の波数となってい

るからである｡電子振動およびｲｵﾝ音波の分散関係を概念的に図2.15に示す｡

隣り合う電子振動の周波数差町は,ほぼ25

MHz~30MHzであり,これは,ｲｵﾝ音波のω

周波数よりもはるかに大きい｡したがって,2つ

以上の電子振動のﾓｰﾄﾞを考えた場合でも,ｲｵ

ﾝ音波の分散関係との間で同期条件を満足させる

ことはできない｡

しかし,電子振動の分散式(2.14)は,図2.

15の実線で示した成長をあらわす解以外に減衰

を表わす多くの解を持つ｡(2.2)式は波の成長

･減衰に無関係なものであるため,このような安

定な電子振動についても考えなければならない｡

ωi､､｡､･

ω

k｡

分散式(2.14)の解のうち,不安定な解にもっ叫i

とも近いものを図2.15において鎖線で示してい

SECONDROOT
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……
∠

……………
/
…………

る｡実際に(2.14)式を解いた結果は,実験条図2.15

件の範囲では2つの分散曲線の水平方向の間隔,

ks

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

|ONMODEi

6)s°ks^s■.

c,)｡=kKVp

ELECTRON

MODE

(unstable)

akβｲら

6kK=

j

Vp≫Vs

電子振動およびｲｵﾝ音波の

分散関係の概念図

すなわち,波数の差はｲｵﾝ音波の波数のおよそ2.5倍であった｡したがって,この2つの分

散関係を用いても,波一波相互作用に必要な同期条件を満足できないことがわかる｡他の解は,

さらに波数間隔が広くなるところに存在する｡すなわち,図2.15の鎖線と縦軸との間に入る

ような分散曲線群となる｡＼
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結局,実験灸件では,電子振動とｲｵﾝ波の分散曲線の間に,同期条件が成立しなりことが

結論できる｡また今の場合は,外部から何らの信号をも加えていないため,同期条件に含まれ

る電子振動のうち1つが(2.14)式の不安定解である必要があるのは当然であるが,外部か

ら何らかの信号(高周波)を加えた場合は,(2.14)式の安定解に対する分散曲線の間で,

波一波相互作用が起る可能性はある｡この問題は,本章の実験とは直接関達しないが,ﾌﾟﾗｽﾞ

ﾏ物性上興味ある問題と思われるので,今後研究される必要があると考えられる｡

以上のように,結局2.5節で観測されたｲｵﾝ波は,波一波相互作用によって励起されたも

のとしては説明できない｡すなわち,残る可能性としては,波一粒子非線型相互作用あるいは,

全く別の緩和過程を考慮しなければならない｡

2｡7ｲｵﾝ音波の時間的成長率および減衰率の測定

波一粒子相互作用であることを示すためには,Z5節に述べた実験条件では不十分であるの

で,さらにｲｵﾝ音波の時間的な成長率および減衰率を測定した38)ｲｵﾝ音波の励起あるい

は減衰を観測するために,ﾋﾞｰﾑの密度変調を行なった｡電子ﾋﾞｰﾑは図2.7に示した断続回

路で,矩形波に密度変調した｡断続回路は,電極E,に接続された負のﾊﾞｲｱｽ電源を周期的

に断続する｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏのﾊﾟﾗﾒｰﾀおよびﾊﾞｲｱｽ電圧は,ｽｲｯﾁを開いたときにｲｵﾝ波

の励起がとまり,閉じたときに励起が起るように選んだ｡ｽｲｯﾁが閉じると,ﾋﾞｰﾑ密度は

減少し,開くとﾋﾞｰﾑ密度が増加する｡ｽｲｯﾁを閉じた瞬間から,ｲｵﾝ音波は成長をはじ

める｡振幅は指数函数的に増加して行き,ある振幅になると飽和し,以後一定の振幅となる｡

さらに一定振幅であるときに,ｽｲｯﾁを開くと,ｲｵﾝ波は指数函数的に減衰する｡このよ

うな成長,減衰の一例を写真2.1に示す｡写真2.1(a)は,ｲｵﾝ音波の時間的成長を示し,写

真2.Kb)ではｲｵﾝ音波の減衰を示す｡これらの写真を用いれば,ｲｵﾝ音波の時間的な成長

率をおよび減衰率7;lを容易に求めることができる｡このようにして求めた成長率および減衰

率と電子ﾋﾞｰﾑ速度との関係を図2.16に示す｡ただし･写真から求めた成長率711は減衰率

几lの分だけ小さい,すなわち見掛上の値であるので,･図2.16ではﾌﾟﾗｽﾞﾏ中での実際の成

長率r°を+rdとして示した｡またrおよび7;lに対してｲｵｼ音波0周波数゜Jで正規化し

たものを示す｡ｲｵﾝ音波の成長率は,最大およそ0.21である｡また,成長率はﾋﾞｰﾑ速度

にするどく依存しているが,減衰率はそれほど変化せず,ほぼ一定であることがわかる｡ｲｵ

ﾝ音波の減衰は,ｲｵﾝｰ中性粒子衝突によるものと考えられるが,減衰串は,ｲｵﾝと中性
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○

粒子の温度がほぼ等しいとして計算した

減衰率よりわずかに大きい。今，イオン

ー中性粒子の衝突周波数を,ﾉｈ。衝突断

面積を"in ，中性粒子の密度を/Ｖ。とす

ると，μin = "in /ｖnVi　となる。一方，

線型理論によりら＜ωとして減衰率を

求めると，およそ7;j～－lﾉi。/2　となる。

　中性粒子の温度几は，ほぼ水銀溜の

温度と考えられるが，イオン温度を正確

に求めるのは困難である。大まかな目安

として，イオン温度は水銀溜温度71　と

熱陰極の温度の中間にあると考えられる。

今，例えば771＝4 000K， 7; = 290°Ｋ，

肉

とするとrdA・）～－0.05となる。この値　写真2.1

は図2. 16に示す値7;1加～0.0 7～0.1

にくらべてわずかに小さい。しかし，イ

オン温度771の値はそれほど正確ではな

く，またT≫7iであるため，ランダ

ウ減衰も無視でき，他の電離衝突も･ﾉｈ，

にくらべて小さいので，今の場合は，イ

オン音波の減衰は，イオンー中性粒子衝

突によるものと結論できる。一方，成長

率は，ビーム速度にするどく依存してい

るが，これは，電子振動の振幅がビーム

正

UL)

0.2

によりするどく変化しているためと考え　　0.1

られる。すなわち，図2.10(b)における

曲線Ｃの変化と成長率の変化が対応して

いる。この点は以下に示すように，成長

率と振幅の関係を求めればあきらかにな

る。

一一

，.ニ　　‾　　　．’　，‘こ４｡

一一一

角

　　　　　　(b)

(ａ)イオン音波の時間的成長。(b)時間的減

衰。各写真の上の波形は断続回路の入・

切を示す。横軸0.1 m sec/div･　ら＝

2.7｀108°/？ｃ･ねニ15 mA･£ニ2.４

cm, i;=290K
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ｸﾞﾘｯﾄﾞGは通常高抵抗(~lMO)を通じて接地されている｡今この抵抗のかわりに,可

変ｺﾝﾃﾞﾝｻ(10pF~300pF)を接続し,ｺﾝﾃﾞﾝｻの容量を変えると,電子振動の振幅が

変化することが見出された?r)'4o)'41)また,電子振動の振幅が変化すると,ｲｵﾝ音波の成長率

●も変化することがわかった｡ｺﾝﾃﾞﾝｻの容量を変化しても,放電の直流ﾉ{ﾗﾒｰﾀは全ぐ変

化せず,ｸﾞﾘｯﾄﾞにおける交流的なｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽの変化により,電子振動が影響を受けたも

のと考えられる｡すなわち,ｸﾞﾘｯﾄﾞにおける波のｴﾈﾙｷﾞｰ吸収量がｺﾝﾃﾞﾝｻの容量によ

り,多少変化したものと考えられる｡容量の変化により電子振動の振幅が変化する現象の詳細

な機構は,現在あきらかでないが,とにかく,このようにすれば電子振動の振幅とｲｵﾝ音波

の成長率の関係を知ることができる｡電子振動の振幅の2乗に対して,ｲｵﾝ音波の成長率を

ﾌﾟﾛｯﾄしたものを図2.17に示す3r)'4o)'41)この図であきらかなようにｲｵﾝ音波の成長率は,

振幅の2乗に直線的に比例していることがわかる｡図2.17において示した直線は,実験結果

の各点を最小2乗法によって整理して求めた

ものである｡この直線が縦軸と交わる点は,0.1!

電子振動がないときのｲｵﾝ音波の減衰率を

あらわす｡この値はほぼ-0.06となり,図

2.16における減衰率と一致している｡

結局,図2.16に示したように,ｲｵﾝ音0.1

波の成長串が電子ﾋﾞｰﾑの速度に大きく依存2i

するのは,電子ﾋﾞｰﾑの速度を変えると電子
ω｢

振動の振幅がするどく変化するためであると0.05

言える｡

ｸﾞﾘｯﾄﾞ間隔Z,の逆数とｲｵﾝ音波の成長

率r/≪iの関係をしらべた｡ｸﾞﾘｯﾄﾞ間隔の

逆数は,ｲｵﾝ音波の波長に対応する｡した

がって,ｲｵﾝ音波の正規化した波数ん｡λ｡と

成長率の関係が求められる｡この結果をZ3

節の図2.3において白丸で示す｡実験結果は

&j｡~0.013のところで最大となっている

ことがわかる｡この実験結果を示す点は,理

論的な解析結果のみhμ｡=15の場合の曲線

0

-0.05

図2.17
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によく一致していることがわかる。ここで，理論曲線に関しては，最大値が実験値と一致する

ようにI e07ij; | の値をえらんだ。理論曲線の最大値は，le即ｋ刄12に比例して変わるが，

最大値をとるλ。&。の値はle即k7;|によらない。この図に示した各々の点に対しては，ビー

ム速度がそれぞれわずかに異なっている。すなわち，グリッド位置を変えると電子振動の振隔

が変化するため，電子ビームの速度をわずかに変化させて，振幅がほぼ同－の最大値となるよ

うにして成長率を測定した。電子ビーム速度の変化量は，ほぼ１０％以下である。イオン音波

の成長率は電子ビーム速度の変化に対しては，図2.2に示すよ引こらか。<3.4の場合，あま

り大きくは変化しない。したがって，実験結果は図2.3に示した理論曲線の仮定le即ん7; 12＝

const･　Vhl ■"。=const.におよそ一致し，イオン音波の成長率の波長に対する依存性をほぼ

純粋に示していると言える。図2.3中に示した実験結果から，プラズマ中の電子振動の振幅を

評価することができる。

　最後に，電子振動およびイオン音波の成長の時間的関係について述べる。写真2.2は，断続

回路によりイオン音波を励起したとき，電子振動の時間的なふるまいを同時に観測したもので

ある。電子振動は高周波受信器で受信し，その中間周波出力を観測した。写真2.2の中央の波

形は電子振動を示す。電子振動は，イオン波にくらべて非常に速く成長する。イオン波はほぼ

同時に成長をはじめ，電子振動にくらべてゆっくりと成長してゆくことがわかる。イオン波の

成長は，写真2.1の場合と同様である。電子振動の振幅は，イオン音波の振幅が増大すると影

響を受ける。すなわち，イオン波の振幅が飽和する

と，電子振動の振幅は時間的に一様でなくなり，イ

オン音波のある位相に一致した所だけで，ノリレス的

にあらわれるようになる。これは，イオン音波の振

幅が増大すると，プラズマの密度が時間的に変化し，

そのため電子振動の成長率が変化したものと考えら

れる。結局，写真2.2により，イオン音波は電子振

動が成長して，ある振幅になると同時に成長をはじ

めていることがわかる。これは，イオン音波の成長　　写真2.2

の原因が電子振動にあることをうらづけるものであ

る。

イオン波および電子振動

の時間的成長

これまでに述べて来た実験結果および理論的解析を整理すると，表2.1のようになる。
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i)基礎ﾊﾟﾗﾒｰﾀ

電子温度

/z密度

lr芒一一広速度

ntt密度

ﾃﾞﾊﾞｲ距離

衝突周波数

ｲｵﾝ音波

の代表的な

値

7;

/V｡

17b

呪

λe

μin

ω8

&s

ZJ8

電子振動ωh

h

''p

表2.1

実験値

(2.0~2.2)×lo“k

(6~9)×109m'

(2.5~3.0)×10scm/sec

(0.5~1)×109(i'3

(1.0~1.2)×lO"'

(1.2~1.8)×10‘se･c"'(但し,71=290‘kとした時)

~1.2χ10ssec"*

~1.3cm'

~1×lO'cm/sec

(このzﾀ｡から几~2×104°Kを得る)

4~5×109sec"'

19~23cm'

~2×10cm/sec(理論値t4,~2.1×lO'cm/sec)

(但し,WpS2.7×10*cm/secのとき)

ii)ｲｵﾝ音波の成長率に関するﾊﾟﾗﾒｰﾀ

(巾〔゜(γg+7;1)/叫〕g0.2となるときのﾊﾟﾗﾒｰﾀ)

&l､/&｡

7;/71

7;几

N､､ZN｡

らμ

Ie?7k3;､|

計算に使用した値

5
0
1
i
n

2

0.1

3.3

1.46×10‾3

実験値

15~17

20~70

~2

0.1~0.2

3.1~3.3

10‾゛~10‾2

この表から,ｲｵﾝ音波の成長率に対する実験値は非線型分散式(2.10)式により,実験
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範囲においては,ほぼ完全に説明でき,他のﾌﾟﾗｽﾞﾏﾊﾟﾗﾒｰﾀの間にも何らの矛盾のないこ

とがわかる｡ただ,lJZ践|の実験値は,ﾌﾟﾛｰﾌﾞの浮動電位の変動を測定したものであり,

正確とは言えない｡しかし,従来の電子振動の実験35)においても,およそ1(F4~10‾2程度で

あり,理論計算を用いた1.46×10‾3の値は不自然なものではなく,現実にあり得るものと考

えられる｀｡

z8ｲｵｯ音波の動的安定化?7)'28)'29)

ここでは,上に述べたようなｲｵﾝ波の抑制についての実験結果を述べる｡

放電電流などのﾌﾟﾗｽﾞﾏﾊﾟﾗﾒｰﾀをある適当な値にしてｲｵﾝ音波を発生させる｡このと

き図2.7に示す電子銃の電極Eに低周波信号発生器を接続する｡但し,断続回路はとりはず

しておく｡電子ﾋﾞｰﾑはこの交流信号により密度変調を受ける｡交流信号の周波数は,1kHz

~500kHz,振幅は尖頭値で最大約40Vである｡交流信号電圧が20Vのとき,電子ﾋﾞｰ

ﾑの密度の変調度はおよそ10~20郭程度である｡この交流信号の振幅を増加して行くと,

放電管中に自然発生していたｲｵﾝ音波の振幅が小さくなり,ついには消滅する｡ﾋﾞｰﾑ変調

電圧を増加して行った場合の周波数分析の結果を図2.18に示す｡ここでは,変調電圧をOか

ら20Vまで変化した｡変調周波数は100kHz一定とした｡また,自然励起されているｲｵ

ﾝ音波の周波数は60kHzで,図ではy;で示されている｡あきらかに,変調信号電圧昿を増

加して行くと,ｲｵﾝ音波の振幅が減少するのが見られる｡ｲｵﾝ音波は振幅が減少するにつ

れてｽﾍﾟｸﾄﾗﾑの半値幅がわずかに広くなり,周波数もわずかに増加する｡変調信号電圧臨

が10V以下ではｲｵｯ波の抑制は顕著ではないが,臨が10V以上となると抑制が著るしく

なる｡定常的(直流的)なﾋﾞｰﾑ電流,ﾋﾞｰﾑ加速電圧,放電電流などは,変調電圧が20V

以下であれば,ﾋﾞｰﾑを変調しても変化しない｡しかし,ｲｵﾝ音波は昿三17Vでほぼ完全

に消滅しており,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの直流的なﾊﾟﾗﾒｰﾀの変化の寄与はほとんどない｡

変調電圧を増加してゆくと,周波数成分として£およびその高調波の2刄があらわれるが,

それ以外に新しい信号があらわれる｡その周波数はおよそ40kHzで£一犬に対応する｡す

なわち,外部信号とｲｵﾝ音波との差の周波数があらわれる｡このことは,ﾌﾗｰｽﾞﾏ中におい

て,波と変調信号との間に非線型結合が生じていることを示唆する｡変調電圧をさらに増加さ

せると,ｲｵﾝ音波は消滅して40kHzの成分もなくなるが,そのかわりに50kHzの信号成

分があらわれる｡これは変調信号の分周波(ぶ/2)であることがわかる｡また,ｲｵﾝ音波
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の振幅が減少するにしたがい非常に低い周波数成分(~OkHz)があらわれるのが,この成分

については不明である｡
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変調信号電圧を変化させたときの周波数分析の例

受信器の感度は砥=13Vのところで増加している｡

/d=64mA,K=18.7V,ん=9.5mA,L=0.8cm,

7;=295°K.

変調電圧を14V一定として変調周波数を変えたときのｲｵﾝ音波の振幅の変化を図2.19

に示す｡

周波数分析器の受信周波数をｲｵﾝ音波の周波数に同調しておいて,変調周波数を変化して

その出力の変化をﾌﾟﾛｯﾄした｡ｲｵﾝ音波の振幅として変調がないときの振幅で正規化した

値を用いた｡図2.19であきらかなように/a=≫ふい=1/2,1.2,3…)のときは,ｲｵ

ﾝ音波の振幅はふたたび回復する｡rl=1/2,1,2に対しては,変調のないときよりも振幅が
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//

増大している｡これは変調信号がｲｵﾝ音波の振幅に加わったものと考えられる｡/a=^"j£n

のときは,ｲｵﾝ音波の振幅は大幅に減少しているが,L=40kHz,および90kHzの所

でも多少回復していることがわかる｡これは,i=子心あるいはχ=子臨という関係に対

応する｡刄=40kHzのときは3£=120kHzとなり,このような高調波が£=120kHz

の信号を加えたときと同じ効果をﾌﾟﾗｽﾞﾏに与えているものと考えられる｡L=90kHzのと

きは2£=180kHzとなり,この1/3分周波がちょうど60kHzとなるため,わずかなが

らでも£=60kHzの場合と同じ効果を与えているものと考えられる｡結局,自然に励起さ

れているｲｵﾝ音波の周波数近辺では,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の変動の減衰が少ないため,外部信号の高

調波あ弔いは分周波がこの近くで励起されやすく｡またそのために,ｲｵﾝ波に与える影響が

大きいといえる｡実際,変調信号のｸﾞﾘｯﾄﾞにおける受信強度は,ｲｵﾝ音波の周波数に一致

する周波数で最大となる｡この結果は,図2.19の点線で示されている｡また,£之200kHz

では,変調信号の受信強度は非常に小さくなるが,ｲｵﾝ音波に対する抑制効果は変らない｡
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図2.19変調周波数を変えたときのｲｵﾝ音波の振幅変化(実線),

および変調信号の受信強度(点線).

図2.19の結果は,ﾋﾞｰﾑﾌﾟﾗｽﾞﾏ系において,一種の共鳴現象が存在していることを示す｡

これは電気回路等において見られるﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ共鳴と同様な現象であると考えられる｡特

42)に/a=≪i.の周波数での共鳴は,非線型工学でよく知られている,ﾏｼｭｳｰﾋﾙ方程式
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で記述できるものと考えられるが,これについては今後の研究にまつこととする｡

2｡9考察および討論

低周波振動を励起する可能性のあるものとして,上に述べて来たもの以外に,電離緩和過程

がある｡ここでは,この緩和振動について考察し,さらに他の関連する現象について検討し,

これまでに述べてきた実験結果を考察する｡

2｡9.1緩和振動について

ﾋﾞｰﾑ･ﾌﾟﾗｽﾞﾏ系における低周波振動の励起機構としては,以上に述べた波一波相互作用

および波一粒子相互作用の過程以外に,電離緩和過程がある｡このような励起機構はSelf43)

によって研究された｡Selfはﾋﾞｰﾑｰﾌﾟﾗｽﾞﾏ系での電子振動の空間的な成長率を求める実験

を行なったが,その際,電子振動の振幅があるﾚﾍﾞﾙ以上になると,低周波振勁が観測される

ことを見出した｡また,低周波振動が励起される直前では,ﾋﾞｰﾑの軸上のある位置において,

発光が他の部分より異る皿状の部分(ﾒﾆｽｶｽと称する)があらわれるのを観測した｡ﾋﾞｰ

ﾑをさらに強くすると,このﾒﾆｽｶｽはﾋﾞｰﾑの始点へと近づき,さらに強くするとこのﾒ

ﾆｽｶｽは軸上の前後に定常的に往復するようになり,低周波振動となることを見出した｡こ

のﾒﾆｽｶｽの部分では電子振動の振幅が大きく,そのため中性粒子の電離が増し,局所的に

ﾌﾟﾗｽﾞﾏ密度が高くなっているものと考えられる｡このような低周波振動は一種の緩和振動と

考えられ,現象的にはﾈｵﾝ管発振器と類似のものである｡低周波振勁の周波数は,局所的に

密度の高い部分が両極性拡散で消滅する時間により決まる｡平衡状態に対する理論的結果によ

れば,この消滅時間は,電子一中性粒子の電離衝突周波数の逆数にほぼ等しい｡筆者らの場合

は,電|離に関与する電子のｴﾈﾙｷﾞｰを放電の端子電圧とし,'水銀蒸気圧を3×10‾:‘mmHg

とすると,電離周波数はおよそ1.5×lO'sec'となる｡

本章における実験においては,上のような定常的なﾒﾆｽｶｽは観測されなかった｡また,

文献43)においては,低周波振動の励起がおこると,高周波振勁のｽﾍﾟｸﾄﾗﾑは非常に幅

の広い雑音的なものとなっている｡このような振動の周波数分布は筆者らの実験において,

vu>2.8×108Cm/SeCである掛合の周波数分布とほぼ同一である｡結局,Ob>2.8×108

cm/secとした場合に低周波振動の周波数が低下すること,および波形が三角波的なものとな

ることから,この振動がSelf等の観測した低周波振勁に対応するものと考えられる｡
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さらに緩和振動の大きな特徴は,振動の成長が指数函数的でないことである｡すなわち,振

動の励起条件が満足されると振動の振幅は半周期程度の時間で,急激に飽和ﾚﾍﾞﾙに達してし

まう｡これは,ある2つの状態の間を往復することを意味し,緩和振動の一般的な特徴である｡

これに対し,本章の実験においては,写真2.1,2.2に示すように,周期の数倍程度の時間で

指数函数的に増加していることがわかる｡これらの事実は,本章において観測された低周波振

動は,いわゆる緩和振動でないことを示すものである｡

2｡9.2ｲｵﾝ音波に対する境界の影響

ｲｵｯ音波がｸﾞﾘｯﾄﾞGと電極E,との間で定在波となっていることは2.5節で述べたが,

この定在波について考察する｡一般に媒質中での波動は,境界において大きな減衰を受けずに

反射され,互に逆方向に進む2つの位相速度を持てば定在波となることが知られている｡した

がって,今の場合はﾌﾟﾗｽﾞﾏ中でｲｵﾝ音波が実際に反射されるかどうかという点が問題とな

る｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中でのｲｵﾝ波の反射についての研究は,これまで二,三なされている?)゛46)

これらの研究によれば,境界における波動の振舞いについての詳細な機構は不明であるが,と

にかく,ｲｵｯ音波は境界において反射され得ることが報告されている?)'46)これらの研究は,

筆者らと同様な水銀蒸気放電により作られたﾌﾟﾗｽﾞﾏ中で実験を行なっており,本章の実験に

適用できるものと考えられる｡また,今の場合は従来の実験と異り,ｲｵﾝ音波に対してはﾌﾟ

ﾗｽﾞﾏは不安定で,伝播する際の減衰は少なく,より定在波になりやすいと言える｡したがって,

実験で観測された定在波は,境界による反射が存在することに由来するものと考えられる｡

一方,境界における波動の振舞いについての現象論的な研究もなされている7)文献47)

では,境界における波の振舞いを送電線を伝わる進行波の,終端における振舞いで模擬的に記

述した｡これによると,従来の波動の実験結果(特に波長がﾌﾟﾗｽﾞﾏ長と同程度の場合には影

響が大きい)をよく説明するためには,境界における波の反射あるいは吸収が存在するとしな

ければならないことが示された｡境界において波の吸収があるということは,波のｴﾈﾙｷﾞｰ

の何割かは境界に吸収されることを意味し,したがって波が減衰することをあらわす｡この結

果,波の減衰率は見掛上増加することになる｡本章の実験においては,観測したｲｵﾝ音波の

減衰率rjω,は0.07~0.1であった(図2.16参照)｡一方,ｲｵﾝｰ中性粒子衝突による

波の減衰率は,およそ0.03~0.05である｡この相違は,1つには密度,ｲｵﾝ温度の値が

不正確なためであるが,さらには境界における波の吸収によることも考えられる｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾊﾟ

ﾗﾒｰﾀの測定値が正しく,また,それを用いて計算した衝突減衰率が正しいものと仮定した
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とき,文献47)により,減衰率の増加分から境界における波の反射率が評価できる｡その結

果によると反射率は0.7~0.8程度となり,不自然なものではない｡

さらに,ｸﾞﾘｯﾄﾞにｺﾝﾃﾞﾝｻを接続した場合には,ｸﾞﾘｯﾄﾞにおいて,電子振動のｴﾈﾙ

ｷﾞｰの吸収量が増加するため,電子振動の振幅が減少したものと考えられる｡

2｡9.3高周波による電子ﾋﾞｰﾑ変調

電子ﾋﾞ¬ﾑを低周波信号により変調した場合の現象については,2.6節に述べたが,高周波

信号により変調した場合にも,波の抑制が観測されぷ8)高周波で電子ﾋﾞｰﾑを変調すると,

電子振動が抑制されるが,同時にｲｵﾝ音波も抑制されることがわかった｡この結果は,ｲｵ

ﾝ音波が高周波電子振動により励起されるということに対する一つの傍証となるものである｡

電子振動の高周波による抑制の詳細は,ここでは触れない｡

2｡9.4ｲｵﾝ音波励起機構

図2.10(C)において･≫b=2.35×10*cm/secの所で見られる低周波振動はやはりl･b三

2.65×108cm/secにおいて励起されているものと同じ機構によると考えられる｡その理由は,

このような電子ﾋﾞｰﾑ速度では,やはり線型のﾋﾞｰﾑ･ﾌﾟﾗｽﾞﾏ不安定は起り得ず,また図2.

10(b)に示すように,高周波振動の振幅(曲線F)はちょうど低周波振動の振幅が大きくなっ

ている所で大きくなっており,これはらS2.65×lO'cm/secにおける振幅の相互関係と全く

同じ様相を示すものである｡

これまでに述べて来た考察により,実験において観測されたｲｵﾝ音波は2.2節に述べた波

一粒子相互作用により励起されたものであるといえる｡すなわち,電子波の位相速度の近傍に

おいて(ωh-ω｡)/(んh-ん｡)および(ωh十ωs)/(たh十し)なる位相速度を持った｢virtu･

alwave｣(適当な訳語はないが,ここでは'仮想波'と呼ぶ)とﾋﾞｰﾑの電子とのｴﾈﾙｷﾞ

ｰのやりとりにより･(ら,&･の波が励起されると考えられる｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ電子およびﾋﾞｰﾑの

電子の速度分布と,これらの波との関係を図2.20に示す｡

これらの仮想波は,実際に励起されているものではない｡すなわち,線型分散式の解ではな

いため,強く減衰を受けるものであり,ｴﾈﾙｷﾞｰ移動の際のｰ種の中間媒体であると考えら

れる｡ｴﾈﾙｷﾞｰは結局｡

電子の加熱

電子ﾋﾞｰﾑ→電子ﾌﾟﾗｽﾞﾏ振動の励起→仮想波/
＼゛ｲｵｯ音波の励起
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なる経路をとって移動することになる｡この時ｲｵﾝ音波の励起に必要なｴﾈﾙｷﾞｰは,

49)
Manley-Loweの法則によりごくわずかであればよく,大部分は電子ﾌﾟﾗｽﾞﾏ波の位相速度

に近い速度を持った電子に与えられる｡

F(z･)

ωh十ωsωhωh-ω8
-一一
&h十KKk1､一んs

図2.20ﾌﾟﾗｽﾞﾏおよびﾋﾞｰﾑ電子の速度分布と

波の位相速度との関係

V

このようなﾋﾞｰﾄ成分(ωh土゜)s)/(&h土ん｡)とﾌﾟﾗｽﾞﾏ電子とのｴﾈﾙｷﾞｰのやりとりは,

通常非線型ﾗﾝﾀﾞｳ減衰と呼ばれる｡通常のﾗﾝﾀﾞｳ減衰では,波のｴﾈﾙｷﾞｰが粒子に吸収

される･だけであるのに対し,非線型ﾗﾝﾀﾞｳ減衰では,上に述べたように別の波を励起あるい

は放出することができる｡

以上が,本章において観測されたｲｵﾝ音波の励起機構に対する物理的解釈である｡

2｡10結論

本章では,ﾋﾞｰﾑｰﾌﾟﾗｽﾞﾏ系における非線型現象について,実験的および理論的に研究し

た結果を述べた｡すなわち,電子ﾋﾞｰﾑｰﾌﾟﾗｽﾞﾏ系で高周波振動と低周波振動が共存してい

ることを見出した｡この高周波振動は,ﾋﾞｰﾑｰﾌﾟﾗｽﾞﾏ相互作用により励起されたものであ

り,線型理論で説明できるが,低周波振動はこのような速い電子ﾋﾞｰﾑ速度では励起され得な
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い｡低周波振動は実験的に,ｲｵﾝ音波であることが確かめられた｡このようなｲｵﾝ音波は･

ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の波一波非線型相互作用あるいは波一粒子非線型相互作用により励起され得る｡波

一波相互作用については,これまで詳細な研究が行なわれてきたが,波一粒子相互作用につい

ては,あまり詳細にはしらべられていない｡本章では,波一粒子相互作用に対する分散式を導

出し,詳細な解を与えた｡実験結果を考察することにより,実際には波一波相互作用が生ずる

ために必要な同期条件が満され得ないことを確かめ,本章において観測されたｲｵﾝ音波は,

波一波相互作用では説明できないことを示した｡一方,電子ﾋﾞｰﾑの密度を低周波信号で密度

変調すると,ｲｵﾝ波が抑制されることを実験的に見出した｡この抑制現象は,不安定性の動

的安定化としては最初の実験であり,以後盛んとなった動的制御研究の端緒となったものであ

る｡さらに,ｲｵﾝ音波の時間的な成長率,減衰率を測定し,理論的な結果との比較を行ない,

成長率のﾌﾟﾗｽﾞﾏﾊﾟﾗﾒｰﾀに対する依存性についての実験と理論の結果が,よく一致するこ

とを確かめた｡また,波動に対する境界の影響等について考察した｡電子振動とｲｵﾝ音波が

時間的にほぼ同時に成長をはじめること,あるいは電子ﾋﾞｰﾑを高周波で変調すると電子振動

が抑制されるが,その抑制と同時にｲｵﾝ音波も抑制されるということ等は,電子振動がｲｵ

ﾝ音波の励起に直接関与しているということの傍証となる｡またﾋﾞｰﾑｰﾌﾟﾗｽﾞﾏ系において

起る可能性のある緩和振動について考察し,本章において対象とした低周波振動は,このよう

な緩和振動でないことを示した｡

本章において,新しく得られた結果を要約すると,

i)ﾋﾞｰﾑｰﾌﾟﾗｽﾞﾏ系で電子振動とｲｵﾝ音波が同時に励起されていることを見出した｡

ii)ｲｵﾝ音波は,波一波相互作用により励起されたものではない｡

m)低周波信号で電子ﾋﾞｰﾑの密度を変調すると,ｲｵﾝ波が抑制されることを見出した｡

iv)波一粒子非線型相互作用を記述する分散式を導出し,詳細な解を求めた｡

V)ｲｵﾝ波の時間的な成長率および減衰率を測定し,理論とのよい一致を見た｡

これらの点を総合すると,本章におけるｲｵﾝ音波の励起は,波一粒子非線型相互作用によ

るものであると結論できる｡

今後の問題としては,各種の抑制現象についての詳細な解明を必要とする｡さらに,波一粒

子相互作用は,本質的に波のｴﾈﾙｷﾞｰが粒子に流れることを意味するが,これはこの過程が

ﾌﾟﾗｽﾞﾏの加熱等の工学的応用における基礎的過程となり得ることを示すものであり,今後さ

らに具体的な応用面からの研究の進展が望まれる｡
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第3章ｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置

3｡1序

ﾌﾟﾗｽﾞﾏ物性に関する研究が始められた頃,問題となったのは研究素材であるﾌﾟﾗｽﾞﾏの作

り方であった｡すなわちその当時はﾌﾟﾗｽﾞﾏ物理あるいはﾌﾟﾗｽﾞﾏ閉じ込め等の研究に必要な

良質のﾌﾟﾗｽﾞﾏを得るのが困難であった｡通常は低圧放電により作られたﾌﾟﾗｽﾞﾏが用いられ

ていたが,放電ﾌﾟﾗｽﾞﾏには電流が存在することに起因する複雑な雑音,振動等が発生し実験

研究上大きな障害となる場合が多かった｡放電ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の雑音振動等の制御は極めて困難で

ありまたたとえそれらの雑音がおさえられたとしても,電離度を高くするのが困難であり,ﾌﾟ

ﾗｽﾞﾏ粒子と中性のｶﾞｽ粒子との衝突が極めて多くﾌﾟﾗｽﾞﾏの基礎的な性質をしらべるための

｢ﾃﾞｽﾄﾌﾟﾗｽﾞﾏ｣としては不充分である｡

このような｢ﾃｽﾄﾌﾟﾗｽﾞﾏ｣を作る方法の1つとして接触熱電離を用いたﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生法

が検討された｡電離電圧の低いｱﾙｶﾘ金属の原子を,仕事函数がそれより高く,かつ高温に

熱せられた金属(例えばﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ等)にあてると入射原子の電子ははぎとられて金属に

吸収されｲｵﾝ化する｡また金属は高温になっているためその温度に従って電子を放出する｡

結局全体としてはﾌﾟﾗｽﾞﾏが放出されることになる｡このような過程は最初Langmuir等1,2)

によって研究された｡また後になっていわゆる熱電子発電器の空間電荷を中和ﾅるためにこの

一方熱電離過程を実験用のﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生に用いることが検討された｡そして最初の実用的な

ｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置がRynnおよびDAngeloによって建設された｡彼らは高真空に

保たれた円筒容器の中で,高温に加熱されたﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ板に金属ｾｼｳﾑ蒸気を照射して高

電離度のﾌﾟﾗｽﾞﾏを得ることに成功した｡こうして得られたﾌﾟﾗｽﾞﾏは,後に述べるように放

電ﾌﾟﾗｽﾞﾏ等にくらべてすぐれた性質を持っていたため,以後各国において建造され,ﾌﾟﾗｽﾞ

ﾏに関する数多くの貴重な研究が行なわれた｡我国では最初,名古屋大学ﾌﾟﾗｽﾞﾏ研究所でｾ

ｼｳﾑﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置の建設が計画された｡しかし当初は装置が不安定であり,所期の目的

を十分達成するまでには至らなかった｡この原因は装置の心臓部である熱電離用の電極の動作

が不安定であることにあった｡筆者はこの計画に参加し,同時に電離用電極の改良に着手した｡

熱電離用電極の構成,使用材料等を検討して改良した結果,すぐれた性能のものを得ることが｡

出来た｡また同じく名古屋大学ﾌﾟﾗｽﾞﾏ研究所において計画されたｾｼｳﾑﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置
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の2号機の建設に際しても,さらに改良された構成を持つ熱電離電極の製作を担当した｡また

本学においてもｶﾘｳﾑﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置を建設した｡これらはいずれも現在動作中であり,

性能的に十分なことが確かめられていると同時に有益な研究が続けられている｡

このような発生装置はｰつの標準的なﾌﾟﾗｽﾞﾏを得る手段として今後も各種の研究に用いら

れるものと思われる｡

熱電離によってﾌﾟﾗｽﾞﾏを発生する方法は,金属蒸気を入射する手段により,j)atomic

beammode.ii)vapourpressuremodeの2種類にわけられる｡前者は真空容器の中に単に

ｱﾙｶﾘ金属を封入するだけでよいが,原子の照射量を制御するためには,容器全体の温度を

制御しなければならない｡声た容器中に存在する蒸気の一部分のみが熱板にあたるだけであり,

大部分は中性のまま残っていてﾌﾟﾗｽﾞﾏとしての電離度は低い｡しかしatomicbeammode

の場合に必要な金属溜(oven),集束管(coUmator)等が不要となるので装置としては簡単であ

る｡したがってvapourpressuremodeは高密度,高電離度を必要としない小規模な｢封じ切

り｣実験装置に適している｡一方,atomicbeammodeはｱﾙｶﾘ金属溜を設け,金属蒸気を

集束管でﾋﾞｰﾑ状にして熱電極板上に吹きつけ電離させるものである｡粒子束をほぼ熱板の大

きさになるようにすれば,入射した粒子は100%近く電離されるため粒子の利用率が極めて

よい｡またﾌﾟﾗｽﾞﾏ容器を冷却すれば,中性粒子は容器壁に凝縮され,残存中性粒子は極めて

少なくなる｡したがって容器中のﾌﾟﾗｽﾞﾏは電離度の非常に高いものとなる｡また熱電離板に

は充分な量の粒子束を入射することが容易であるため高密度のﾌﾟﾗｽﾞﾏが得られる｡基礎実験

用としてのｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置は,従来ほとんどatomicbeammodeを採用している｡

本章においてもこの型の発生装置を主として述べる｡

このようにして得られたﾌﾟﾗｽﾞﾏの特徴は,i)通常の放電ﾌﾟﾗｽﾞﾏ等にくらべて電離度が

高く,Cs-Wを用いた揚合にはほぼ100%の電離度が得られる｡したがって中性粒子の影

響をほぼ完全にとりのぞくことができ,核融合ﾌﾟﾗｽﾞﾏのように電離度の高いﾌﾟﾗｽﾞﾏの基礎

研究用として用いることが出来る｡ii)ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に電界,電流等がなく,本質的に雑音が少

ない｡Iii)ﾌﾟﾗｽﾞﾏのｲｵﾝおよび電子の温度はともに熱電離板の温度にほぼ等しく熱平衡状

態に近い｡iv)ﾌﾟﾗｽﾞﾏの密度等の制御が比較的容易である｡V)Cs,K等を用いた場合には,

ﾌﾟﾗｽﾞﾏは肉眼では見えない｡vi)ﾌﾟﾗｽﾞﾏの原子がﾌﾟﾛｰﾌﾞ等の面に付着して実験の妨げと

なる場合がある｡ViD比較的容積の大きいﾌﾟﾗｽﾞﾏを作り得る,等である｡以上のうちi),

ii).iv).viD等はｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏの大きな長所となり,V).vi)等は欠点であると言える｡

iil)項はﾌﾟﾗｽﾞﾏの温度が低いことを意味するが,これは実験の目的により長所とも短所とも
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なるものである｡以上の他に欠点としては,装置の構成が大がかりで複雑となるため建設費が

高くなること,化学的活性の強いｱﾙｶﾘ金属を使用するため取扱い,運転に注意しなければ

ならないこと等があげられる｡結局もっとも大きな長所としては,高電離度,高密度,大容量

のﾌﾟﾗｽﾞﾏを定常的に発生できることであり,これは現在のところ他の方法によっては,実現

が非常に困難なものである｡

本章では我国で最初のｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置の建設に携り,その生命である熱電離用電

極の改良を行なった,筆者の経験をもとに,文献等にはあまり明確にはあらわれないが実際上

jR要と思われる設計･製作上の問題点を述べる｡実際,ある装置の基本原理,さらには設計図

等が明確であったとしても,現実に製作し所定の動作を行なわせるためには,多くの問題を解

決する必要があるのはあらためていうまでもない｡本章ではこのような観点からｱﾙｶﾘﾌﾟﾗ

ｽﾞﾏ発生装置における問題点を検討し,その解決方法および結果等を述べる｡

3.2ﾌﾟﾗｽﾞﾏｲｵﾝおよび電離用金属の種類

ﾌﾟﾗｽﾞﾏｲｵﾝの種類および電離用金属材料の組合わせは種々考えられるが,それらの一覧

をそれぞれ表3.1および表3.2に示す｡

表3.1

ｹ､犬万能 Li Na K Cs Ba

原子量

融点(゜C)

沸点(゜C)

電離電圧(ev)

原子直径(Å)

10-2nHgの蒸気圧

を得るための温度(゜C)

6.94

186

1370

5.36

3.13

530

22.99

97.7

892

5.138

3.83

293

39.1

63

770

4.34

4.76

202

132.91

28

690

3.89

5.40

154

137.36

704

1640

5.21

4.48

627

表3.2

金属の種類
Ta Mo W Re Ir

原子量

融･点(゜C)

ﾘﾁｬｰﾄﾞｿﾝ定数
(A冷�.゜K2)

仕事函数(ev)

180.96

2996

37

4.2

95.92

2620

55

4.3

183.93

3395

70

4.55

186.21

3180

52

4.85

192.22

2442

63

5.40
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表3.2より明らかなように,仕事函数の高いものはIrであるが,これは極めて高価な金属で

あり,特殊な方法,たとえば少量のlrをMo基板に蒸着して用いる等の方法による以外は用

いられない｡

また蒸着等を行なっても高温で使用する間にW-Irの合金を作る可能性がある｡'W-I｢

合金の仕事函数については不明であるが多くの場合には合金の仕事函数は,いずれの金属の仕

事函数よりも低いものとなるt)通常はRe,W,Ta等をそのまま用Jヽる｡しかし合金になった

場合に仕事函数が上昇するものもあるﾂその一例はTa-Ru合金である｡Ta,Ruの仕事函数

はそれぞれ4.2eV,4.75eVであるがTa-13%Ru合金では1700°Kにおいて仕事函数

が約5evとなる｡この値は表3.2に示したlr以外のいずれの金属よりも高く,電離用熱板

として今後用い得る可能性がある｡一方,表3.1より,最も電離電圧が低いのはCsで次にK,

Na.Ba.Liと続く｡これらのﾌﾟﾗｽﾞﾏが磁界中で用いられる場合はｲｵﾝのﾗｰﾏｰ半径は

小さい,すなわち質量の小さい程都合のよい実験が多い｡しかし質量の軽いLiは電離電圧が

高く,高電離度を得にくい｡通常はK又はCsが用いられる｡電離電圧φiの原子を,温度｢

ﾏ仕事関数φwの金属に入射した時の電離度βは次式で与えられる?

β=

1+
立

ωp

1

exp
e(φi-φw)
-

(3.1)

ここに゜aおよび(‘Jpはそれぞれ中性原子,およびｲｵﾝの統計的重みでｱﾙｶﾘ金属の場合

には(･)aZ(1)p=2である｡この式から表3.1のｱﾙｶﾘ金属および表3.2の熱板用金属を組合

わせた場合の電離度を求めると表3.3のようになる｡この表で上段は熱板温度が2000°Kの場

合を,下段は2500°Kの場合を示す｡

表3.2に示した仕事関数は熱電子放出に対する仕事関数であり,ｲｵﾝ放出に対しては多少

異なる?Zandberg等はTa,Mo,W,Re等に対しln原子の電離放出を実験的に求めた｡彼

等は電子放出に対する仕事関数は,表3.2に示したものとほぼ同じであるが,lnの電離に対

する仕事関数は電子放出の場合よりも大きいことを見出した｡この結果を表3.4に示す｡また

この値をLi原子に対して用いて求めた電離度を｡も示す｡

この表に示したようにｲｵﾝに対する仕事関数が大きいのは,金属表面が多結晶状態であり,

微視的に見ると仕事関数が一様でなく,ある範囲のひろがりを持って分布していることに起因

すると考えられるjjﾐた金属表面に入射する原子の電離電圧にも影響されるﾚZandbej)等
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表3.3 電 離 度

才知 Li Na K Cs Ba

T:i
6×10'4

2.3×10‾3

2.2×10｀3

6.4×10‾3

0.18

0.21

0.75

0.68

0.09

0.12

Mo
1.1×10'3

3.6χ10'3

3.8χ10'3

0.01

0.28

0.29

0.84

0.77

0.15

0.18

W
4.5×10'3

1.2×10‾2

1.6×10‾2

3.2χ10'2

0.63

0.57

0.96

0.92

0.43

0.41

Re
3.4×10゛2

5.6×10‾2

0.11

0.14

0.93

0.87

0.99

0.98

0.85

0.78

Ir
0.39

0.38

･0.70

0.63

~1.0

0.99

~1.0

~1.0

0.99
0.97

表3.4 仕事関数および電離度

Ta Mo W Re

電子放出の
仕事関数

4.33±0.3 4.33土0.07 4.58土0.03 4.93±0.04･

ｲｵﾝ放出の
仕事関数

4.88±0.05 5.02±0.05 5.14±0.03 5.43±0.03

Li原子の
電離度
(2000°K)

0.04 0.10 0.13 0.38

が用いたlnは電離電圧が約5.785Vと高い｡したがって実際の電離度は,同じ金属に対し

てもｲｵﾝの種類によって多少異ると考えられ一概には言えない｡また同一金属,同一ｲｵﾝ

種を使用していても金属の表面状態が変化ﾅるため電離度も時間的に変化し,複雑な様相を呈

する｡したがって表3.3に示した電離度は一応の目安を与えるものと考えるべきである｡たと

えばLiﾌﾟﾗｽﾞﾏを得ようとする場合,表3,3ではReによっても低い電離度しか得られない

が,-3c3.4に示したように実効的な仕事関数は高くなり,実用的なLiﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生が可能で

ある｡Cs.Kに対してはW熱板で充分であり,Li,Na,Baに対してはReを用いれば実用的

なﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生ができる｡実際にReを用いたLiﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置が試作され,得られたLi
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ﾌﾟﾗｽﾞﾏｲｵﾝ種としてLi,Na.K,Cs等を用いた場合は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏは発光せず肉眼では見

えないが,Baを用いると発光するため光学的手段が測定あるいは実験の際に利用できて便利

である?しかしBaは表S.1にも示したように蒸気圧が低いので,充分な量の粒子束を電離用

熱板に照射するためには後に述べる金属溜および集束管の温度を高くしなければならない等の

困難さをともなう｡

3｡3ｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生用電極の構成

実際のｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ実験装置においては3.1節で述べたように,主としてatomicbeam

modeが用いられている｡atomicbeammode型発生装置の基本構成は概略図3.1に示す｡こ

こで磁界はﾌﾟﾗｽﾞﾏの半径方向の拡散を減少させ,全体として密度を高くするために用いられ

ている｡この装置における主要部分は,電離用熱電極(HotPlate),ｱﾙｶﾘ金属溜(Oven),

集束管(Collimator)で構成される｡これらは実際の使用にあたり,寿命,安定度の点で重要で

あり細心の注意を払って設計,製作されなければならない｡

VACUUM

CHAMBER

TRAP

SOLENOIDCOIL

COOLING

PIPE

ALKALIMETAL

図3.1代表的なｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置の構成
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以下にこれらの重要な各部分について述べる｡

3｡3.1電離用熱電極

ﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生用,熱電極あるいは熱板はいわばこの種の装置の心臓部であり,装置全体の性

能はひとえにこの熱板の性能如何によると言っても過言ではない｡それだけに各種の困難な問

題点がある｡それらの問題点を列挙すると,i)熱板温度の時間的安定性.ii)寿命.iii)熱

板温度の均一さ.iv)絶縁材料の選択,V)取扱い,保守の容易さ,等となる｡すなわちこれ

らが熱板として要求される性能でもある｡

熱板は通常2000°K~2500°Kにまで加熱して使用されるが,このような高温に加熱する

にはいわゆる電子衝撃加熱法が用いられる｡すなわち熱板の後方に電子放出用の繊条(filame-

nt)を設け,このﾌｨﾗﾒﾝﾄと熱板の間に2000V~3000Vの加速電圧を加え,加速さ

れた電子を熱板に衝突させて加熱する方法である｡他にﾌｨﾗﾒﾝﾄの熱幅射による傍熱型加

熱,あるいは熱板を直接電流で加熱する直熱型等も考えられるが,現在ほとんどの装置におい

ては電子衝撃加熱を用いている｡この方法の特徴は,加熱効率がよいこと,温度の制御が比較

的容易なこと,直接加熱法のように大電流を必要とせず,定常磁界を乱すことがないこと,ﾌ

ｨﾗﾒﾝﾄの配置,形状等を適当に選ぶことが容易でこれにより熱板の温度分布の制御がある

程度可能であること,等があげられる｡一方,傍熱型と電子衝撃加熱型を併用したものも試作

されている7?すなわちﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生用の熱板の後方にもう一枚ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ板を置き,この板

を電子衝撃で加熱し,その熱輔射により電離用熱板を加熱する｡このような構成では,2枚の

ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ板はあまり厚いものを用いなくとも熱板の温度分布の均―性は大幅に向上する｡

したがって温度不均一を厳重に取除く必要のある場合には,このような構成にするのが有効で

ある｡

電子衝撃加熱法によりﾎｯﾄﾌﾟﾚｰﾄを構成するときに問題となるのは,高電圧を用いるた

め高温においても絶縁耐力が低下せず,また熱衝撃に強く機械的強度の大きい絶縁材料の選択

である｡このような要求を満す絶縁材料としては,純度の高いｱﾙﾐﾅ磁器,またはﾍﾞﾘﾘｱ

磁器がすぐれている｡参考の為に各種の磁器の代表的な特性を表3.5に示す?)ｱﾙﾐﾅ磁器,

ﾍﾞﾘﾘｱ磁器ともに安全使用温度は1600°Cと高い｡機械的強度はｱﾙﾐﾅが3300kg/を�

の折曲げ力に耐えるのに対し,ﾍﾞﾘﾘｱは2300kg/4･�とやや少ないが通常の用途には充分で

ある｡500°Cにおける体積固有抵抗はｱﾙﾐﾅよりﾍﾞﾘﾘｱの方が高い｡さらに特筆すべ

きは,ﾍﾞﾘﾘｱの熱伝導度が0.5ca&･cm/sec･�｡゜Cと非常に大きいことである｡この値はほぼ
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表3.5

材質 色

吸水率

呉

見掛

比重

安全使用

温度

゜C

硬度

(ﾓｰ

ｽ)

熱膨張係数

20°C~
800°C

(×10^6)

曲げ強さ

kg/�

熱伝導度

SeC･cm

絶縁耐力

kymm

体積固有抵抗

ぶ?cm

誘電率

(IM
Hz)

誘電体

損失角

(1°ぞ)

×10‾�･sec-゜C 20°C 500°C

ﾌｫﾙｽﾃﾗｲﾄ

(2MgO･Si03)
淡
黄
O~

0.02
2.8 1000 7.5 10~12 1500 0.008 10 >10" 1012 8.0 1~3

ｽﾃｱﾀｲﾄ

(MgO･Si02) 白 /ﾉ 2.7 800 7.5 8.5 1600 0.006 9 >1014 1011 6.3 6

ｼﾞﾙｺｯ
(Zr02･SiOa) 白 // 3.5 1200 8.0 4.7 1700 0.012 10 >1014 1010 7.8 11

ｱﾙﾐﾅ

(Ah03) 白
μ ‘

3.7 1600 9.0 7.8 3300 0.04 10 >1014 10" 6.0 9

ｺｰｼﾞﾗｲﾄ

(2MgO･2A12O3･

5SiO2)

灰
白
2~3 2.3 1100 7.5 2.5 900 0.003 7 >1014 106 5 15

ﾑﾗｲﾄ

(3A1203･2SiO3) 白
O~

0.02
2.5 1000 4.0 1200 0.005 10 >10“ 108 5.7 14

ﾏｸﾞﾈｼｱ
(MgO) 白

O~

0.02
3.4 1700 6 13 1000 0.10 10 >1014 1012 8 1

ﾏﾙﾁﾌｫｰﾑ

'ｶﾞﾗｽ 乳白
O~

0.02
2.15 450 100 7 >1014 108 4 □

ｽﾋﾟﾈﾙ

(MgO･A1203) 白 0.02 3.3 1300 8 8.5 1500 0.04 10 >1014 1011 8 1

ﾍﾞﾘﾘｱ
(BeO) 白

O~

0.02
2.9 1600 9 8.0 2300 0.5 10 >1014 1013 6 1



金属ｱﾙﾐﾆｳﾑに匹敵するものである｡したがって電気的には高絶縁を必要とし,一方熱の

逃げを十分よくする必要のある場合には,ﾍﾞﾘﾘｱ磁器が最も適している｡表3.5に記した数

値は代表的なもので,製造方法により磁器の性質が多少異る｡現在は用途にあわせて多種多様

な磁器が製造されている｡

以上のように高温の熱板に絶縁材料が直接接触することのないように注意すれば,通常はｱ

ﾙﾐﾅまたはﾍﾞﾘﾘｱ磁器を用いて充分である｡これらの磁器は電気的,機械的にすぐれた特

性を持つが,さらに耐腐蝕性,耐薬品性等がきわめて高く,経年変化も少く,耐久力に富むも

のである｡ただこれらの磁器は極めて硬く,機械的加工はほとんど不可能である｡加工がどう

しても必要な場合には絶縁材料として,窒化瑚素,BNを用いることが出来る｡BNはｱﾙﾐ

ﾅ磁器にくらべて機械的強度は弱いが,耐電圧,使用温度等はまさるともおとらない(約3300

°Cで昇華)｡また容易に旋盤加工ができる｡筆者らは入手の容易さの点でｱﾙﾐﾅ磁器を主と

して使用した｡電子放出用ﾌｨﾗﾒﾝﾄﾍの電流供給用導線,ﾌｨﾗﾒﾝﾄ支持等にはTa,

Mo等の高融点金属を用いることは言うまでもないが,注意ﾅﾍﾞきことは金属の脆性である｡

すなわちMoはTaにくらべて固く,かっもろく機械加工が困難であり,一方Taは展性に富

み,機械加工が容易で,点溶接も容易である｡しかしTaはMo,Wにくらべて電解研磨が困

難であり,比較的低温(約1500°C)で結晶化し機械的強度が大巾に低下ﾅる｡

熱電離電極の実際的構造の一例を図3.2に示す｡これは筆者が名古屋大学ﾌﾟﾗｽﾞﾏ研究所に

おけるｾｼｳﾑﾌﾟ'ﾗｽﾞﾏ発生装置TP-C1用に試作したものである?熱板は容器の中心軸に対

し45°傾いており,ｾｼｳﾑﾋﾞｰﾑは中心軸に直角にこの面にやはり45°の角度で照射される｡

熱板の高温部は楕円形をしており,中心軸の方向への投影は円形になるようになっている｡ﾌ

ｨﾗﾒﾝﾄは梯子状になっており,2枚のTa板で点溶接により支持されている｡ﾌｨﾗﾒｯ

ﾄ支持用のTa板は四本のMo棒によってｱﾙﾐﾅ磁器基板上に支持されている｡この熱板系

は構造が簡単であり,比較的長寿命かつ安定であったが,次のような欠点がある｡すなわち熱

板が傾いているため,ﾌｨﾗﾒﾝﾄの配置に制限があり,図3.2に示したような梯子状になら

ざるを得ない｡このため熱板とﾌｨﾗﾒﾝﾄ間の距離の設定が容易でなく,作り方によっては

熱板の温度むらが大きくなることがある｡実際Rynn等4,10)が試作した熱板は図3.2に示した

ものと同じく,熱板が磁界方向に対して45°傾いており,熱板の∂方向の温度むらは約150°K

とかなり大きいものであった｡しかし∂方向の温度むらがあまり問題とならないような実験に

対しては,この熱電極を用いても充分な結果が得られる｡

さらにｱﾙﾐﾅ磁器の基板で高圧の絶縁を行なっているが,｡基板面が平らであるため商温に
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･
･
1

LI11

0123cm

図3.2傾斜型熱電極系

①熱板(W),②ﾘﾐｯﾀ(Ta),③ﾌｨﾗﾒﾝﾄ(W),④熱板支持および

熱ｼｰﾙﾄﾞ画(Ta),⑥ｼｰﾙﾄﾞ画支持(SUS),⑥熱遮蔽板(Ta),
⑦組立基盤(ｱﾙﾐﾅ),⑧ﾌｨﾗﾒﾝﾄ支持棒(Mo),

⑨熱遮蔽板の支持棒(SUS)｡

より各種の金属が蒸着すると表面の抵抗が減少して沿面電導を起す場合がある｡これは遮蔽板

をおくことにより,いくぶん避けられるが,長時間使用すると問題になる｡

以上の問題点は,熱板を中心軸に直角に設置すること,およびﾌｨﾗﾒﾝﾄの支持方法を変

えることにより容易に解決できる｡

最も重要かつ困難な点は,熱板の温度分布を半径方向および方位角方向について,一様にす

両必要があることである｡温度むらを厳重に無くす必要があることは,Chenによって指摘

された｡熱電子放出は温度の指数函数として変化するので,わずかな熱板温度のむらがあって

もﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に大きな電位傾度を生じる｡この電界と静磁界による£×βﾄﾞﾘﾌﾄは実験結果

に大きな影響を与える｡特に危険なのはﾌﾟﾗｽﾞﾏ円柱の方位角方向の温度むらである｡この温

度むらは半径方向のﾌﾟﾗｽﾞﾏのﾄﾞﾘﾌﾄを生じさせ,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの損失を増大させることになる｡
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このようなExBﾄﾞﾘﾌﾄを押さえるためには, 1S以下の一様性が必要である｡今この点を

簡単に考察するlj熱板温度7で電子放出の仕事関数がφwであるとすると電子放出量は

Richardsonの式で与えられる｡

,/e=R(r)丿=A7'2exp(-φw/r)ﾀﾞ (3.2)

ここにAはﾘﾁｬｰﾄﾞｿﾝ定数,7=exp(-Iび＼/T)で£/はﾌﾟﾗｽﾞﾏの電位である｡δ

は次式で述べる｡又,電子はMexwell分布であるとしce(=2kTか7le)%を電子の熱速度

とする｡このとき熱電極と反対側にある終端板による損失以外の電子の損失はないものとする

とﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の電子の数が一定であるためには,すなわち供給と損失が等しくなるためには,

W
二 こに

R(7')ﾀﾞ=十ncgﾀﾞ

nは密度で∂およびrは

∂=1

δ=0

r=0

て'=1

で与えられる｡(3.3)式より

∂び

∂ー｢

∂び
ｰ
∂几

=Inn-

一

一

｢

-

が得られる｡

また半径方向の電位傾度は

∂び

ｰ
∂r

一

一

∂び

∂ー｢

3

-2

d｢

一
山･

丿(苓

(3.3)

但びく0

び>0

InT-51.6

十

1

-
7'

∂び

一如

訂
一
力･
+

心
一山･

1j几
一一
几d｢
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となり,したがって

∂び

∂ー｢

1
-
7'

j｢

一力

1
十一

几

血
-
dr

一

一
0 (3.8)

となれば半径方向の電界を消すことが出来る｡すなわち熱板の周辺を中心より少し高温にすれ

ば電界を打消すことができる｡

方位角方向の温度むらは,さらに制限が厳しい｡方位角方向(∂方向)の電界によるﾌﾟﾗｽﾞ

ﾏの損失を通常の拡散による損失より少くするためには,電界は

い牛く孚I･ｴ

でなければならない｡

様であるとすると

£∂

(3.9)

ここにD･は磁界を横切る拡散係数である｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ密度は∂方向に一

1dび1∂び

ｰ-------
rddr∂｢

訂'

-�

となる｡今D上として,例えばBohm拡散すると

すなわち

匹

召

∂び

∂ー｢

ld71

一一rde

C7
-
16β

1dTrd几∂び

了゛万<7゛F/16゛7‾

(3.10)

(3.11)

となる｡今△Tを熱板上の中心に対称に180°はなれた2点の温度差として,密度を1010Cm'3

7'=0.2evとすると

△T/T<π/16χ25(3.12)

となる｡すなわち∂方向の温度の一様性は1呉以下にしなければならない｡Ebによる拡散を

さらに少なくするためには,さらに△TZTを小さくする必要がある｡

以上に述べた点を考慮して改良された熱電極系の構造を図3.3に示す｡
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図3.3垂直型熱電極系

①熱板(W),②熱板支持ﾘﾝｸﾞ(Cu),③水冷ｼﾞｬｹｯﾄ(Cu),④水冷ﾊﾟｲﾌﾟ(Cu).
⑤締付けﾎﾞﾙﾄ(SUS),⑥銅ﾘﾝｸﾞ支持棒(SUS),⑦組立て基盤(SUS),⑧熱遮蔽(Ta),

⑨⑩⑩⑩ﾌｨﾗﾒﾝﾄ支持板(Ta).Rﾌｨﾗﾒﾝﾄ(W),&ﾌｨﾗﾒﾝﾄ支持板固定用ﾎﾞﾙﾄ(SUS),
⑩⑩絶縁碍子(ｱﾙﾐﾅ),@集束管,0熱板支持棒(W),⑩熱電子遮蔽板(Ta),
@固定用ﾋﾞｽ(sus).



図3.3に示した熱電極は図3.2と同じく名古屋大学ﾌﾟﾗｽﾞﾏ研究所のｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装

置TPC一皿用に試作したものである｡熱板の面が磁力線と直角に置かれているため,ﾌｨﾗ

ﾒﾝﾄは中心対称となるよう放射状に配置することができる｡このようにすれば∂方向の一様

性を格段に改善することが出来る｡またﾌｨﾗﾒﾝﾄがとびとびであることにより,ﾌｨﾗﾒ

ﾝﾄのない部分での熱板温度が低くなるのを避けるために,熱板の厚さを1cmと厚くした｡こ

れにより熱板表面での温度分布はさらになめらかなものとなる｡実際このHotplateでは∂方

向の温度むらは熱板温度が約2200°Kのとき約20°K以下であった｡またﾌｨﾗﾒﾝﾄの構造,

たとえばﾌｨﾗﾒﾝﾄ長さ等を変えることにより,半径方向の温度分布を変えることも出来る｡

この熱電極では,ﾌｨﾗﾒﾝﾄの支持物としてｱﾙﾐﾅ磁器の碍子⑩⑩を用いた｡この碍子に

は飛散金属の蒸着を防止し,沿面の距離を長くするため2本の溝が切ってある｡図3.3とよく

似た構造を持つ熱電極を本学においても試作したが,高い信頼性を示すことがわかった｡熱板

の寿命はほとんどﾌｨﾗﾒﾝﾄの寿命で決まる｡しかしﾌｨﾗﾒﾝﾄはまた作り直せば再び動

作させることが出来る｡ﾌｨﾗﾒﾝﾄは曲率を持たせて支持用のTa円板に溶接してある｡こ

れは加熱による膨張,収縮の際生ずる張力を逃がすためと,磁界とﾌｨﾗﾒﾝﾄを流れる電流

とにより生ずる力JX召により,ﾌｨﾗﾒﾝﾄと熱板との距離を均一に保つためである｡諸外

国におけるｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置の熱電極は,ほぼ同様の構成を持つものが多いが,構造

的には筆者らの開発したものが簡単である｡また筆者らの試作した熱電極では絶縁物の使用量

が非常に少ない,すなわち単純な形のｱﾙﾐﾅ碍子を8個使用しているのみである｡熱電極系

において発生する事故のほとんどが絶縁物に関連したものであることを考えるとこのように絶

縁物の使用量を減らすことにより,大巾に信頼性を向上させることができる｡

aa2集束管(CoUimator)および金属溜(Oven)

金属原子を集中的に熱板に照射するために粒子集束管(CoUimator)を用いる｡金属溜(Oven)

の容積には限度があり,その中に貯わえられている金属を有効に電離させるためには,集束度

のよい集束管を設計する必要がある｡ここでは集束管の設計法等を簡単に述べ,また通常集束

管と一体となって使用される金属溜についても簡単に述べる｡

ｱｯﾓﾆｱﾒｰｻﾞ等では強度に集束された粒子ﾋﾞｰﾑが必要であったため,強い粒子ﾋﾞｰﾑ

の形成法がこれまでに研究されぱ)それらの方法では細長い管の両端に圧力差をつけることに

より粒子ﾋﾞｰﾑを得ている｡この細長い管を一本あるいは多数並べることにより,粒子ﾋﾞｰﾑ

の太さ,強度分布等を変えられる｡今,文献12)にしたがって細管による粒子束を計算する｡
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今,管の半径がα,長さ£とし,管の内部において,管の長さにわたって平均した粒子の平

均自由行程を7,管の軸から角度∂の方向の粒子ﾋﾞｰﾑの強さを/(∂)(粒子数加c･steradian),

高圧端における粒子密度をa｡管を流れる粒子数yV,粒子の平均速度7,とする｡平均自由行

程iは

-
j 一

一 (3.13)

で与えられる｡さらに次のような仮定を置く｡i)低圧側における平均自由行程λは管半径u

よりも充分長く,また出口からの距離£o(≫α)までこの条件が成立つものとする｡ii)ｸﾇ

ｰｾﾝ流とした場合には,管中の粒子密度りま管の出口からの距離zに比例するものとする｡

すなわち

几-rz (3.14)

ここにrはN,c,a等できまる定数である｡さらに衝突時における,等価的な粒子の直径をo

とし次式で定義する｡

λ=1/(ヽ/Υπ(7‰)(3.15)

さらに

£'=
π %(7r%£
-

2J4
=(畿

£

-
λ

により£'を定義する｡ｸﾇｰｾﾝ流の場合には

yVJ巴
3

が成立ち,したがって

を得る｡

r-
-
£

rto7α3

-

一

一

3N
-
2π7α3

%
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2%7%α%

(yV)% (3.16)

(3.17)

(3.18･)



次に7(0)./(∂)等を求める｡今£'≪1とすると,この場合には粒子の壁との衝突はほとん

ど無視できる｡したがって最大の強度/(O)は

j(O)=
α2no7
-
4

(3.19)

で与えられる｡£'は等価的にある圧力における管の長さを表わすが,この値が小さいことは,

管の長さがほとんど効果がないことを意味する｡すなわち薄い平板にあけられた半径aの小?L

から粒子が吹き出す場合と同じ状態であることを表わす｡

次に£'≫1の場合を考える｡このとき管内の密度は充分大きく,ほとんどすべての粒子は壁

と衝突すると考えられる｡このときﾋﾞｰﾑ強度は

j(O)=
√L/7√『

8･2%√F(7

(yv)% (3.20)

で与えられる｡管の形状が完全な円形でない場合には等価的な半径としてaeff=j7/2πを用

いる｡ここに?は管の周長である｡(3.18)式はほとんどあらゆる粒子ﾋﾞｰﾑ発生装置につ

いて適用できるものと思われる｡また管中においてλ>αであるときには(3.18)式は

/(O)
一

一

2%

-

｡Q｡芦

(7£%

(3.21)

となる｡

次にある角度∂方向のﾋﾞｰﾑの強さ,あるいはﾋﾞｰﾑの広がり角度を与える式を示す｡壁と

の衝突が無視できる場合には,(但π/2>∂≧tan'(2a/L)のとき)

He)dω=
2o'cr
-
3π

となり,ぽ1(2a/L)>∂≧Oのときは

7-

二 こにy=£＼mOIla

COS2∂
-
Sm∂

dω

{cos'j-j(l-が声くFy[1-(1-y2)勺}
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となる,(3.22)式および(3.23)式よりﾉ(∂%)゜/(0)/2となる角度は

ey=1.68a/L

となり･∂%は管の大きさだけできまる.

一方衝突が多い場合には,

%

l{d)dω=Σこ

W

二

y°

心
にん

多づﾝ(N)14d°-/<､(1-･')々‰p(ﾘ')dydz

2απ(72r

ﾆ盲‾げ万石

%

で与えられる｡さらに∂が小さいときは,この式より近似的に

∂% 応
2%
-

1.78O

3
%

%

(y

7%

(yV)
%

(3.24)

(3.25)

(3.26)

を得る｡

(3.24)に示すように衝突が希な場合は,粒子の集束度は背圧によらず,管の大きさのみ

によって決まる｡実際の装置においては(3.24)式で表わされる場合は少なく,特にある程

度以上の粒子束強度が必要な場合は,ほとんど(3.25)および(3.26)式で表わされると

考えられる｡

以上の式を用いて,ｶﾘｳﾑﾌﾟﾗｽﾞﾏ用の集束器としての必要な大きさ,粒子ﾋﾞｰﾑのひろ

がり等を概算する｡今ﾌﾟﾗｽﾞﾏ密度を1O"cm‘3とし,簡単のために,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの損失を再結

合のみによるものとする｡すなわちﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の半径は全体として大きいものとし,そのうち

断面積1�のﾌﾟﾗｽﾞﾏ円柱について考えるものとする｡再結合係数を(Zとすると,毎秒1cm'

当りのﾌﾟﾗｽﾞ7の損失はan^であるから,長さLp,面積1�のﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱において消滅する

ｲｵﾝの数は,毎秒(Zが･£｡である｡したがって定常状態を考えると,熱板において毎秒作り

出さなければならないｲｵﾝ数μiは1�につき,μ■.=aがLpであたえられる｡したがって

電離度βとしたときに熱板の面積1�につき毎秒入射すべき中性粒子の数μnは,μn=

(zがLμβとなる｡今Lp=100cm,(z竺3×10‾1°cm'/sec,β=0.6とすると,μn~5×

1014molecules/�･secとなる｡また集束管の先端と熱板との距離を約2cmとすると必要な

ﾋﾞｰﾑの強さは,/(0)=2×101smolecule/steradian･sec,となる｡さらに終端におけるﾌﾟ
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ﾗｽﾞﾏの損失,拡散による損失等を考えてj(o)ま10“ととる｡その他の金属溜のﾊﾟﾗﾒｰﾀ

として次に示す値を用いる｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏｲｵﾝはｶﾘｳﾑｲｵﾝとする｡

ｱﾙｶﾘ金属溜温度ro=500°K→p=2.5×10‾2mmHg,

このときno≪5×1014cm'3,

ffss5χ10‘8cm,゜

λ≫0.17cm,

■c=4.6×104an/sec,

α=0.05cm●

これらの値と(3.21)式より

となり,

7(0)≪ =1 016
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8×しC

√F

を得る｡したがって£≪0.64cmとなる｡また,流量yVは(3.17)式より

yV=9×1015molecules/sec

この値を用いて(3.26)式より

∂%三0.16三9°

が得られる｡

以上の結果より長さ約0.6cm.内径1皿の細いﾊﾟｲﾌﾟを用いればよいが,このままでは粒子

ﾋﾞｰﾑの太さが不足であるため素管を何本かを束ねる必要がある｡素管を何本か束ねた場合に

は,全体としての粒子束の強度分布は各素管の分布を加え合わせたものとなる｡この場合には

厳密に全体の分布の型を求めるには,数値計算によらなければならない｡さらに全体の分布の

最大強度は各素管のそれのおよそ数倍となる｡また集束管全体の直径を1cmとした場合にｸﾞﾗ

ﾌ的に全体の分布の型の概略を求めて見ると上に用いた条件においては,熱板の所で全体の粒

子束の半値幅は約3Cmとなることがわかった｡すなわち直径3Cmの熱板には,直径1Cmに束ね

た集束管を用いればよいことになる｡この結果によって筆者の試作した集束管および金属溜全

体を図3.4に示す｡ここでは直径1emのｽﾃﾝﾚｽのﾊﾟｲﾌﾟの内側に厚さ約0.05nunのﾀﾝﾀ

ﾉﾚ箔を波型に成形したものと,平面のものとを交互に積みかさねている｡また素管としての計

算例に一致するように,ﾀﾝﾀﾙ箔の幅を約0.8cm.折り曲げたときに形成される三角形の一



辺の長さは約1mmとした｡

図3.4集束管およびｱﾙｶﾘ金属溜

①集束管,②気密接続用ﾌﾚｱﾅｯﾄ(BS),③絶縁碍管付ﾋｰﾀｰ線
(ﾆｸﾛﾑ),④ｱﾙｶﾘ金属溜(BS),⑥ｴｯｼﾞ封じ(SUS).

⑥蓋(BS),⑦熱電対ﾎﾟｰﾄ,⑧蒸気導管(Cu),⑨導管(SUS),
⑩熱遮蔽(SUS).

上述の例において,必要とされる中性粒子束の値を求めるのに,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の荷電粒子の再

結合のみを考えて概算した｡一方熱電離ﾌﾟﾗｽﾞﾏにおける平衡状態については従来多くの研究

がなされているとlo'13'16)Rynn等4)･DAngelo等13)はﾌﾟﾗｽﾞﾏの生成および損失を考慮して

ﾌﾟﾗｽﾞﾏの半径方向の密度分布の型を求めた｡また磁界を横切る拡散等についても研究した｡

Goelerはｾｼｳﾑﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の端における粒子の再結合損失等をも考慮して平衡解を求め,

さらにまた密度aのﾌﾟﾗｽﾞﾏを生成するのに必要な中性粒子束密度を与えた｡その結果は,

ﾉo=

‾(子“げ£･“‘゛-A'α氏“3゛睡α1£J?･十八7,i｡)･l'

RiL^--かぼ1£ar12

(3.27)

ここに瓦=ﾉIT2exp(-φw/T),L≪=((り/O)｡)exp[e(φw-φi)/kr]で(Zはﾌﾟﾗ

ｽﾞﾏ内における再結合係数.Cj.Cgはそれぞれｲｵﾝ,電子の平均熱速度,1はﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の

長さである｡(3.27)式を求める際にはﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の端における損失は含まれていない｡ま

た熱板の電位はﾌﾟﾗｽﾞﾏの電位より高いものとし,zlあるいはﾉ,が大きいと仮定している｡
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式(3.27)より1=70cm,α=3×10"",r=2300°KとしW板によりCsを電離する

としてyl°1011dnの密度を与えるためには,ﾉo=3×1014Cm‾2･sec"の中性粒子束が必要

となる｡この値はｶﾘｳﾑの場合にすでに概算したμnの値(=5×1014cm･sec')と比較

して順当なものである｡実際にはすでに述べたように端の部分における再結合によるﾌﾟﾗｽﾞﾏ

損失は上述の体積再結合と同程度以上に大きいと考えられる｡式(3.27)を実験的に確かめ

ようとするこころみもなされた?'15'17)密度ylが小さいときは式(3.27)より/oa=がとなる

が多くの観測ではyo(x:aとなっている7)このことは低密度領域においては,理論的に予測さ

れる値よりも実際には低い密度しか得られないことになる｡これらの問題に関しては未だ不明

な点が多くここではこれ以上立ち入らない｡結局,集束管を設計する場合には以上の点を考慮

して,概算により求めた粒子束密度り約10倍の強さを出し得ることを目安にすればよい｡粒

子束密度はｱﾙｶﾘ金属溜の温度により調節すればよい｡すなわち損失に関する厳密な機構を

問題にする必要がない場合にはこのような概略値を用いて十分である｡実際筆者は上述の集束

管を用いて所期のﾌﾟﾗｽﾞﾏ密度が得られることを確かめた(得られたﾌﾟﾗｽﾞﾏについては3.5

参照のこと)｡またこの集束管から流出する金属蒸気量から計算すると,1yのｶﾘｳﾑで連

続20~30時間運転できることになる｡

ｱﾙｶﾘ･金属溜からの金属蒸気を集束管に導くための導管(図3.4において品番⑧で示す)

および集束管①はともに金属溜④よりやや高い温度に加熱されていなければならない｡図3.4

において集束管①,導管⑨,接続部②は熱板よりの熱幅射で充分加熱されている｡導管⑧は均

-に加熱するために熱伝導のよい銅を用い,周囲にﾋﾟｰｸ一線を巻いている｡これらの導管お

よび集束器を金属溜より高い温度とするのは,集束器より吹き出す金属蒸気の量を金属溜の温

度で制御するためである｡

金属溜④には導管⑧とは独立なﾋﾟｰｸ一線を巻き,これにより独立に温度制御を行なう｡金

属溜の温度は3mmφのﾒｸﾗﾈｼﾞ穴⑦にｸﾛﾒﾙｰｱﾙﾒﾙ線を締めつけて測定した｡

さらに注意すべきことは各接続部において気密を充分に保つことである｡気密が悪いと蒸気

が逃げ,利用率が悪くなる｡筆者らはﾌﾚｱﾅｯﾄ②およびｴｯｼﾞ封じ⑤を使用して気密をよ

くした｡このﾋﾞｰﾑ発生器は全体が熱電極支持板に装着され真空容器の中に入った状態で使用

するように作られている｡したがってｶﾘｳﾑを補給する場合には真空をやぶらなければなら

ない｡この点は不便であるが構造が極めて簡単であり/熱容量が小さいため運転が容易で信頼

性も高い｡この粒子ﾋﾞｰﾑ発生器は単にｰつの例にすぎず,他の変形は種々考えられる｡中性

粒子ﾋﾞｰﾑの分布を平坦にし,金属蒸気の利用率をさらに高めるには集束管の面積を熱板と同
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じ程度にしてﾋﾞｰﾑの集束角度を小さくすればよいが,集束管を太くすると導管も太くしなけ

ればならず構造的に不利である｡この点を解決するのに,熱板の前面に集束管のかわりにﾄﾞｰ

ﾅﾂ状のﾊﾟｲﾌﾟを取付け,ちょうど熱板に向うような細孔をならべてあけて集束管として用い

る方法もある｡この方法は比較的平坦な粒子束分布が得られるものと考えられる｡現在,この

方式を採用している装置が多い｡

3｡3.3製作および組立ての際の問題

以上で熱板,集束管,ｱﾙｶﾘ金属溜等の設計に関する一般的な事項について説明して来た｡

ここでは実際の製作,あるいは組立ての際注意すべき点を簡単に述べる｡

i)電解研磨

ﾎｯﾄﾌﾟﾚｰﾄを構成する材料が酸化していると高温になったとき,それらの酸化物が分解,

飛散して絶縁物等に付着して表面抵抗を減ずるおそれがある｡また有機物等が付着していても

同様な現象が起る｡したがって構成材料は組立て前にあらかじめ充分清浄にしておかなければ

ならない｡このためには金属材料については電解研磨を行なう必要がある｡電解研磨の詳細に

ついてはここでは省略する｡

一方金属の溶接には銅電極ｺﾝﾃﾞﾝｻ放電式溶接器を用いる(ｺﾝﾃﾞﾝｻ放電式以外の連続

通電式の溶接器は金属の酸化が著るしいため使用すべきでない)｡このとき,銅電極のJ部が

被溶接金属に付着することがある｡ﾌｨﾗﾒﾝﾄ線をTa支持板に溶接するときには特に付着

しやすい｡こうして付着した銅は高温になると飛散して,やはり絶縁物の絶縁抵抗を低下させ

る｡したがって溶接が終了したものは,銅に対する電解研磨液により電解研磨をする必要があ

る｡また電解研磨･水洗･乾燥がすんだものに対して直接手指等で扱うのを極力避けるべきで

あることはいうまでもない｡以上の事項はﾌｨﾗﾒﾝﾄ線張換え時にも適用する必要がある｡

ii)ﾌｨﾗﾒﾝﾄ線の溶接

ﾌｨﾗﾒﾝﾄ線は0.3ﾛφのﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ線を酸素ｶﾞｽﾊﾞｰﾅｰで焼きなました後に使用す

る｡線の太さは焼きなましの際にあまり長時間加熱すると酸化により細くなるため注意しなけ

ればならない｡I電源の容量がゆるせば0.5mmφ以上の線を用いた方が長寿命となる｡

ﾌｨﾗﾒﾝﾄ線は直線のままでなく,愕曲させた状態でﾀﾝﾀﾙ支持板に取り付ける｡曲線

の型は懸垂線がもっともよいが,厳密には困難であるので円弧として用いる｡円弧の直径は2

~3cmであるのがよい｡またﾀﾝﾀﾙ支持板上に点溶接する時,ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ線の通電部分の

長さがかなりの精度で等しくなるように注意すべきである｡通電部分の長さが異ると短いもの
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に多くの電流が流れ,温度むらができやすくなると同時にその線が早く細くなって全体として

の寿命が短くなる｡

a4電源装置および制御装置

ここでは電子衝撃加熱用の高圧電源,およびﾌｨﾗﾒﾝﾄ加熱用電源に対する必要事項を簡

単に述べる｡また集束管,ｱﾙｶﾘ金属溜の温度制御についても簡単に述べる｡

熱板の温度を時間的に一定に保つためには熱板に対する入力電力を一定に保てばよい｡高温

においては熱板からの損失はほとんど熱幅射によって定まり,熱伝導による損失は無視できる｡

したがって表面積Sc�でrKの物体からの損失r,はよく知られたｽﾃﾌｧﾝﾎﾞﾙﾂﾏﾝ則に

より

y°
二 こに

ro=S°s7'4(watt)

(7s=5.8×10‾12r/�deg*

(3.28)

となる｡熱板の直径3cm,厚さ0.5cm,r=2000°Kとすれば,S~l8�となり(Fo=1.7

kWとなる｡したがって電源の出力としては,このような大きさの熱板に対しては約2kWあ

ればよい｡熱板およびﾌｨﾗﾒﾝﾄは,ちょうど2極真空管と同じ動作をするわけであるが,

この陽極損失に相当する電力を一定に保つには,電圧および電流を同時に一定に保つよう制御

しなければならない｡電圧を一定となるように制御すると熱暴走が起る｡ﾌｨﾗﾒﾝﾄは通常

温度制限電流領域で用いられるため何かの原因でﾌｨﾗﾒﾝﾄの温度が上昇すると熱電子流が

増し,熱板の温度を高める｡熱板の温度が高くなると熱板からの熱幅射が増し,これによりﾌ

ｨﾗﾒﾝﾄの温度がさらに上昇する｡これらの過程の結果,ついにはﾌｨﾗﾒﾝﾄあるいは熱

板を溶解させるに至る｡定電流回路を用いればこのような暴走を防ぐことができるが,温度制

限領域を用いる限りは上述と逆の過程となり,安定な動作を期待できない｡ただし高ｲﾝﾋﾟｰ

ﾀﾞﾝｽの特性のよい定電流回路を用いて,ﾌｨﾗﾒﾝﾄを空間電荷制限領域で動作させればほ

ぼ一定入力とすることができるが,この場合は熱板とﾌｨﾗﾒﾝﾄとの距離をきわめ七正確に

定めなければならない｡空間電荷制限領域における電子電流は,ﾁｬｲﾙﾄﾞｰﾗﾝｸﾞﾐｭｱｰ

の式により

j=(音戸ヰ(3.29)
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となる｡ここにdは陽極一陰極間の距離である｡熱板への入力j)が(3.28)式のｽﾃﾌｧﾝ

ｰﾎﾞﾙｯﾏﾝ則によって失われるとすると

j)(tF%d゛2cxごOT｀(3.30)

となり,結局

△｢ 1△j

(3.31)

を得る｡したがって△T/Tく0.2%とし,陽極一陰極間の距離d=1cmとすると,△dく

0.04mmとなる｡Iこの値はﾌｨﾗﾒﾝﾄの支持物の構造,機械的加工の精度等を適当に選らぷ

ことにより実現可能ではあるが,ﾌｨﾗﾒﾝﾄの支持金属等が熱により変形するため長時間に

わたって精度を維持するのはかなり困難である｡

以上のように高圧電源部のみを制御して温度を一定に保つのは困難な問題があるので,通常

はﾌｨﾗﾒﾝﾄの電流制御を併用する｡すなわちﾌｨﾗﾒﾝﾄから熱板に流れる電子電流を検

出して,それによりﾌｨﾗﾒﾝﾄの加熱電流を制御する方法を用いる｡この場合,高電圧電源

は定電圧制御とするため,電力としては一定とﾅることができる｡この場合はﾌｨﾗﾒﾝﾄの

加熱電流が均一になるように注意しなければならない｡しかし,ある程度の電流むらは熱板の

厚さを増ﾅことにより吸収できる｡筆者は高圧電源として最大3kV1Aの定電圧装置を試作

した｡定電圧制御にするために直列制御管4T17を並列にして用いた｡回路方式は通常のも

ので,ここでは省略する｡直列真空管を用いる以外にｻｲﾘｽﾀ(SCR)を用いる場合もあ

るが,SCRは衝撃電圧等過渡現象に弱く故障を起こしやすい｡真空管はこのような異常電圧

･電流等には耐久性があるが,陽極損失が大きく効率はあまりよくない｡一方ﾌｨﾗﾒﾝﾄ加

熱電源としては低電圧大電流を必要とし,これの制御にはSCRが最も適している｡筆者が試

作したﾎｯﾄﾌﾟﾚｰﾄ用のﾌｨﾗﾒﾝﾄには約5V,60Aの電流が必要であるが,これの制

御はSCRを使えば容易である｡SCRを使って試作したﾌｨﾗﾒﾝﾄ･加熱用電源回路を図

3.5に示す｡電子衝撃電流を検出抵抗Rにより電圧として取り出し標準電圧と比較し,その差

を増幅する｡増幅した電圧をﾕﾆｼﾞｬﾝｸｼｮﾝﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ(UJT)によるﾉﾘﾚｽ発生回

路に導き,ﾉﾘﾚｽの位相を変化させる｡このﾊﾟﾙｽをSCRのｹﾞｰﾄに加え.SCRの導通角

を変えてﾌｨﾗﾒﾝﾄ加熱電流を制御し電子衝撃電流が一定となるようにしている｡増幅回路

の増幅率は必要とする安定度で決まるが,ﾎｯﾄﾌﾟﾚｰﾄ,ﾌｨﾗﾒﾝﾄ等の熱容量とも関連
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するため適当な値を選らぶ必要がある｡あまり増幅度を上げるとﾉヽﾝﾁﾝｸﾞをおこすおそれが

ある｡筆者は図3.5の可変抵抗VR,を,ﾌｨﾗﾒﾝﾄ電流計を観測しながら動かし,ﾉヽﾝﾁﾝ

ｸﾞの起る直前の所で止めて使用した｡熱板温度の安定性は1呉/日程度以下であった｡また熱

板の電力制御のための負帰還回路の設計については文献19)に詳しく述べられているので参照

されたい｡

次にｱﾙｶﾘ金属溜,蒸気の導管等についての温度制御について簡単に述べる｡

集束管は金属溜にくらべてやや高い温度に保てばよく,温度の時間的変動はあまり問題にな

らない｡すなわち金属溜の温度を7'o,集束管および導管の温度をrcとすれば,rc~To+

50°K±20°K程度･であれば充分である｡このような温度制御はON-OFF制御で行ない

得る｡

一方ｱﾙｶﾘ金属溜の温度は熱板へ照射する粒子束密度を決めるものであるから,時間的変

動をかなり厳密におさえる必要がある｡実際400°K前後の温度において10°Kの温度上昇に

より金属蒸気圧は約2倍に上昇するで)(3.21)式よりれO)は密度rloの平方根に比例する

ため,/(O)の変動は50S程度になる｡今400°K近傍のｶﾘｳﾑの蒸気圧を文献20)の資

料により｡

p=CT,s(s~32)(3.32)

で近似する｡

このとき･

となり,したがって

△P｡｡

一一 -μ

△/(O)
-
/(O)

32･

一

一

△7'o
-
7'o

j一全£t16

2?

△ro≦2.5°K

(3.33)

(3.34)
△T,
-
7'o

となる｡△/(0)//(0)を0.1(10%)以下にするためには｡7',ざ400°Kのときは

の変動にしなければならない｡このような温度制御には比例式連続制御温度調節が適している

筆者らはON-OFF式制御を用いたため約5°Kの変動を生じた｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ密度の変動にあま
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り左右されない実験目的には実用上さしつかえないが，将来は温度調節装置として上記のよう

な精度のものを採用する必要がある。

3｡5　試作した熱電極とその特性

　本学において試作し現用中の熱電極の特性につｌヽて簡単に述べる。基本的な構成は図3.3と

同じものであるが，タングステン板は厚さ0.５ cm, 直径3.5 cmのものを使用した。集束管およ

びアルカリ金属溜は図3.4に示したものを用いた。全体の構造を写真3.1に示す。また熱板支

持筒（0.３ｍｍ厚さのタンタ

ル板）をとりのぞいて，フ

ィラメント部が見られるよ

引こした場合を写真3.2に

示す。各々の写真の上方に

見えるのが集束管である。

熱板およびフィラメントは

ステンレス製の円盤により　Ｘ

支持され，全体は同じくス

テンレス棒によって真空容

器のフランジに装着されて

いる。実際の運転時には，

この電極系全体に水冷用の

銅のジャケットをかぶせる。

　この熱電極系により得ら

れたプラズマの半径方向分

布の一例を図3.6に示す。

これは半径方向に可動なプ

ローブを用いて，プローブ

の電子，あるいはイオン電

流の分布を記録したもので

ある。上方が電子電流分布
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で下方がｲｵﾝ電流の分布である｡この図からあきら

かなように,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの半径はほぼ2.7cmで中央部の

一様性は極めてよいことがわかる｡ここでｲｵﾝ電流

は密度に比例している｡

ﾌﾟﾗｽﾞﾏの中央部における密度と熱電極への電気入

力との関係の一例を図3.7に示す｡ほぼ0.9kW以上

で密度の飽和が見られる｡この図ではｱﾙｶﾘ金属溜

温度7',=460°Kであるが,T,を変えるとこの飽和

密度が変わる｡P=1.2kWでほぼ2.5×1010cm'3の

密度のﾌﾟﾗｽﾞﾏが得られる｡さらに高密度にするには

7'oを高くすればよい｡

ﾌﾟﾗｽﾞﾏの密度,電子温度,空間電位等の半径方向

分布の一例は第四章図4.5に示されている｡図4.5に

おいてはro=450°K,P=0.8kWである｡このとき

ら1

U
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図3.7熱板電力とﾌﾟﾗｽﾞﾏ密度
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電子温度は中央部においてほぽ0.35eV,密度は4×10'cm-',空間電位は-1.7V程度であ

ることがわかる｡



また熱電極系の安定度はきわめてよく,長時間の連続運転を行なっても何ら異常は見られな

かった｡ﾌｨﾗﾒﾝﾄ線は0.3mmφのﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ線を使用したが,約80時間程度の寿命を

持つ｡ﾌｨﾗﾒﾝﾄ電源の容量が許せばもっと太い線を用いればさらに長寿命となる｡現在ﾌ

ｨﾗﾒﾝﾄはおよそ2600°Kで使用しているが,線を太くして電子放出面積を増大ずれば,

ﾌｨﾗﾒﾝﾄの温度はこれより低くてよく,2400°Kで使用すれば使用可能時間は約10倍

以上となる｡

熱電極の他の部分はさらに寿命が長く,一日平均4時間使用するとして,1年間以上は補修

する必要がない｡ﾌｨﾗﾒﾝﾄ支持のﾀﾝﾀﾙ板および熱板支持のﾀﾝﾀﾙ板はこの程度の期

間を経過すると結晶化が進み機械的強度が低下するため補修を必要とする｡

熱板の温度むらは∂方向において約20°K以下であり,中央部と周辺部の温度差は約130

°Kであった｡ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ板としてそれほど厚いものを使用しなかったにもかかわらず,この

ように比較的均一な∂方向分布が得られたのは,ﾌｨﾗﾒﾝﾄ線の配置によるものと考えられ

る｡

以上のように試作した熱電極系および集束管系はすべて所期の目標を満足し充分な性能を有

するものと結論できる｡

3｡6結論

本章ではｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置の主要部である熱電極系の設計ならびに製作上の問題点

について述べた｡また実際に熱電極系を試作しその性能を検討した｡これらの装置は現在,名

古屋大学ﾌﾟﾗｽﾞﾏ研究所ならびに本学において安定に動作している｡本章の研究によって得ら

れた成果は次の通りである｡

i)熱板に使用する金属とﾌﾟﾗｽﾞﾏとなるｱﾙｶﾘ金属の組合わせを検討し,従来用いられて

いないが仕事函数の高いTa-Ru合金が使用できる可能性があることを示唆した｡

ii)熱板の温度むらがﾌﾟﾗｽﾞﾏにどのような影響を与えるかを考察し,温度むらの許容限界を

与えた｡温度むらを許容限界以下となし得るようなﾌｨﾗﾒﾝﾄ配置を提案し,実際に試作し

た結果,熱板の方位角方向の温度むらが2o°K以下に容易に押えられることを確かめた｡

Iij)粒子ﾋﾞｰﾑ発生用の集束管の設計方針を述べ,実際に試作することにより所要の粒子ﾋﾞｰ

ﾑが発生できることを確かめた｡

iv)熱電極用の電源装置あるいは制御装置の試作を行ない,所期の動作を行なうことを確かめ
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た｡

V)試作した熱電極系全体を動作させ実際にﾌﾟﾗｽﾞﾏを発生させ,出来たﾌﾟﾗｽﾞﾏを測定した｡

得られたﾌﾟﾗｽﾞﾏの半径方向の分布等は極めて一様なものであることを確かめた｡

また試作した熱電極系の特徴としては以上に述べた点以外に次の様なことがあげられる｡･

G構成が簡単であり,1つのﾕﾆｯﾄとしてまとまっているため取扱い,運転が極めて容易で

ある｡すなわち集束管,金属溜,熱電極等がすべて一体となり,その周囲を水冷用銅ｼﾞｬｹｯ

ﾄでおおっていて全体が1枚のﾌﾗﾝｼﾞに固定されているため,規格の一致するﾌﾗﾝｼﾞであ

ればただちにいかなる容器でも装着できる｡容器の方に集束管のための枝管等を必要としない｡

したがってﾌﾟﾗｽﾞﾏ容器そのものも簡単となり自由度が大きく各種の実験目的に応じて改造が

容易である｡oﾌｨﾗﾒﾝﾄ線の修理等が容易に行なえる｡

以上,要するに我国におけるｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置は本研究によってはじめて実用的な

ものとなり得たと言えよう｡これらの装置を用いて重要な研究が数多く行なわれたことは言う

までもない｡

今後の問題点としては,熱板金属として,より仕事函数の高いものの開発,熱板温度の均一

性の向上,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ半径のさらに大きいものを得るために熱板直径を大きくした熱電極の開発

等があげられる｡直径の大きな熱板を均一に加熱することはかなり困難であるが,直径の大き

なﾌﾟﾗｽﾞﾏを得ることができれば研究ﾃｰ｡ﾏの領域はさらに拡大するため,今後研究する必要

がある｡以上は技術的な問題であるが,ｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置においては,本章aa2で

述べたごとくﾌﾟﾗｽﾞﾏの損失過程は未だ明確にはなっていない｡このような物理的な問題点も

将来研究される必要があると考える｡

ｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏは今後とも基礎的な研究に使用されるものと思われるが,装置の建設等に

際し本章がわずかでも参考になれば幸いである｡
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第4章磁界中ﾌﾟﾗｽﾞﾏにおけるﾄﾞﾘﾌﾄ波の励起1)

4｡1序

磁界中ﾌﾟﾗｽﾞﾏにおいては,第2章で述べたような磁界のないﾌﾟﾗｽﾞﾏにくらべてさらに多

数の波勁が存在し得る｡また一様かつ均一なﾌﾟﾗｽﾞﾏでの波動以外に,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ諸量の不均一

により生ずる波動も存在する｡ここではそのような不均一ﾌﾟﾗｽﾞﾏにおける波動で,ﾄﾞﾘﾌﾄ

波と呼ばれるものについて考察する｡

ﾌﾟﾗｽﾞﾏの不均一により生ずる不安定性は,最初ｿ連のTserkovnikoμこよって理論的に研

究された｡すなわち温度が磁界の方向と直角の方向において不均一であるﾌﾟﾗｽﾞﾏ中では,磁

界と直角方向に伝播する波動は不安定であることが示された｡一般に実験室内で作られるﾌﾟﾗ

ｽﾞﾏはすべて境界を有し,ﾌﾟﾗｽﾞﾏに関する諸量,すなわち温度,密度,磁界強度,不純物濃

度等に不均一があるのはさけがたい｡したがって単にこのような不均一さだけで生ずる不安定

性は,もしこれにより粒子損失が増えるのであれば,核融合に必要な高温ﾌﾟﾗｽﾞﾏの閉じ込め

等に際して重大な問題となる｡あらゆる実験室内ﾌﾟﾗｽﾞﾏ(但し磁界のある)に避けがたい不

安定性であるとして｢Universal不安定性｣とも呼ばれ,以後多くの理論的研究がなされ辺゛?こ

れらの研究は主としてﾌﾟﾗｽﾞﾏ諸量が不安定性にどのように寄与するかをしらべた｡一方実験

的にもﾄﾞﾘﾌﾄ波の研究が行なわれた｡前章で述べたｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置｢Q-machine｣

中に自然発生するﾄﾞﾘﾌﾄ波的な振動について研究された9)~12)しかしこれらの振動はﾌﾟﾗｽﾞﾏ

●柱の境界に存在し,磁界と直角方向である電界により励起された振動とまぎらわしいという疑

いが生じた?)この振動はedgeosculationと呼ばれその性質はﾄﾞﾘﾌﾄ波に非常によく似

ている｡純粋に密度勾配により励起されたと考えられるﾄﾞﾘﾌﾄ波についての研究はHendel

等13)によってなされた｡一方,ﾄﾞﾘﾌﾄ波と粒子損失の関連等も研究された16,17)が,実際に粒

子損失と関連があるかどうかは未だ明確ではない｡

自然に励起するﾄﾞﾘﾌﾄ波は再現性が悪く,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ諸量との関連をしらべるのが困難であ

るので,外部信号によってﾄﾞﾘﾌﾄ波を励起する試みもなされた?)゛22)

.Nishida の放電ﾌﾟﾗｽﾞﾏにおける実験結果は理論的な結犀7)

Keen および

と一致することが見出されたが,

筆者等?2)のｾｼｳﾑﾌﾟﾗｽﾞﾏにおける実験では理論結果7)とかなり違っていることが見出さ･れ

た｡すなわちﾄﾞﾘﾌﾄ波の分散式がかなり理論的な結果と異っていることがｾｼｳﾑﾌﾟﾗｽﾞﾏ
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で見出された｡

本章においては,このような相違の由来する物理的な機構を考察することを目的とする｡す

なわち分散式はﾌﾟﾗｽﾞﾏ中での活動のふるまいを理解する上で最も基本的であり,すべての研

究の出発点でもあるため,いかなる条件のもとにおいても充分詳細に解明されている必要があ

る｡

ここでは以上の目的のもとに,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の外部励起に関する理論的ならびに実験的に行っ

た研究の結果について述べる｡またﾄﾞﾘﾌﾄ波に対ﾅる粒子間衝突の効果,および上に述べた

edgeoscillationとの分離などの点に関する研究結果をも述べる｡具体的にはﾄﾞﾘﾌﾄ波を人

工的に励起して,その分散式をしらべ理論的な結果と比較する｡このように外部信号によりﾄﾞ

ﾘﾌﾄ波が励起できるならば,ﾄﾞﾘﾌﾄ波とﾌﾟﾗｽﾞﾏ諸量との関連がより容易に研究できるも

のと思われる｡

4｡2ﾄﾞﾘﾌﾄ波の線型理論7)

ここではこれまでに研究されたﾄﾞﾘﾌﾄ波の線形理論を簡単に述べる｡また以下では,すべ

て静電近似£=-▽φがなりたつような低圧ﾌﾟﾗｽﾞﾏでの縦波としての取扱いを行なう｡また

波の周波数ωはｲｵﾝｻｲｸﾛﾄﾛﾝ角周波数亀よりも充分小さいものとする｡さらにﾌﾟﾗ

ｽﾞﾏの温度は均一で一定であるとする｡磁界の方向はz軸方向とし,密度の勾配はx軸方向に

あるものとする｡

4.Z1流体近似7)

ｲｵﾝの温度はOと考えると定常状態ではｲｵﾝは静止し,電子は

のﾄﾞﾘﾌﾄ速度で磁界と密度勾配に対して直角に流れている｡ここに,geは電子ｻｲｸﾛﾄﾛ

ﾝ角周波数である｡さらに波の位相速度が電子の熱運動速度より充分遅いと仮定すると,電子

はﾎﾞﾙﾂﾏﾝ分布に従うとすることができる｡すなわち電子の密度変動を篤,電位変動をy

とすると,

""e

-

几○

一

一
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ここでrloは定常密度,reは電子温度,kはﾎﾞﾙﾂﾏﾝ定数である｡ｲｵﾝ密度の変動分

司は

であたえられ,ｲｵﾝの速度の変動?iは,

∂"i_
-一一
∂Z

こ▽7十
″li

e

rn-^c

(4.2)

(司×召,) (4.3)

で与えられる｡

ﾌﾟﾗｽﾞﾏのﾃﾞﾊﾞｲ距離が充分短いとすると準中性条件が成立し,密度変動分がexpiikr-

iω(

ω2-0)ω*一AIC;=0

ここでω*ﾆkyVo'Cs°

(4.4)

(ｲｵﾝ音波の位相速度)である.さらにky'kzは波の

y軸方向およびz軸方向の波数である｡この

分散式を図4.1に示す｡曲線1は電子のﾄﾞﾘ

ﾌﾄと同じ方向の伝播を示し,曲線2は逆方

向への伝播を示す｡曲線1は&zﾔOでω*a)

に近づき･kz→(゛)で勾配は&zCsとなる.

Keenyo)a放電ﾌﾟﾗｽﾞﾏにおいて,この分丿

散式に一致する実験結果を得た｡

4.2.2粒子的取扱い24)

粒子の分布関数を導入することにより,波と

粒子のｴﾈﾙｷﾞｰのやりとりを考慮すれば,波

のふるまいはさらに正確に記述できる｡すなわ

ち流体近似では,波のｴﾈﾙｷﾞｰが粒子に与え

られて波が減衰するいわゆるﾗﾝﾀﾞｳ減衰は含

まれない｡特にｲｵﾝ温度がOでない場合は流
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体方程式では近似が悪くなる｡ここでは,粒子間衝突のないﾎﾞﾙﾂﾏﾝ方程式を用いて分散式

を求める｡また周期の早い振動(例えばｻｲｸﾛﾄﾝ振動)に対しては時間で積分して,残っ

た遅い周期の振動分を取扱ういわゆるﾄﾞﾘﾌﾄ近似を用いる｡

線型化されたﾄﾞﾘﾌﾄ近似運動方程式はｲｵﾝの分布函数の変動に対し,

(-ω十&zpz)八-
こ

誂i

1z71ﾐｰ音ky(p19･=0 (4.5)

となる7ここで£は平衡状態での分布函数である｡/oをMaxwell分布とし,j4=迂=

一子£,および首=-町,と仮定すると,分散式は

∂pz

叉ここz(㈹)+2=o

となる｡ここでzji°^2kT＼/mi･1'eﾆ√iiiﾌﾌiJ･7'eﾆ7'i°

z(ρ)は次式で与えられるﾌﾟﾗｽﾞﾏ分散函数であご)

Z(ρ)=

ω*

1一一
ω

二

√i‘
こ

Z
SC

2
Z
ん

山

- ﾄ
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7'･ω*=kyVOで

(ω一几za-ω*)=O(4.7)

e

-

ｴ･

S2

-ρ

いま,t･i≪叫kz≪t･eであるとし,また磁界方向の電子の流れがあり,ｲｵﾝとの相対

速度がaであるとして(4.6)式を展開すると

(･号令
へ/ｱT

たzl゛eω2

を得る｡この式から(ﾘﾌﾄ波の不安定条件が見出される｡Nishidajl)は放電ﾌﾟﾗｽﾞﾏ,す

なわちre≫riのもとでこの式の実数周波数と波数の関係と実験結果との一致を見た｡

4｡3ｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ中のﾄﾞﾘﾌﾄ波

ｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾌでは放電ﾌﾟﾗｽﾞﾏと異り7'i~reであり,また粒子間衝突がﾄﾞﾘﾌﾄ波の

周波数にくらべて無視できない｡さらに磁場方向の波長が充分長くない場合,すなわち分散式

をしらべるために短波長領域まで取扱う場合には流体近似は用いられない｡これは,波の位相



速度がｲｵﾝの熱速度にくらべて充分大きくない場合は波に対する共鳴粒子の存在が無視でき

ないということを意味する｡

ﾄﾞﾘﾌﾄ波に対する衝突の効果は重要であり,特に不安定領域を拡大する場合があるため,

多くの研究者により研究された25)~29)衝突を考慮するためには,ほとんどの場合流体方程式に

粘性項を入れて取扱われている｡また衝突が安定性におよぼす影響をしらべた研究が多く,分

散式に対する影響をしらべたものは少い｡

ここではﾎﾞﾙﾂﾏﾝ方程式および衝突の近似的な表式としてB.G.K.Mode130)を用いて簡単

な分散式を導出し,次節以下で述べる実験結果を検討する｡ﾎﾞﾌﾚﾂﾏﾝ方程式にKrookModel

を用いて分散式を求めることはMikhailovskii等27)によって行なわれたが,彼らはり≪a>//cz

≪z/eの近似を用いている｡ここではこの近似は用いず厳密な数値解を求める｡

衝突項を含む,線型化されたﾄﾞﾘﾌﾄ近似運動方程式は次のようになる｡

(-j°j‘1'iたz"z)ﾉi+i-lFiz脊-i･Fk･んy
∂几o
-
∂Z
=St≪ (4.8)

ここにα=電子又はｲｵﾝ,ﾑoは摂動のないα粒子の分布函数である｡この式の左辺は第2

節(4.5)式と同じである｡右辺の衝突項は次の式により近似する｡

W
二

Sta =一尹り[八-0.+岩 (りβ)ﾑ,]

)-

W で,na,q"はそれぞれ密度変動の平均,および平均の変動速度を示し,

"a
-

- 古y几向,9“= 寺丿見/i加

(4.9)

(4.10)

で与えられる｡

衝突を示す(4.9)式には微細な衝突の機構,たとえば磁界の存在によって粒子に働くまさ

つ力が非一様になること等,は含まない｡しかし衝突の効果の巨視的,近似的な記述となり得

るし,実際に分散式を求めるのも,正確な表式すなわちFokker･Plank方程式にくらべて,非

常に容易である｡

結局求める｡分散式は次式のようになる｡(附録参照)
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[{1+i臥z(z)i)}(1+2‘ξぴiFi)+2ぐfFI]Oez(Pe)+Fe}

ﾅ∂{1+ばez(4)}[{Fi+ηiZ(/c･i)}(1+2ぱ＼P＼Fi)+2i^lFl(/'i+'7i)]

=O(4.11)

ここに,$a=Va/kzVa,77a°(o*a/kzIJ(liO二-rj7'i,Pa={ω十iVa)/k^Va,り=1ﾉii,

ye=yei,Fa=1十PaZ(ρα)である｡Z(ρ)は前節で述べたﾌﾟﾗｽﾞﾏ分散関数である｡さ

らに9e,りe''^ee等は他の量にくらべて小さいとして無視した｡また(4.8)式には含まれ

ていないが実際のﾌﾟﾗｽﾞﾏには存在する,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの磁界方向の流れG,およびﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の

半径方向の定常電界£r等は(4.11)式の解において位相速度あるいは周波数に対するﾄﾞｯ

ﾌﾟﾗｰｼﾌﾄとして取扱った｡

分散式(4.11)をpiに関して数値解を求めた｡数値解の求め方についての詳細は附録を

参照のこと｡分散式の解の1例を図4.2-図4.3に示す｡図4.2は根に対応するωμzりの実

数部で,いわゆる分散関係を示し,図4.3は根の虚数部で波の減衰量を示す｡ここでは計算に

用いたﾊﾟﾗﾒｰﾀは,衝突周波数以外は実験によって得られた数値を用いた｡図4.2の縦軸は

周波数/をｲｵﾝｻｲｸﾛﾄﾛﾝ周波数yciで規格化した値を用い,横幅は磁界方向波数をｲ

ｵﾝﾗｰﾏｰ半径riで規格化した値を用いた｡曲線A,CDはそれぞれ異った値の衝突周波

数に対する解を示す｡また磁界と直角方向の波数りの値として･ﾌﾟﾗｽﾞﾌ柱の半径の逆数に

ほぼ等しいとした｡(この点に関しては次節に述べる｡)曲線A,CDはﾄﾞﾘﾌﾄ波を示す｡

Eはｲｵﾝ音波の分散関係を示す｡

図4.2(a)で曲線A,C,Dはそれぞれ衝突周波数り/亀として0,0.032,0.05を用い,ﾌﾟﾗｽﾞ

ﾏの流速として,Fo=1.5×105cm/sec,および定常電界による周波数ｼﾌﾄωd/亀=0.024

等を用いた｡図4.2(b)ではA.B.Cにはり/亀=0,0.028,0.04をそれぞれ用いた｡またFo=

1×105cm/sec,ωd/i2i=0.024を用いた｡またTjT;=1.4とした｡

図4.3(a)ではﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の軸方向の減衰率句と周波数の関係を示す｡減衰率は軸方向の波

長£zで規格化したものである｡

図4.2(a)と図4.3(a)とでは曲線の記号A,CDが同じであれば計算に使用したり/亀の値

は同じである｡図4.2(b)と図4.3(b)とでも同じである｡他の量Fo,ωd/痢も図4.2に対応す

る｡

図4.2および図4.3で直線Eはｲｵﾝ音波を示す｡ｲｵﾝ音波に対する解も分散式(4.11)

に含まれている｡ｲｵﾝ音波を求める場合はω*=Oとすればよい｡またｲｵﾝ音波に対する
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図4.2(a)ﾄﾞﾘﾌﾄ波とｲｵﾝ波の分散関係

曲線A,CDはﾄﾞﾘﾌﾄ波,Eはｲｵﾝ音波を示す｡
A,C･Dに対してり/ぶ?iはそれぞれ0,0.032,0.05
である｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ流速Fo=1.5×10scm/sec,電界
による回転周波数ωd/ぶ?1=0.024を用いている｡

衝突の効果はこれまでにFokker-Planck方程式によりくわしくしらべられている?'32'4o)その結

果によれば,我々の実験条件では衝突によりほとんど影響を受けない｡したがって衝突のない

場合のｲｵﾝ波の分散式は(4.11)式でzﾉα=Oとして正確に求められる｡この結果を図

4.2(a)では直線E,(b)ではDで示す｡･

図4.2で明らかなように,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の分散式は衝突周波数が大きくなるにしたがって,ｲ

ｵﾝ音波の分散式に近づくことがわかる｡磁界方向の波長をzが大きい領域における近づき方
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図4.2(b)分散関係

曲線A.B.Cはﾄﾞﾘﾌﾄ波を表わし,lﾉi/亀

はそれぞれに対して0,0.028,0.04である｡
れ=1×105cm/sec,直線Dはｲｵﾝr音波を示

す｡

の方がんzの小さい場合よりも大きい｡衝突周波数がOの場合は図4.1の曲線1と一致する｡

またたz→Oの場合,周波数は衝突のあるなしにかかわらずある一定の周波数に近づく｡この

周波数はω*十ωdとなる｡

ﾄﾞﾘﾌﾄ波の減衰率は図4.3で示される｡この場合にはμ几iが大きくなれば,ｲｵﾝ音波

の減衰率にﾄﾞﾘﾌﾄ波の減衰率旗近づくことがわかる｡また減衰率は無衝突の場合にはｲｵﾝ

音波の減衰率よりも小さいが,衝突周波数を増してゆくと増すことがわかる｡その増え方は
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(a)

0.15

図4.3(a)ﾄﾞﾘﾌﾄ波とｲｵﾝ波の減衰率

曲線A.B.CDはﾄﾞﾘﾌﾄ波を示し,点線Eはｲｵﾝ

音波を示す｡り/亀はA.B.CDに対し,0,0.028.

0.032,0.05である｡他の条件は図4.2(a)と同じであ

る｡

0.05

C

f/fci

(b)

0.1 0.15

図4.3(b)ﾄﾞﾘﾌﾄ波とｲｵﾝ波の減衰率

曲線A.B.Cはﾄﾞﾘﾌﾄ波を,点線Dはｲｵﾝ音波を示

す｡り/亀はA.B.Cに対してそれぞれ0,0.028,
0.04である｡他は図4.2(b)と同じである｡
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///c＼の値がおよそ0.05位の所で大きく,他の所では少ない｡またﾄﾞﾘﾌﾄ波およびｲｵﾝ

音波の減衰率はﾌﾟﾗｽﾞﾏの磁界方向の流れの存在により影響を受ける｡ｲｵﾝ音波においては,

ﾌﾟﾗｽﾞﾏの流れFoが大きい方が減衰は小さい｡これは図4.3(a)の直線Eと図4.3(b)の直線D

に対する減衰率≒/≒を比較すれば明きらかである｡図4.3(a)におけるFoは図4.3(b)の場合

のFoよりも大きく,したがって図4.3(a)の方がEに対するk-｡/k.の値は小さい｡これはﾌﾟﾗ

ｽﾞﾏの流れがある方がｲｵﾝ音波は励起されやすいことを意味する｡

一方,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の場合は事情が異る｡すなわち,ある周波数領域においては,ｲｵﾝ波の

場合にくらべて逆に流れが大きくなると減衰が増す｡図4.3(a)およびQb)において曲線Bはり/

亀=0.028を示す｡曲線Bは///ci≦0.055において図4.3(b)より図4.3(a)の方が減衰が大

きいことを示す｡周波数///ciがこれより大きい所では,ｲｵﾝ波の場合と同じくF｡が大き

い方が減衰が小さくなることがわかる｡図中の白丸および黒丸は実験値を示すが,これについ

ては次節以下で述べる｡

4｡4実験装置および実験方法

ここではﾄﾞﾘﾌﾄ波を実験的に励起してその分散式を求める｡実験装置として,第3章で述

べたｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置を用いる｡図4.4(a)に実験装置全体の概略図を示す｡ここでは

ｶﾘｳﾑ蒸気を用いる｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生用のhotplateは直径3cmで厚さ5皿のﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ板

を用いた｡この熱板のうしろにあるﾌｨﾗﾒﾝﾄにより放出された電子を,熱板とﾌｨﾗﾒﾝ

ﾄの間に加えられた高圧の加速電場によって加速し,その電子を熱板に衝突させることによっ

て加熱する｡ここでは熱板の温度は約2200°Kに加熱した｡この熱板にｵｰﾌﾞﾝで熱せられ,

ｺﾘﾒｰﾀｰで収束されたｶﾘｳﾑ原子を吹きつけると熱電離によってｶﾘｳﾑｲｵﾝが出来

る｡できたﾌﾟﾗｽﾞﾏは直径約3cm.長さ約1mである｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏの半径方向の拡散は軸方向に

加えられた一様磁界によっておさえられる｡この磁界は実験領域(~1m)にわたって0.2郭

内に一様である｡磁界の強さは最大10kG迄とることができる｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ密度は約5×109

�'3に保った｡容器の真空度は1×10‾6皿Hg以下である｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏの電子密度は0.3~0.4eV

で,'ｲｵﾝ温度はほぼ熱板温度に等しい｡

ﾄﾞﾘﾌﾄ波の外部励起の方法は,これまでいくっか検討された?)゛22)これらはﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に

電極あるいはｸﾞﾘｯﾄﾞを挿入して,信号発生器の信号をこれらの電極に加え,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ内部に

密度揺動を発生させる方法である｡ここでは磁界と直角に4枚の格子をﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に設置し,
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図4.4(b)励起電極および受信電極の構成
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TOEXCITER

図4.4(c)測定回路

TODETECTOR

それにより波動を励起する方法を用いた｡･図4.4(b)に励起用4極格子および受信用電極の配置

図を示す｡図4.4(c)に測定回路のﾌﾞﾛｯｸ線図を示す｡励起電極は熱板から20cm離れた所に

置き,電極の面は磁力線に平行である｡また,4枚の電極はﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の円周上にほぼ90°の

角度をもって並んでいる｡電極の外側の縁の延長線は丁度熱板の外周上にくるようにした｡電

極はそれぞれﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ線(0.1mmφ)を0.1cmの間隔で並べたﾒｯｼｭで大きさは,長さ

0.7cm,幅1cmである｡このような励起用電極構成の特徴は,4枚の電極に与える信号の位相

を適当にえらぶことによってﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に励起される密度変動の回転方向を任意にえらぶこと

が出来ることである｡すなわちﾄﾞﾘﾌﾄ波は,円柱ﾌﾟﾗｽﾞﾏの場合,円柱の周囲にら線状に巻

きつくように進むが,その回転方向によって若干性質が異る｡これを一般にﾓｰﾄﾞ数(mode

number)と呼ぶが,この電極構成ではﾓｰﾄﾞ数z71を0,±1とえらぶことが出来る｡m=0

は円柱の半径方向および円周方向において変動は一様,すなわち通常のｲｵﾝ音波のような波

動を表わす｡771=十1,-1はそれぞれ波動が電子又はｲｵﾝのDiamagnetieDriftの方向に向

うことを表わす｡もちろんﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の中心軸に対して非対称な構造を持つ電極を用いればy71

=1のﾓｰﾄﾞの変動も励起できるわけであるが,同時にm=0.―1,土2,±3,"…･等の他の

ﾓｰﾄﾞも励起されて現象を複雑にする｡ここで用いる4枚構成の電極はm=±1のﾓｰﾄﾞを選

択的に励起できる｡ただ励起の効率という点では問題があり,さらに能率のよい励起方法も今

後研究される必要がある｡従来検討された方法としては,上に述べた静電的な励起方法の他に,

ｺｲﾙを用いた磁気的な励起方法がある｡これはﾌﾟﾗｽﾞﾏ円柱のまわりに複数個の小さなｺｲ
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ﾙを設け,このｺｲﾙに回転磁界を誘起させﾌﾟﾗｽﾞﾏに密度変動を与えようとするものである｡

この方法の欠点は,定常磁界が強くなるに従って回転磁界の強さを増大させなければならず,

かなりの電力を必要とすることである｡このため効率としてはあまり期待できず,実際この方

法による励起は従来成功例が少ない｡ﾄﾞﾘﾌﾄ波の場合は磁界に直角方向の変動のみを与える

方がよい｡この目的のために電極の面は磁力線と平行になっているが,さらにこのようにすれ

ばﾄﾞﾘﾌﾄ波以外の不必要な波動すなわちｲｵﾝ波,ｲｵﾝｰ弾性波(Ion-ballisticmodeﾀﾞ3)

等の励起を少な'くできると思われる｡

励起電極は,熱板および真空容器の電位(通常はｱｰｽ電位)に対して約一10Vの電位に

保たれている｡これはﾌﾟﾗｽﾞﾏ中にｲｵﾝの密度変動を励起するためである｡励起電極に加え

る信号は周波数が10Hzから60kHzの範囲で,尖頭値電圧が0.1V~2Vの範囲のものを

使用した｡この信号を4相交流として用いた｡信号電圧は実験が線型領域からはずれないよう

に小さい値にした｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に伝播する変動分は,軸方向に可動なﾒｯｼｭ電極(大きさ

0.5cmXO.5em)を用いて受信する｡また半径方向に可動な平板ﾗﾝｸﾞﾐｭｱﾌﾟﾛﾌﾌﾟ(大き

さ3mmX3mmX0.1mm)によって変動分およびﾌﾟﾗｽﾞﾏの定常的な諸量の半径方向分布を測定

する｡これらの検出電極も変動分を受信する場合は,その面を磁力線と平行にする｡定常量を

測定する場合のﾗﾝｸﾞﾐｭｱﾌﾟﾛｰﾌﾞの面は磁力線と垂直にした｡これらの受信電極から検出

された信号は位相検波器に導き位相検波する｡位相検波器(以後PSDと略称する)の出力を

可動電極の位置に対して記録すると,波動の振幅および位相の空間的な分布を知ることができ

る(図4.4(c)参照)｡軸方向の波動の振巾･位相特性から磁力線方向の波数んzあるいは減衰

定数を得ることができる｡

4｡5実験結果

4｡5j定常的なﾌﾟﾗｽﾞﾏ諸量の測定

ﾌﾟﾗｽﾞﾏの定常量すなわち密度,温度,電位等の半径方向分布をﾗﾝｸﾞﾐｭｱﾌﾟﾛｰﾌﾞによ

って測定した｡測定結果の1例を図4.5に示す｡

図4.5(a)はﾌﾟﾗｽﾞﾏ電子温度reﾊﾞb)は密度rl｡(c)は電位をそれぞれ示ﾅ｡図4.5(b)で明きら

かなようにﾌﾟﾗｽﾞﾏ半径で10n~20皿のところで密度勾配(1/a,)(血,/み)は,大よそ

2~3c㎡'1であるのに対し,温度勾配{l/Te){dTJdx)は0.5cm"'以下である｡
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これにより温度勾配は密度勾配にくらべて小さく無視できると思われる｡磁界強度を変えた

時にはこの密度分布はいくぶん変形する｡すなわち磁界を強くすると勾配が少し増大する｡こ

の場合ﾄﾞﾘﾌﾄ波周波数ω*(=c好e以y/eB)は磁界強度の逆数に比例するため,結局磁界
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強度が4kG~8kGの比較的せまい範囲ではほぼ一定に保たれる｡

図4.5(c)においてﾌﾟﾗｽﾞﾏ電位の径方向分布を示すが,電位の絶対値は正確でない｡なぜな

らﾌﾟﾛｰﾌﾞ表面にｶﾘｳﾑ原子が付着し,表面の仕事函数を変化させるが,この付着の状態を

正確に定めることができないためである｡しかし比較的短時間のあいだに測定すれば,電位の

相対値は正確である｡したがって図4.5(b)から電位傾度,すなわち電界の強さ£'rは求められ

る｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ電位の径方向分布もやはり磁界強さを変えるとわずかに変化するが,ﾄﾞﾘﾌﾄ波

周波数の場合と同じように,この電界と磁界によるﾌﾟﾗｽﾞﾏのﾄﾞﾘﾌﾄ速度Et/Bもほぼ一定

に保たれる｡このことはﾌﾟﾗｽﾞﾏ圧力によるﾌﾟﾗｽﾞﾏ粒子を外側に押し出す力と,電界によっ

て引きもどされる力とがほぼ等しく,結局ﾌﾟﾗｽﾞﾏ粒子の磁力線を横切る運動はほぼ無視でき

るものと思われる｡

4｡5.2径方向の振動の分布

まずﾌﾟﾗｽﾞﾏ中にどのような波動が励起されたかを区別する必要がある｡すなわちedge

oscillation等を分離しなければﾄﾞﾘﾌﾄ波としての性質を云々できない｡このために

は振動の振幅および位相の径方向分布をしらべなければならない｡径方向に可動なﾌﾟﾛｰﾌﾞの

信号をPSDにより検出して,ﾌﾟﾛｰﾌﾞの位置に対して記録すると,径方向の伝播(分布)波

形が得られる｡しかしこの伝播波形は単一ではかなり不規則で振動の分布を読みとるのは困難

である｡しかしこのような波形をPSDの参照信号の位相を少しづつ変えながらくりかえし記

録すると,振幅分布が明瞭に読みとれることがわかった｡典型的な例を図4.6(3),(b),(c)に示す｡

これらの図は,すべて参照信号の位相をO°から360°まで45°おきに変化させて記録したも

のである｡各々の図の下部の目盛は径方向の距離で,目盛上の矢印は熱板の端の位置を示す｡

これらの図形の包絡線は振動の振幅の径方向分布をあらわす｡包絡線は2あるいは4個のﾋﾟｰ

ｸがある｡また励起信号としてはro=lのmodeを用いた｡図4.6(a)は信号周波数が11kHz

の場合の結果で,ﾋﾟｰｸが2箇所で見られる｡このﾋﾟｰｸはﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の中心から1cmはなれ

た所に中心軸に対称の形で存在している｡この位置はちょうど図4.5(b)で見られるような密度

分布の肩の部分に対応していることがわかる｡図4.6(b)は周波数が13kHzの場合を示ﾅ｡大

きなﾋﾟｰｸ(記号Aで示す)と小さなﾋﾟｰｸ(記号Bで示す)が見られる｡大きなﾋﾟｰｸは図

4.6(a)と同じ位置にあるが,小さなﾋﾟｰｸはそれよりも外側でほぼ熱板の端の部分にあること

がわかる｡この熱板の端の部分では図4.5(c)でわかるように電位の変化が大きく,したがって

ﾄﾞﾘﾌﾄ速度Er/Bの変化も大きい｡図4.6(c)は周波数が/=15kHzの場合の結果を示す｡
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この場合には内側のﾋﾟｰｸは振幅が小さくなって不明瞭となっているが,外側のﾋﾟｰｸはほぼ

同じ位置に存在している｡また図4.6(a),図4.6(b)でﾌﾟﾗｽﾞﾏの中央に存在する振幅の最小,

すなわち｢節｣が図4.6(c)ではもり上がって消滅していることがわかる｡これはﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に

m=omodeが混在していることを示している｡図4.6(a)~図4.6(c)の場合は励起周波数はｲ

ｵﾝｻｲｸﾛﾄﾞﾝ周波数みi(=176kHz)より充分小さく,ﾄﾞﾘﾌﾄ波周波数ω*/2π2

6.5kHzより大きい｡また大きな(内側の)ﾋﾟｰｸの直径の両側における信号の位相差はほぼ

180°であり,小さなﾋﾟｰｸのそれもほぼ180°であることがわかった｡しかし周波数を高く

して行くと大きなﾋﾟｰｸにおける位相差は不明瞭となる｡

=4.6kG

↓↓

3210123

R(cm)

図4.6(a)振動の半径方向分布･/=11kHz.
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B=A.6kG

B =4.6kG

tl●y

32101233210123

R(cm)R(cm)

図4.6(b)振動の半径方向分布･図4.6(c)振動の半径方向分布｡

/=13kHz./=15kHz.

以上の結果から振動の分類ができる｡すなわちﾌﾟﾗｽﾞﾏ密度分布の肩の所に存在するﾋﾟｰｸ

はﾄﾞﾘﾌﾄ波をあらわし,それより外側のﾋﾟｰｸはedgeoscillationをあらわすものと結論でき

る｡図4.6(a)においてはﾄﾞﾘﾌﾄ波に対応するﾋﾟｰｸが大きくあらわれ.edgeoscillationに対

応するﾋﾟｰｸは,それにかくされている場合を示すものと思われる｡r7z=-1modeの信号を

加えた場合は径方向の振動分布は複雑な形となり,それに対する説明は困難となる｡振動の方

位角方向の分布は詳細には測定していないが｡径方向のﾌﾟﾛｰﾌﾞと,軸方向の受信電極を軸上

同位既にして,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ円周上90°はなれた場所において振動の位相差をはかるとほぼ90°で

あった｡これはﾌﾟﾗｽﾞﾏ円柱上で波動が回転していることを示している｡

4｡5.3分散関係および減衰率

外部から加えた信号の周波数とﾌﾟﾗｽﾞﾏ内に励起されたﾄﾞﾘﾌﾄ波の軸方向波数との関係,

すなわち分散関係とﾄﾞﾘﾌﾄ波の軸方向の減衰率とを軸方向に可動な受信電極を使用して測定
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した｡検出用電極は,軸方向に移動させた時,いっでも径方向において図4.6(a)のﾄﾞﾘﾌﾄ波

に対応するﾋﾟｰｸ位置を掃引するように設置した｡検出された信号は径方向分布の場合と同じ

ようにPSDに参照信号とともに導かれる｡軸方向の波動の伝播波形の一例を図4.7に示す｡

上方はm=1の場合で,下方はm=

-1の場合である｡印加信号周波数

は/=13kHzである｡軸方向の波長

はあきらかにm=1の場合の方が長

くなっていることがわかる｡しかし

z71=-1の場合の波長は後で述べる

ようにm=0のｲｵﾝ音波の場合と

ほぼ一致している｡これらの伝播波

形から軸方向波数んzおよび減衰率

んiが求められる｡それらの実験結

果を図4.2および図4.3の中で,白

丸071=1)および黒丸(m=-1およ

びO)によって示す｡r71=1に対す

る軸方向の波数んzは周波数を増加

していった場合,ｲｵﾝ音波の波数

m=-1

f=13kHz

B=5.9kG

10cm

図4.7軸方向伝播波形

上:m=l,下:m=-1/=13kHz

に近づくことがわかる｡すなわち図4.2(a)では/=16kHz(///ci=0.084)以上では分散式は

ｲｵﾝ音波の分散にのり移り,図4.2(b)では16.5kHz(y/たi=0.073)以上で一致すること

がわかる｡この事実は径方向の分布において周波数が高くなるとﾄﾞﾘﾌﾄ波の成分が少なくな

って,ｲｵｯ音波の成分が強くなるということに対応している｡換言すれば,これらの周波数

以上では,励起電極をa=Omodeが励起されにくいように配置したにもかかわらず,m=0

すなわちｲｵｯ音波の成分がﾄﾞﾘﾌﾄ波より強く励起されていることを示している｡また図

4.2(a)では周波数が低い所では曲線Cによく一致し,図4.2(b)では曲線Bに一致していること

がわかる｡

軸方向の波動の減衰率を同様に伝播波形から求めた結果を図4.3に示す｡減衰率は実波数

んzで規格したものを用い,規格化周波数///cAの関数として示した｡この場合にも周波数が

高い場合は減衰率はｲｵﾝ音波の減衰率に近づき,周波数が低いところではｲｵﾝ音波からはず

れることが見出される｡また周波数が低い場合は分散関係と同じように図4.3(a)では曲線Cと,
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あるいは図4.3(b)では曲線Bと実験結果がよく一致していることがわかる｡また黒丸はm=-l

の場合の実験結果を示し,これらは図4.2(a)および図4.3(a)では直線Eに,図4.2(b)および図

4.3(b)では直線Dにそれぞれ一致していることがわかる｡したがってｲｵﾝ音波の分散曲線,

あるいは減衰率をあらわす直線からはなれている｡周波数の低い領域における分散曲線あるい

は減衰率曲線の実験結果がﾄﾞﾘﾌﾄ波の本質的な性質を示すものと結論できる｡しかし,4.3

節で述べたように理論的に分散式を計算する場合に用いた衝突周波数は,図4.2(a)および図

4.3(a)の曲線Cに対して･ﾉi/2i=0.032で,図4.2(b)および図4.3(b)の曲線Bに対してり/^i

=0.028である｡一方,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの定常量を実験的に測定して得た衝突周波数はlﾉiこ7×103

sec"である｡“,ﾆ4×109c�'3およびri°0.25eVを用いた｡これはﾄﾞﾘﾌﾄ波に対応す

る図4.6(a)に示すようなﾋﾟｰｸの位置における値である｡この衝突周波数に対応する無次元衝

突周波数は,図4.2(a)および図4.3(a)の場合(j=5.1kG)ではり/J3i=6×10｀3となり,

図4.2(b)および図4.3(b)(5=5.9kG)ではり/,gi三5×10“3となる｡すなわち分散あるいは

減衰特性の実験結果に7致するための理論的な衝突周波数はﾌﾟﾗｽﾞﾏの諸量から計算した衝突

周波数よりもおよそ5倍大きい｡しかしながら理論的な分散曲線および減衰特性と実験結果と

の傾向はよく一致していると言える｡

4｡5.4考察および討論

以上に述べたようにﾄﾞﾘﾌﾄ波に対して,実験結果は理論曲線の傾向と非常によく一致する

が,衝突周波数の評価でいくぶん異るという結果を得た｡この量的な相違の原因および問題点

について考察する｡

先ず第一に考えられるのは,理論においてlocal近似,すなわち密度が変化する場合の特徴

的な長さa=/r-'=(一子ご9ﾓｼ)‾1が磁界と直角方向の波長にくらべて充分長い,あるいは密

度変化が波長にくらべてゆるやかであるという近似を用いたことである｡ﾄﾞﾘﾌﾄ波のnon-

localな分散式は二,三の研究者により研究された于?)゛38)Ho1?5)およびPearlsteir?6)は

nonlocalな解を求めlocalな解およびW.K.B近似による解とを比較した｡そしてPearlstein

は,もしﾌﾟﾗｽﾞﾏのﾃﾞﾊﾞｲ長jeおよびｲｵﾝﾗｰﾏｰ半径がﾌﾟﾗｽﾞﾏの変化の特徴的な長さ

αに対して充分小さければnonlocalな解はlocalな解,あるいはW.K.B.解により充分正確に

記述できるという結果を得た｡Chj4)はﾄﾞﾘﾌﾄ波の成長率をしらべたとき.localな解によ

る成長率とnonlocalな解による成長率はおよそ約3倍の相違があることを見出した｡著者の実

験においては,ﾃﾞﾊﾞｲ長はαにくらべて充分小さい(λe･c三0.01)がｲｵﾝﾗｰﾏｰ半径は
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それほど小さくはない(ri≪;S0.2)｡したがってﾗｰﾏｰ半径が充分小さくないことによっ

て分散曲線の相違があらわれている可能性がある｡しかしその相違の大きさは,位相速度ある

いは実数周波数に対してはほぼ20%(~rげ)程度であり,一方,減衰率に対しては2~3

倍となり得る?'36)また密度分布が本章で用いたようないわゆる指数関数型(expC-cx).c:

定数)でない場合にも分散式は指数関数型にくらべて異ったものになる?'39)これはﾄﾞﾘﾌﾄ波

の周波数ω*の定め方にも関係すご)円柱ﾌﾟﾗｽﾞﾏにおいてnonlocalにﾄﾞﾘﾌﾄ波を取扱う場

合,密度分布がexp(-cr')の型となるときにはω*は場所の関数とならず,一意的に定ま

るが,密度分布が他の型のときはω*は,場所および密度等の関数となる｡本章で取扱った直

角座標系においては密度分布がexp(-cx)に比例する場合にω*が一意的に定まる｡換言す

れば,直角座標においてはexp(-c功型,円筒座標ではexp(-Cr2)型でのみ直角方向の波

数んyあるいはん上が定まり他の型では,諸量の関数となり一意的に定まらないということを

意味する｡一方,通常は波数りとしてmZ｢,をとる｡ここに川まﾓｰﾄﾞ数で,r,はﾄﾞﾘﾌ

ﾄ波の振幅が最大となる半径方向の距離である｡本章においても波数たyとしてl/≫-oを用い

た｡また密度分布はexp(-c功に比例すると仮定したが,図4.5(b)に示すように比較的よい

近似であると思われる｡しかしんyのとり方により,あらわれる相違は主としてω*の値であ

り,んzが大きくなった場合,すなわち本章で取扱っているような分散曲線の範囲では,あま

り問題とならないものと思われる｡むしろ問題となるのは密度分布の型である｡実際,密度分

布をexp{-(cO"}'≫≧3とした場合には,衝突のない場合でも分散式はんzが大きいとき

ｲｵﾝ波の分散曲線に近づくことが示された?)しかし減衰率の変化については研究されておら

ず不明である｡この問題に関しては今後さらに詳細に研究される必要がある｡

次に,分散式を求める際に用いた衝突項の近似の適否が問題となる｡Fokker-Planck方程式

を用いた衝突の効果の研究はﾄﾞﾘﾌﾄ波に対してはこれまで行なわれていないが,ｲｵﾝ音波

る実験ではﾌﾟﾗｽﾞﾏ密度があまり高くなく;ｲｵﾝ音波に対しては衝突の効果はほとんど無視

できる｡したがってｲｵﾝ音波に対しては本章では無衝突として取扱った｡ﾄﾞﾘﾌﾄ波の場合

でも衝突が少ない場合にはｲｵﾝ音波の場合に対する類推により,B.G.Kﾓﾃﾞﾙでもよく近似

できるものと考えられる｡

さらにﾄﾞﾘﾌﾄ波に対する境界の影響を考察しなければならない｡一般にﾌﾟﾗｽﾞﾏ中を伝播

する波動が境界に達するとそこで反射または吸収される｡したがって境界があることによって
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波動の減衰率が変化する｡ﾄﾞﾘﾌﾄ波の場合には磁界方向の境界すなわちﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の終端が

減衰率に影響を与える｡しかし本章での実験においては,用いた周波数がﾄﾞﾘﾌﾄ波の周波数

にくらべて高い,すなわちﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に励起された波の波長はﾌﾟﾗｽﾞﾏの軸方向の長さより短

いものである｡この場合には波動はﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の端に至るまでに充分減衰しており,波動に与

える境界の影響は少ないものと思われる｡

本章で用いたような波動をｸﾞﾘｯﾄﾞで励起する場合にはいわゆるlon･ballisticmodeの影

響をも考察する必要がある｡Ion-ballisticmodeは励起電極の近傍の変動電界によりｲｵﾝ粒

子が加速あるいは減速を受けることにより生ずる｡このﾓｰﾄﾞの成分が多くなると波動の見掛

上の減衰率が影響を受ける｡しかしこのﾓｰﾄﾞの寄与は励起電極からはなれるにしたがって急

響を少なくしようとする場合には,半径方向可動のﾌﾟﾛｰﾌﾞと励起電極との軸方向の距離で定

まる波長より短い波長の波を用いなければならない｡この波長に対応する周波数はおよそ8kHz

であり本章での実験では,これより高い周波数を用いたので,このﾓｰﾄﾞの影響は考えなくと

もよい｡また軸方向の減衰率を求める場合でも半波長以降での値を用いれば,このﾓｰﾄﾞの影

響は除外できる｡図4.3において示されている実験値はすべてこのようにして求めたものであ

る｡

一方,ｲｵﾝｰｲｵﾝ衝突周波数を計算する際に必要なﾌﾟﾗｽﾞﾏの温度あるいは密度はﾌﾟﾛ

ｰﾌﾞ測定により得た値を用いた｡衝突周波数はﾌﾟﾗｽﾞﾏの密度に比例するため,密度測定の誤

差により大きく影響を受ける｡ｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏにおいてﾌﾟﾛｰﾌﾞ測定による密度と,ﾏｲｸ

ﾛ波測定による密度とは最大1桁ほど相違があることが報告されている7)特にﾎｯﾄﾌﾟﾚｰﾄ

が単一の場合,すなわちﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の終端が冷たい電極である場合の方がﾌﾟﾛｰﾌﾞ測定とﾏｲ

ｸﾛ波測定との差が大きい｡ただﾏｲｸﾛ波測定の方がﾌﾟﾛｰﾌﾞ測定よりも密度が低くなって

いる｡したがってﾏｲｸﾛ波測定の結果を正しいものとすれば筆者らの場合には衝突周波数は

さらに低いものとなる｡またﾌﾟﾛｰﾌﾞ測定においても,ﾌﾟﾛｰﾌﾞ特性はﾌﾟﾛｰﾌﾟ表面の状態に

より影響を受けるため,密度の絶対値を精度よく求めるのは比較的困難である｡これらの点か

ら考えると,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の分散式の計算の際に用いた衝突周波数とﾌﾟﾛｰﾌﾞにより測定したﾊﾟ

ﾗﾒｰﾀを用いた衝突周波数との相違の生ずる主な原因は密度測定における不確実さであると

思われる｡

さらにﾌﾟﾗｽﾞﾏ中にﾗﾝﾀﾞﾑな変動が存在する場合には見掛上,衝突周波数が増加する場合

がある｡本章では雑音が比較的少なくなるようにﾌﾟﾗｽﾞﾏのﾊﾟﾗﾒｰﾀをえらんで実験を行な
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つたが,雑音は全くないとは言えない｡実際数kHz以下で雑音が観測される｡したがってこ

れらの雑音が衝突周波数を見掛上増大せしめている可能性がある｡ただこの場合は雑音と衝突

周波数の相互の関係が不明確であり,量的な評価は困難である｡

ﾄﾞﾘﾌﾄ波の分散関係を確かめる実験は4.2節でも述べたようにKeeご)Nishidj1)等によ

り放電ﾌﾟﾗｽﾞﾏにおいて行なわれた｡そこでは実験結果はほぼ(4.4)式あるいは(4.7)式

に一致していることが見出された｡これらの実験と筆者の実験とのもっとも大きな相違点は前

者は7'e≫riであり,後者は7e~riであることである｡すなわち前者ではり≪ωμz≪z･e

が成立つのに対し本章の実験ではt･i~CD/kz≪zﾉeとしなければならないことである｡もちろ

んωが充分ω*に近ければり≪o)/kz≪t･eは用いられる｡実際ｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏにおいて従

来研究されたﾄﾞﾘﾌﾄ波はすべてﾌﾟﾗｽﾞﾏ長のほぼ2倍の波長を持つものである｡この場合に

は取扱う方程式は比較的簡単なものでよいが,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の終端における境界が波動に与える

影響は無視できない｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏの境界が波動に与える影響は複雑で量的な評価を求めるのは極

めて困難である｡一方本章の実験では,取扱う方程式はやや複雑であるが,境界等の不明確な

影響は入ってこない｡さらに将来の高温ﾌﾟﾗｽﾞﾏでは,ほぼre~7'iの熱平衡状態にあるもの

と考えられる｡本章では･まさにこのような状態を取扱っており･7e≫riである放電ﾌﾟﾗｽﾞ

ﾏにおける実験とは別の意味での意義があるものと思われる｡

結局本章ではﾄﾞﾘﾌﾄ波の分散関係をﾄﾞﾘﾌﾄ波周波数よりやや高い周波数で測定したこと

になり,そのためω~ω*である場合にはあまり大きく表われなかった衝突の効果が見出され

たものと考えられる｡さらに衝突周波数の評価においても種々の考察によりそれほど不自然で

ない値が得られている｡これは本章における取扱いの正当性をうらづけるものである｡

4｡6結論

本章では実験ならびに理論的解析によってﾄﾞﾘﾌﾄ波の分散関係を求めた｡実験においては,

これまでなされていないﾄﾞﾘﾌﾄ波周波数よりも比較的高い周波数範囲においてﾄﾞﾘﾌﾄ波の

分散関係を測定した｡m=lのﾓｰﾄﾞのﾄﾞﾘﾌﾄ波が四極の励起用電極により励起されている

ことが確かめられ,さらにﾄﾞﾘﾌﾄ波とまぎらわしいedge-oscillationから分離された｡ﾄﾞﾘ

ﾌﾄ波に対する理論的解析も行なわれ,分散式に対する衝突の効果等が求められた｡粒子間衝

突(ここでは主としてｲｵﾝｰｲｵﾝ衝突)は分散式の虚数部分,すなわち波の減衰に対して

のみならず,実数部分いわゆる分散関係に対しても影響を与えることが理論的に解明され,実
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験によっても確かめられた｡すなわち実験結果は理論的な分散関係の傾向とよく一致すること

が確かめられた｡しかし実験で得られた分散曲線および減衰量に一致するような理論的分散関

係を与える衝突周波数は,ﾌﾟﾛｰﾌﾞで測定したﾌﾟﾗｽﾞﾏ諸量から計算した衝突周波数に比較し

て約5倍大きいことが必要であった｡これらの量的相違を改善するには,前節で述べたような

さらに詳しい理論解析を行なう必要があるが,それらは他の原因たとえば密度測定の誤差等に

比較してそれほど大きくなく,基本的には本章の結論を変えるものではない｡また流体近似方

程式を用いた場合は本章の実験結果を全く説明できない｡すなわち電子温度とｲｵﾝ温度がほ

ぼ等しく熱平衡に近い状態にあるｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏにおいて,ﾄﾞﾘﾌﾄ波周波数よりわずかに

高い周波数を取扱う場合でもﾄﾞﾘﾌﾄ波の分散式に対しては,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの共鳴粒子の影響は無

視できない｡またこのためにわずかな衝突の影響が明確に現われたものと言える｡

またほぼ純粋に再現性よくﾄﾞﾘﾌﾄ波を励起できることにより,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の非線型現象の

研究,ﾄﾞﾘﾌﾄ波と粒子損失との関連性の研究等を行なうことが可能となった｡

今後の問題点としては4.5節で述べたようなさらに詳細な理論解析を行なうことにより,い

くつかの量的に不正確な点が改善される必要がある｡さらにこのような点が明確になれば本章

で述べたようなﾄﾞﾘﾌﾄ波の分散関係を用いてﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の実効的な衝突周波数を求め得る｡

すなわち一種の測定手段となり得る可能性がある｡

以上本章において得られた新しい知見を要的すれば次のようになる｡

i)実験的にﾄﾞﾘﾌﾄ波を.edgeoscillationと分離した形で励起した｡

ii)粒子間衝突が分散関係に大きく影響することを指摘し,衝突に対する分散関係の依存性を

よく説明した｡

川ﾄﾞﾘﾌﾄ波周波数とほとんど変らない周波数においてもre~7'iであるﾌﾟﾗｽﾞﾏでは,波

に対する共鳴粒子の影響を無視できないことを見出した｡
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第5章ｾｼｳﾑﾌﾟﾗｽﾞﾏ中における

ﾄﾞﾘﾌﾄ波の抑制

5｡1序

ここではﾄﾞﾘﾌﾄ波の非線型現象,特にﾄﾞﾘﾌﾄ波不安定の抑制について考察する｡

ﾄﾞﾘﾌﾄ波は磁界のある不均一ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中においては容易に励起される｡自然励起されたﾄﾞ

ﾘﾌﾄ波が増大し有限振幅となったとき,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの損失あるいは拡散等が増大するか否かが

問題となる｡もし増大するとすれば,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの閉じ込めに対して重大な障害となる｡したが

って,ﾄﾞﾘﾌﾄ波とﾌﾟﾗｽﾞﾏの拡散損失との関連が研究され心)｀7)

これらの研究では,ﾄﾞﾘﾌﾄ波が成長すると磁界と直角方向の拡散が増大することが報告さ

れている｡しかし,拡散の増大する機構は複雑であり,未だ充分に解明されているとは言えな

い｡しかし,ﾄﾞﾘﾌﾄ波不安定によりﾌﾟﾗｽﾞﾏの損失が増大することは事実であり,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ

の閉じ込めの際には有害となる｡したがってﾄﾞﾘﾌﾄ波不安定を安定化するための方策を講じ

なければならない｡筆者は第2章に述べたようにﾋﾞｰﾑｰﾌﾟﾗｽﾞﾏ系において励起されたｲｵ

ﾝ音波が,外部信号で電子ﾋﾞｰﾑを変調することにより抑制されることをはじめて見出した｡

これは以下に述べる動的制御の一種である｡この成果をもとにして,ﾄﾞﾘﾌﾄ波不安定の外部

信号による抑制を試み,ﾄﾞﾘﾌﾄ波に対しても同様な抑制効果があることを見出した｡筆者ら

の実験とほぼ同時期にThomassen12)は筆者とやや異なった方法でﾄﾞﾘﾌﾄ波の抑制を行な

●
つた｡これらの実験が行々われるまではﾄﾞﾘﾌﾄ波抑制についての実験的な研究はなく,本章

で述べる実験結果はﾄﾞﾘﾌﾄ波不安定抑制の先駆的研究である｡以後ﾄﾞﾘﾌﾄ波不安定の抑制

の研究は急速に進展し,安定化の方法についても,現在までに数多く研究･報告されている｡

それらの方法は概略次の2つに分類できる｡

目ﾌﾟﾗｽﾞﾏあるいはﾌﾟﾗｽﾞﾏ保持装置として,本来ﾄﾞﾘﾌﾄ波に対して安定であるように

構成する｡例として,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ閉じ込め磁界をｼｪｱｰ磁界とするもの8),極小磁界とするも

の4),ﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の長さを短くするもの9),ﾌﾟﾗｽﾞﾏの諸量の空間的分布等を適当にするもお))

(境界条件に関するものを含む)等があげられる｡

いﾌﾟﾗｽﾞﾏに何らかの方法で交流電磁界,あるいは交流電流等を印加または導入する｡

この方法はさらに次の2つに分類される｡(a)加える交流の周波数が不安定の振動数と一致し

なくともよいもの｡これは非線型振動の研究において提案されたもので
11),
Asynchronous

Quenching'(非同期的抑制)または'E)ynamicStabilization'(動的安定化)と呼ばれる1?″25)
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本章で取扱うのはこの方法である｡(b)不安定振動の振動数と一致し,さらに適当な位相関係

を持った交流信号をﾌﾟﾗｽﾞﾏに印加するもの｡この場合,通常はﾌﾟﾗｽﾞﾏから振動を検出し,

それを増巾あるいは適当に位相を変えて,再びﾌﾟﾗｽﾞﾏに印加するという方法がとられるため,

'FeedbackStabilization'(帰還安定化)と呼ばれる17)｀33)

上に述べたい(a)の方法は,以下の特徴を有する｡加えた交流電磁界によりあらたな不安

定振動を起さないように注意しなければならないが,その点さえ考慮すれば,周波数は適当に

選択できる｡また印加方法はii)(b)の方法にくらべて自由度が多い｡

さらに周波数を選択して印加電磁界の型を適当なものにすれば,安定化と同時にﾌﾟﾗｽﾞﾏの加

熱等をも行ない得る可能性がある｡他方い(b)にくらべて周波数が非同調的であるので,安

定化に要する電力が大きくなる｡次にい(b)の特徴を述べる｡不安定振動が単色波的なもの

であれば,それに同調をとるのみでよく,所要電力はii)(a)にくらべて少なくてすむ｡しか

し,不安定振動の周波数分布が単色波的なものでなく,帯域をもった白色雑音的なものになる

と,このii)(b)の方法の実施は極めて困難になる｡また印加方法も空間的な制限を受ける場

合がある｡

装置の構成により安定化を行なう目の方法は,対象とする不安定性の型が限定されるのに

対し,ii)(a),(b)の方法は,単にﾄﾞﾘﾌﾄ波不安定にかぎらず他の不安定性にも有効である

のは言うまでもない｡実際,ｲｵﾝ波不安定に対するii)(a)の方法の応用は第2章で述べた｡

ﾌﾟﾗｽﾞﾏ閉じ込め等,実際の実験において遭遇する不安定振動の周波数分布は,多くの場合帯

域幅を持ち,単色波的なものはむしろ希である｡この意味から実際に応用が可能なのは目お

よびい(b)を単独に,あるいは同時に用いる方法であると考えられる｡

しかし,動的安定化に関する研究は,現象論的にはかなり進展しているが,物理的な機構等

の解明は未だ充分でない｡特に安定化の延長としてのﾌﾟﾗｽﾞﾏの加熱等に関する研究は,今後

一層の進展が望まれる｡

本章においては,第3章で述べたｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置において,自然発生するﾄﾞﾘﾌ

ﾄ波に対してい(a)の方法を応用して安定化した実験結果および,それに対する理論的考察

について述べる｡

5.2ﾄﾞﾘﾌﾄ波の動的安定化の実験13ﾄ15)

ﾄﾞﾘﾌﾄ波安定化の実験は,ﾅﾄﾘｳﾑﾌﾟﾗｽﾞﾏを用いてThomassen
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れた｡

Thomassenは,ｶﾞﾗｽ製ﾌﾟﾗｽﾞﾏ容器の外側から磁界に直角に高周波電界を加え,外部電

界の周波数が電子ｻｲｸﾛﾄﾛﾝ振動数に一致したとき,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の抑制効果が大きいこと

を見出した｡筆者らはこれに対し,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中にｲｵﾝ波を励起するようなｸﾞﾘｯﾄﾞを設け,

これにﾄﾞﾘﾌﾄ波の周波数に近い周波数の信号を加えたとき,ﾄﾞﾘﾌﾄ波が抑制されることを

見出した｡以後,放電ﾌﾟﾗｽﾞﾏにおいて同様な方法が試みられ,比較的周波数の高い所でﾄﾞﾘ

24)
ﾌﾄ波の抑制が起こることが観測されている｡以下筆者が行なった実験について述べる｡なお,

本研究は,名古屋大学ﾌﾟﾗｽﾞﾏ研究所との共同研究により行なわれた｡

5｡2.1実験装置および実験方法

実験装置および測定回路の概略を図5.1に示す｡ｾｼｳﾑﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生用の熱電極は第3章

において述べた45°傾斜型のものを用いた｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏの半径は約2cm,長さは約70cmである｡

磁界強度は1.4kG~2.8kGの範囲である｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ密度は108~3×101°m',ｲｵﾝ温度

はほぼ熱電極の温度に等しく電子温度は0.2~0.4eVである｡ﾌﾟﾗｽﾞ7容器はｽﾃﾝﾚｽ製

で周囲に巻かれた銅の冷却ﾊﾟｲﾌﾟで冷却されている｡容器中の残留ｶﾞｽ圧は1(y°mm陶|以下で

ある｡

交流信号をﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に導入するために,直径4cmのﾒｯｼｭｸﾞﾘｯﾄﾞを用いた｡ﾒｯｼｭ

は0.lnun径のﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ線を1.5IIUI1間隔で縦横に並べたものである｡ｸﾞﾘｯﾄﾞの面は磁界に直

角になっている｡このｸﾞﾘｯﾄﾞは直流的に,熱電極に対して負の電圧が加えられていて,ﾌﾟﾗ

ｽﾞﾏのｲｵﾝ電流を取るようにした｡ﾊﾞｲｱｽ用の直流電源は1kΩの抵抗を通じて接地され

ている｡この抵抗の両端に,信号発生器からの交流電圧を加える｡この場合には,直流電圧の

上に交流分がのった脈流となる｡したがって負電圧をｸﾞﾘｯﾄﾞに加えているときには,ｸﾞﾘｯ

ﾄﾞが取り込むｲｵﾝ電流が変ることになる｡ﾊﾞｲｱｽ電圧をOまたは正にしたときには,電子

電流が交流信号によって変化する｡加えた交流信号は,周波数範囲がlkHz~500kHz,尖

頭値電圧がO~40Vである｡

ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中におかれたｸﾞﾘｯﾄﾞの直流電圧一電流特性は,ちょうどﾌﾟﾛｰﾌﾞ特性のようにな

るため,ｸﾞﾘｯﾄﾞに交流を加えたときは,交流が整流されて直流ﾊﾞｲｱｽを変えることがある｡

したがって,交流による振動の抑制効果と直流による影響を分離することが必要となる｡筆者

らは,このためｸﾞﾘｯﾄﾞに流れる直流電流を一定となるように,ﾊﾞｲｱｽ電圧を調整して実験

を行なった｡
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図5.1実験装置および測定回路

ｸﾞﾘｯﾄﾞは,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱のほぼ中央におかれている｡ｸﾞﾘｯﾄﾞにﾊﾞｲｱｽ電圧を加えると,

ﾌﾟﾗｽﾞﾏのｲｵﾝまたは電子電流が流れる｡また熱電極は容器の一方にだけあり,ﾌﾟﾗｽﾞﾏは

この熱電極から反対方向へ移動して流れている｡したがって,ｸﾞﾘｯﾄﾞから見て熱電極側(上

流側と呼ぶ)のﾌﾟﾗｽﾞﾏと,それと反対側(下流側)のﾌﾟﾗｽﾞﾏとでは振動の性質が若干異る｡

したがって,振動に対する抑圧効果は各々の領域でしらべなければならない｡

ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中での振動分を検出するのに,上流側においては,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の半径方向に可動な

平面ﾌﾟﾛｰﾌﾞ(3皿×3皿)PIを用いた｡ﾌﾟﾛｰﾌﾞはﾀﾝﾀﾙ板(厚さ0.2inm)で作られて

いて,その面は磁力線と垂直に置かれている｡また,ｸﾞﾘｯﾄﾞは軸方向に可動であるが,その

ｸﾞﾘｯﾄﾞと同時に移動する同じ大きさの平面ﾌﾟ"-ﾌﾞPIIをも用゛た｡下流側の領域において

は･独立して軸方向に可動なﾌﾟ゛ﾆ1‾ﾌﾞPIを使用した｡このﾌﾟ゜‾ﾌﾞはPI,Pnと同じ平面で

あり,またﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の円周上の1点,すなわち勾配が最も大きいと思われる所を移動するよ

うになっている｡これらのﾌﾟﾛｰﾌﾞは,直流ﾊﾞｲｱｽを加えた状態,あるいは加えない浮動電

位状態で振動を検出した｡検出した信号は,周波数分析器あるいはｼﾝｸﾛｽｺｰﾌﾟにより観

測した｡
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5｡3実験結果

　プラズマ発生用の熱電極の温度，セシウム金属溜の温度等によって，自然発生する振動の周

波数分布等がいくぶん変化する。セシウム金属溜の温度を一定に保ち，熱電極の温度を変える

と，高温においては，熱電極の直前でのプラズマのシースはほぼ中性(neutral)となり，低温

では，シースにイオンが多い状態（以後イオンーリッチと称する。　）となる。この各々の場合

について実験を行なった。

5.3. 1　中性シースに近い状態における振動

　熱電極への入力電圧が１ｋＷ程度あるいはそれ以上のときには，約１０ ｋＨｚの周波数を持つ

振動が見られる。この振動の周波数分析の一例を写真5.1に示す。

　振動の検出にはPIを用いた。写真で力はドリフト波の周波数を示す。また，ほぼ２倍の

２０kHz のところに見られる振動は，高調波である。この振動は密度勾配，磁界強度に対する

依存性，半径方向の振幅分布等からドリフト波であることが確かめられている。このような振

動が発生しているとき，グリッドに周波数ズ＝100kHｚ，振幅（尖頭値）Ｋ。＝４０Ｖの信号

を加えると，写真5.2のようにドリフトは非常な減衰を示す。また，Ｋ。の増加とともに，ド

リフト波の振幅の減少のみならず，周波数の増加も見られる。

↑
０ ↑

ﾉ1

写真5.1

　↑　　　　　　↑

仙　　（ｋＨｚ）　　50

ドリフト波の周波数分析

B= 2.1 kG, /lo= 2×10 cm

　１四千･に爪立||■■ll‖‖‖‖II

　C川‖‖||哨川川州叩郷川|‖ｎ

写真5.2　交流信号印加後のドリフト

　波の周波数分析　B=2.1 kG, ４。＝

　2χ109cni｀3

１１１ －

-
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外部信号の振幅i;｡に対するﾄﾞﾘﾌﾄ波の振幅および周波数の変化を図5.2に示す｡このと

き,ｸﾞﾘｯﾄﾞより上流側のﾌﾟﾗｽﾞﾏの半径方向の分布は,交流信号を加えてもほとんど変化し

ないが,下流側においては変化が見られる｡また,図5.1において£gすなわちﾌﾟﾛｰﾌﾞPIと

ｸﾞﾘｯﾄﾞの距離は10cmとした｡
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外部信号電圧とﾄﾞﾘﾌﾄ波周波数

および振幅の関係

図5.2でわかるよるようにF;｡=40Vとしたとき,周波数は10~20%上昇し,振幅は10

分の1以下に減少する｡

ﾌﾟﾗｽﾞﾏの定常状態の密度,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の振幅,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に導入された外部信号の振幅等

の半径方向分布をﾌﾟﾛｰﾌﾞPIにより測定した｡その結果の一例を図5.3に示す｡
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図5.3丿ﾌﾟﾗｽﾞﾏ密度(曲線A),ﾄﾞﾘﾌﾄ波振幅(B,C),

外部信号受信強度(･D)の半径方向分布
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曲線Aは定常状態の密度分布,Bは外部信号のないときのﾄﾞﾘﾌﾄ波ﾉiの振幅,Cは外部信

号K｡=10Vを加えたときのﾄﾞﾘﾌﾄ波の振幅,Dはﾌﾟﾛｰﾌﾞで受信した外部信号の振幅であ

る｡外部信号の受信電圧は,ほぼﾌﾟﾗｽﾞﾏの密度分布と同様な形をしている｡すなわち,密度

の高い所ほど受信電圧が高い｡このときﾄﾞﾘﾌﾄ波の振幅は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの中心に近いほど減少

がはなはだしいことがわかる｡これは,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の外部信号強度が中心ほど強いためである

と考えられる｡

以上の観測は,ｸﾞﾘｯﾄﾞに流れる直流電圧は一定とせずに行なった｡すなわち,ｸﾞﾘｯﾄﾞに

約10Vの負のﾊﾞｲｱｽ電圧を加えておき,それに交流電圧を重畳した｡したがって,ｸﾞﾘｯ

ﾄﾞの直流電流の変化によるﾄﾞﾘﾌﾄ波の変化は同時に生じている｡

次に,ﾄﾞﾘﾌﾄ波に対する直流電圧の影響をしらべた｡ｸﾞﾘｯﾄﾞに負の電圧を加えていくと,

ﾄﾞﾘﾌﾄ波の振幅は減少した｡実験結果の一例を図5.4に示す｡
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図5.4直流ﾊﾞｲｱｽ電圧とﾄﾞﾘﾌﾄ波の振幅

および周波数の関係
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この場合には,およそ-26Vの直流電圧によってﾄﾞﾘﾌﾄ波が抑制されることがわかる｡

ﾌﾟﾗｽﾞﾏ密度はHo=3×101°cm',B=2.1kGである｡熱電極への電気入力は約1.2kWで

である｡曲線A,B,C,DおよびEは,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の基本波および高調波をあらわす｡直流電

圧が約一23Vよりさらに負になると,新たに約45kHzの振動および2倍の周波数の高調波

があらわれる｡これはｸﾞﾘｯﾄﾞに流れる電流が多くなったため,別の不安定性があらわれたも

のと考えられる｡直流電圧を加えた場合も,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の振幅が小さくなったときに周波数が

増加するのが見られる｡

ｸﾞﾘｯﾄﾞに流れる直流電流を一定になるように直流ﾊﾞｲｱｽ電圧を調整しながら,交流信号

の振幅を変えてﾄﾞﾘﾌﾄ波の変化を観測した結果を図5.5に示す｡
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図5.5交流信号電圧とﾄﾞﾘﾌﾄ波の振幅

および周波数の関係
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交流電圧の場合には図5.5で明らかなように,直流にくらべて小さい振幅でよいことがわか

る｡すなわち,約10Vで抑制が顕著にあらわれる｡しかし,基本波(曲線A)に対しては若

干様子が異る｡すなわち基本波は,交流電圧が約10Vでは完全に消衰せず,さらにK｡を増

すと一度振幅が回復し,20Vを越すとはじめて充分な減衰を示す｡この現象に対する説明は,

現在の所不明である｡また,交流の場合にも新しい振勁(曲線F,G)があらわれる｡ﾄﾞﾘﾌﾄ

波の振幅が減少するとともに,周波数がわずかに増大するのもほぼ直流のみの場合と同様であ

る｡

5.3.2ｲｵﾝﾘｯﾁｼｰｽの場合の振動

熱電極への入力電圧が600W以下のときには,熱電極の前面のｼｰｽはｲｵﾝﾘｯﾁとな

る｡この場合にもやはりﾄﾞﾘﾌﾄ波が観測されるが,周波数分析では前節に述べたように多く

の高調波成分は持たない｡このようなﾄﾞﾘﾌﾄ波は交流電圧の印加により抑制される｡周波数

分析および抑圧効果の一例を図5.6に示す｡

図5.6(A)は交流信号を加えないときの周

波数分布で約12kHzの所にﾄﾞﾘﾌﾄ波が

見られる｡図の中央がOkHzで矢印が25

kHzである｡図5.6(B)は八=25kHz,

a｡=34Vの交流信号を加えた場合を示す｡

ﾄﾞﾘﾌﾄ波の周波数が増加し,振幅が減少

しているのがわかる｡

図5.6においては,ｸﾞﾘｯﾄﾞの直流ﾊﾞｲ

ｱｽは-5Vである｡また,外部信号が受

信されているのが周波数分析にあらわれて

いる｡外部信号の周波数は/e>/dであれ

ば抑制が起る｡

図5.6は直流電流を一定としない場合で

あったが,さらにｸﾞﾘｯﾄﾞ電流を一定とし

m

↑
C
M

↑
0

(kHz)

図5.6ﾄﾞﾘﾌﾄ波の周波数分析

B=1.44kG,no=5×lO'cra"'

↑

25

て交流電圧を加えた場合のﾄﾞﾘﾌﾄ波の振幅および,周波数と外部信号電圧との関係を図5.7

に示す｡/

この図では,ｸﾞﾘｯﾄﾞ直流電圧/a｡を20μAとして一定となるようにした｡すなわち,交流
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電圧を増加すると直流電流が増加するが,その増加を補正するために直流電圧を減じた｡ﾄﾞﾘ

ﾌﾄ波は同じく振幅が減少し,周波数がわずかに増加していることがわかる｡
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図5.7外部信号電圧とﾄﾞﾘﾌﾄ波の周波数および

振幅の関係B=1.4kG,no=1O'cm･■■

直流電圧としては,前節に述べた負電圧ではﾄﾞﾘﾌﾄ波は抑制されず,逆に正電圧として電

子電流をｸﾞﾘｯﾄﾞから取った場合にのみﾄﾞﾘﾌﾄ波は抑圧される｡

5.3.3ﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の長さの効果

これまでの結果は,ｸﾞﾘｯﾄﾞの位置を熱電極から約30cmの所に置いた場合に得られたもの

である｡交流電圧を一定とした場合,ｸﾞﾘｯﾄﾞの位置を変えるとﾄﾞﾘﾌﾄ波に対する抑制の効

果が変化する｡すなわち,ｸﾞﾘｯﾄﾞを熱電極に近づけると,同一信号電圧でも上流側でのﾄﾞﾘ

ﾌﾄ波の抑圧効果が増大する｡

ｸﾞﾘｯﾄﾞ位置に対する抑圧の効果の変化の一例を図5.8に示す｡

図5.8において曲線Aは八=80kHz,K｡=64Vの交流信号を加えた場合,曲線BはK｡=

0,Fd｡=-15Vの場合,曲線Cはa｡=23V,ｸﾞﾘｯﾄﾞ直流電流/d｡=50μAの場合を示す｡

測定は上流側のﾌﾟﾛｰﾌﾞPIを使用した｡図からあきらかなように,ｸﾞﾘｯﾄﾞ位置が約25cm

以下のときには,交流,直流いずれの場合も抑制の効果が著るしい｡

-116-



1 0

0 5
0

P
i
J
O
s
a
n
i
U
d
i
N
v
b
a
u
v
一
回

25 303540
GRIDSEPARATION(cm.FROMHOTPLATE)

図5.8ｸﾞﾘｯﾄﾞ位置と抑制効果の関係

B=2.1kG,no=3χ1010c�‘3

5.3.4ｸﾞﾘｯﾄﾞより下流側に,おける振動

下流側においては,熱電極への入力電力の如何によらず,上流側よりもさらに著るしく交流

信号により抑制される｡また,直流電圧を加えた場合も抑制されるが,この場合は下流側にお

けるﾌﾟﾗｽﾞﾏ密度が同時に減少する｡下流側においては,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の抑制効果は,ｸﾞﾘｯﾄﾞ

の位置を変化させても変化しない｡

ｸﾞﾘｯﾄﾞの下流側におけるﾌﾟﾗｽﾞﾏは,ｸﾞﾘｯﾄﾞの直流ﾊﾞｲｱｽによって大きく影響を受け

る｡これはｸﾞﾘｯﾄﾞを通って下流側ﾍﾌﾟﾗｽﾞﾏが流れるためである｡ｸﾞﾘｯﾄﾞに流れる電流が

多くなるということは,ﾌﾟﾗｽﾞﾏからとり出されるｲｵﾝあるいは電子の量が多いということ

を意味し,したがって下流側ではﾌﾟﾗｽﾞﾏ密度が減少する｡また,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中のｸﾞﾘｯﾄﾞは整

流作用があるため,交流信号の印加によっても直流電流が変化し,したがってﾌﾟﾗｽﾞﾏ密度が

減少する｡また,下流側ではｸﾞﾘｯﾄﾞにより導入された信号が,ｲｵﾝ波またはｲｵﾝ粒子流

として上流側より長い距離を伝播するため,交流信号のみの効果も大きくなるものと考えられ

る｡しかし,密度が減少し密度勾配も変化するため,現象は複雑で解析は困難である｡

5.3.5ﾄﾞﾘﾌﾄ波と外部信号との同期引込み現象

これまでは外部信号の周波数は,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の周波数より高い場合を取扱ってきた｡外部信
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号の周波数刄がドリフト波の周波数£に近

づいてくると，一種の同期引込み現象が観測

される。写真5.3においては/d =10 kHz

八^ 12.4ｋＨｚの場合を示しているが，これ

らの他に/i＝八一几，yj＝2八一几のビ

ート周波数が励起されているのが見られる。

2/e, 3八…等も観測される。写真5.3では

Q。三２０Ｖの場合であるが，Ｋ。を増加して

２４Ｖとすると写真5.4 oように皿仄ハ

等が消滅すると同時に，外部信号几も消滅

してしまう。しかし･2八，3八…等の外部

信号の高調波はそのまま残っている。さらに，

写真5.4の状態のとき磁界強度をわずかに減

少させると（Ｂ＝1.８ｋＧ）ドリフト波の周波

数がわずかに高くなるため，同期がはずれて

再びゐおよび几の双方が写真5.5に示すよ

うに現われて来る。これは，ドリフト波と外

部信号との非線型結合を示すものと考えられ

る。この現象は，プラズマ円柱の円周上の１

点において，プローブPIにより観測された

ものであるが，この点と，プラズマの中心軸

に対して対称な，円周上の反対側の点におい

て観察すると，ドリフト波の振幅は外部の信

号のない場合にくらべて，ちょうど２倍位の

強さで受信できることがわかった。　ドリフト

波の位相は，プラズマ中心軸に対して対称な

円周上の２点においては，互に逆位相になっ

ている。

　このドリフト波の位相が，何らかの原因で

外部信号に円周上の一点で同期すると，プラ

-

-
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ｽﾞﾏ円柱の円周上では,信号を強め合う場所と打ち消し合う場所が存在することになる｡この

位相同期の原因の1つとしては,熱電極の熱板の面が45°傾斜していることが考えられる｡す

なわち,熱電極から測ったﾌﾟﾗｽﾞﾏの長さが,中心軸のまわりで非対称であるため,ﾄﾞﾘﾌﾄ

波の位相がその非対称性により影響を受け,外部信号による同期を起こし易くなったものと思

われる｡実際,半径方向の可動ﾌﾟﾛｰﾌﾞPIはﾎｯﾄﾌﾟﾚｰﾄの非対称が大きい面上を移動す

るので,PIの移動線上に上のような同期現象が起ったものと考えられる｡この現象は,本章

のはじめに述べた帰還安定化と密接な関係がある｡すなわち,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に自然発生する不安

定振動に対して何らかの位相関係を持つ外部信号を加えるのが帰還安定化であり,電子回路に

おけるいわゆる帰還回路と類似のものである｡通常はﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の不安定振動の位相と,それ

と独立な外部信号の位相とは無関係であるが,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの非線型性等のために,相互の位相が

独立でなくなると上に述べたような現象が起こることになる｡しかし,帰還安定化については

本章の範囲外であるので,これ以上は述べない｡＼

5｡4実験結果の考察

前節までに得られた実験結果に対し,ここでは実験上の観点から考察を行なう｡

ｸﾞﾘｯﾄﾞに交流電圧を印加すると,よく知られているように,ｲｵﾝ音波あるいはｲｵﾝﾊﾞ

ﾘｽﾁｯｸﾓｰﾄﾞ(粒子流の変動)が励起される｡本章で用いたﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置は,熱電極

を1組だけ用いるいわゆる片肺(singleended)運転であるため,ﾌﾟﾗｽﾞﾏは熱電極から下

流へ向って流れている｡流れがあるﾌﾟﾗｽﾞﾏでは,流れのある方向においてはｲｵﾝ波あるい

はﾊﾞﾘｽﾁｯｸﾓｰﾄﾞの減衰は少く,流れにさからう方向への伝播では減衰が大きい｡すなわ

ち,ｸﾞﾘｯﾄﾞより上流側のﾌﾟﾗｽﾞﾏにおいては外部信号が入りにくく,下流へは入りやすいと

いうことを意味する｡また,下流側のﾌﾟﾗｽﾞﾏは,ｸﾞﾘｯﾄﾞの状態により大きく影響を受ける｡

ｸﾞﾘｯﾄﾞﾍの交流信号電圧あるいは直流ﾊﾞｲｱｽ電流の絶対値を大きくすると,下流側のﾌﾟﾗ

ｽﾞﾏの密度は大幅に減少し,半径方向の密度勾配等も変化する｡したがって,ｸﾞﾘｯﾄﾞより下

流側での不安定振動が安定化される要因としては,外部信号の非線型現象以外に数多く存在す

ることになり,安定化機構の解明が困難である｡一方,ｸﾞﾘｯﾄﾞより上流側においては,定常

状態の密度およびその半径方向分布もあまり大きな変化を受けないため,安定化機構の解明が

比較的容易であると考えられる｡以上の観点から,実験では上流側を主として取り扱った｡

一方,ｸﾞﾘｯﾄﾞに信号を印加すると,上に述べた波動分以外の変動,すなわち,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中
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の電流分が増減するだけであるような変動が,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に誘起され局｡この変動分はﾀﾞｲﾎﾟ

ｰﾙﾓｰﾄﾞと呼ばれ,波動として考えた場合は,波長が無限大であることを意味する｡ｸﾞﾘｯ

ﾄﾞと熱電極は,二極真空管の構成と同じであるが,中間にﾌﾟﾗｽﾞﾏがあると,ｸﾞﾘｯﾄﾞに印加

された電圧に応じた電子電流がｸﾞﾘｯﾄﾞに流れ,その量が少ない間はﾌﾟﾗｽﾞﾏから補給される｡

この場合には,ｸﾞﾘｯﾄﾞ前面のｼｰｽの状態が変わるのみである｡しかし,電流が増えて,ﾌﾟ

ﾗｽﾞﾏとして補給できる量を超えると,熱電極の熱電子放出電流が直接ｸﾞﾘｯﾄﾞに流れるよう

になり,通常の二極管の動作と類似の状態となる｡交流信号では,このような電子電流が増減

する｡したがって,安定化の機構をしらべるためには,ｸﾞﾘｯﾄﾞによりﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に励起され

る2つの型の変動の効果を考察しなければならない｡この効果に対する理論的検討は次節にお

いて述べる｡

ｸﾞﾘ'ﾂﾄﾞ印加電圧の効果として,さらにﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の長さを実質的に短くすることがある｡

すなわち,負電圧をｸﾞﾘｯﾄﾞに印加すると,ｸﾞﾘｯﾄﾞを構成する素線の周囲のｼｰｽの厚さが

大きくなり,上流から流れて来た電子は,ｸﾞﾘｯﾄﾞｼｰｽの負電位により反射されることにな

る｡ｸﾞﾘｯﾄﾞに流れるｲｵﾝ電流は負のﾊﾞｲｱｽ電圧を増加しても大幅には増加せず,ﾌﾟﾗｽﾞ

ﾏの定常的な密度に対する影響はあまり大きくない｡このときは,上流側のﾌﾟﾗｽﾞﾏとしては

あまり変化せず,下流渕へ流れるﾌﾟﾗｽﾞﾏの量ぱ急激に減少する｡すなわち,負電圧ではｸﾞﾘ

ｯﾄﾞは一種のｹﾞｰﾄのような役割を果し,下流へのﾌﾟﾗｽﾞﾏ流がさらに減少したときは,ﾌﾟﾗｽﾞ

ﾏの長さがｸﾞﾘｯﾄﾞの位置にまで短くなったことになる｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱が短くなれば,ﾄﾞﾘﾌﾄ

波の磁界方向の波長λ｡が短くなり,したがって,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の位相速度が遅くなる｡位相速

度が遅くなると,ﾌﾟﾗｽﾞﾏｲｵﾝの共鳴粒子の存在が無視できなくなる｡このような共鳴粒子

は,ﾄﾞﾘﾌﾄ波に対するﾗﾝﾀﾞｳ減衰を増大させ,結局ﾄﾞﾘﾌﾄ波不安定を抑制する｡この事

実は,実験的にも確かめられている9!このようなﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の短縮効果は直流負電圧の場合

に明瞭にあらわれると考えられる｡実際図5.4でわかるように臨=-25Vでﾄﾞﾘﾌﾄ波が抑

圧されている｡一方･交流電圧の場合は図5.5に示すようにに｡=10Vp_pで振巾が減少して

いる｡交流電圧を印加した場合,ﾌﾟﾗｽﾞﾏｰｸﾞﾘｯﾄﾞの整流特性により直流成分を持つとして

も,印加交流電圧の尖頭値は抑制に必要な直流電圧よりかなり少さく,したがって,短縮効果

以外何らかの安定化機構が存在すると考えられる｡図5.5の曲線Aでは,K｡を10Vから約

12Vにすると振幅はやや回復する｡この回復についての機構は不明である｡さらに1こ｡を増

して20V程度にすると,ﾄﾞﾘﾌﾄ波はふたたび抑制される｡このに｡≧｡20Vとした場合に交

流信号によるﾌﾟﾗｽﾞﾏの短縮効果があらわれているものと考えられる｡図5.8は直流あるいは
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交流による短縮効果を示している｡図5.8ではﾌﾟﾗｽﾞﾏ長が約20cm以下のときに短縮効果が

大きいことがわかる｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ長の短縮によりﾄﾞﾘﾌﾄ波を抑制する実験はLashinskyに

より行なわれた｡筆者らの実験結果(図5.8)は抑制効果のあらわれるﾌﾟﾗｽﾞﾌ柱の長さ等の

点でLashinskyの結果とよく一致している｡

最後に熱電極あるいはｸﾞﾘｯﾄﾞにおけるｼｰｽの状態が不安定振動におよぽす影響について

述べるlo)｡熱電極あるいはｸﾞﾘｯﾄﾞにおけるｼｰｽが電子の多い状態ぐｴﾚｸﾄﾛﾝﾘｯﾁ)

である場合はその導電率が高いので,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ端の電位はｼｰｽを通じて短絡されることにな

る｡一方,ｲｵﾝﾘｯﾁの場合は,ｲｵﾝの移動度が小さいのでｼｰｽの導電率は低い｡この

ときはﾌﾟﾗｽﾞﾏの端における電位は,比較的任意の値をとることができる｡すなわち,長波長

を特徴とするﾄﾞﾘﾌﾄ波不安定は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の長さの2倍の波長より以上に長い波長を持ち

得ることになり,成長しやすい｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の両端の電極のｼｰｽがｴﾚｸﾄﾛﾝﾘｯﾁの場

合には,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の長さの2倍以上の波長は持ち得ない｡筆者らの実験では,ﾎｯﾄﾌﾟﾚｰ

ﾄはｲｵﾝﾘｯﾁであるか,あるいはほぼ中性に近いｼｰｽ状態である｡ﾎｯﾄﾌﾟﾚｰﾄの温

度が低いと(低入力運転)ｼｰｽはｲｵﾝﾘｯﾁとなるが,これは熱電極での熱電子放出電流

が少ないためである｡さらにこのときはﾌﾟﾗｽﾞﾏ密度が低い｡したがって,電子の平均自由行

程が長くなりﾌﾟﾗｽﾞﾏの導電率が増加して,ｸﾞﾘｯﾄﾞに正電圧を加えた｡とき,電子電流は高密

度の場合にくらべて流れやすい｡結局,低密度の場合には正電圧ｸﾞﾘｯﾄﾞはﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の電界

を短絡するようにはたらき,そのため不安定振動が抑圧されるものと思われる｡一方,高密度

の場合には,ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾍの熱電極からの電子の補給が充分であるので,ｸﾞﾘｯﾄﾞに正電圧を加

えてもﾌﾟﾗｽﾞﾏがあまり影響を受けず,ﾌﾟﾗｽﾞﾏとしての性質を保持するため,振動の抑制が

起こりにくいと考えられる｡もちろん,さらに高い正電圧を加えればやはり低密度の場合と同

じことが起るものと考えられる｡

また,ｸﾞﾘｯﾄﾞに直流電圧あるいは交流電圧を加えることにより,電子電流が増大すると,

電子とｲｵﾝが相対速度を持つことになり,そのために新たな不安定性が生ずることが考えら

れる｡実際,実験においても図5.4,図5.5に示すように,ﾄﾞﾘﾌﾄ波が抑制された後に新し

い振動が発生しているのがわかる｡ただ,これらの振動は常に励起されるものではなく,ﾌﾟﾗ

ｽﾞﾏのﾊﾟﾗﾒｰﾀによっては励起されない場合が多い｡例えば写真5.2の場合には新たな振動

は励起されていない｡実際に動的安定化を応用する場合には,このような新たな不安定を起こ

さないように注意する必要があるのは言うまでもない｡
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5｡5実験結果と動的制御の理論との比較

ﾄﾞﾘﾌﾄ波不安定は,ｸﾞﾘｯﾄﾞに直流電圧を加えることにより抑制できるが,さらにﾌﾟﾗｽﾞ

ﾏ中に導入された交流変動は,等価的な直流分の印加以上に不安定を抑制する効果があること

が,前節までの結果であきらかとなった｡交流分による抑制は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に導入された交流

分の変動とﾄﾞﾘﾌﾄ波振動との非線型相互作用に由来するものと考えられる｡なぜならば,線

型現象の範囲内では各々の振動は互に独立であり,写真5.3に見られるような和,差の周波数

の発生は考えられず,また,抑制はこれらのﾋﾞｰﾄ周波数の発生以後に観察されるからである｡

本節では,非線型相互作用によるﾄﾞﾘﾌﾄ波不安定の抑制に関する理論的検討を行ない,筆

者らの実験における抑制の機構を考察する｡

ｸﾞﾘｯﾄﾞに印加した交流信号によりﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に誘起される変動の型として,2極真空管に

おける電子電流の変動に類似した電流が流れる場合がある｡このような変動は磁界方向の波長

が無限大あるいは波数k｡かOであると考えられ,いわゆるﾀﾞｲﾎﾟｰﾙ(2極)近似と呼ばれ

る｡すなわち,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の電界を,時間のみに依存するような

£(0=£,COSω,Z(5.1)

なる式で近似することに相当する｡ここにωoは外部信号の周波数である｡ﾀﾞｲﾎﾟｰﾙ電界に

よるﾄﾞﾘﾌﾄ波の抑制についての理論的研究は,FainbergとShapiro18!Dobrowolny,

Engelmann,およびLevin19!Dobrowolny21!Teichmann2o)｡等により行なわれ

た｡FainbergとShapiro18)はﾄﾞﾘﾌﾄ波よりも充分高い周波数をもった一様電界が(5.1)

式の型でﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に存在すると仮定した｡そして,外部信号の周波数がｲｵﾝﾌﾟﾗｽﾞﾏ周波

数に近い場合に,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の抑制が起ることを見出した｡さらに抑制が有効となるためには,

外部電界により加速された電子の速度がﾌﾟﾗｽﾞﾏの電子の熱速度程度以上であることが必要と

される｡(5.1)式により加速される電子の速度として,その大凡の大きさとして

畑｡I=el£ol/m｡ω,≧tﾉ｡(5.2)

であればよい｡筆者らの場合はω0=a)pi~10'sec'とすると|£,i≧10V/mであればよい｡

この値は実際上実現可能なものである｡しかし,抑制はほぼω,~ωPiのときに起りω,が低く

なると抑制が起らなくなることが文献18)で示されている｡ﾄﾞﾘﾌﾄ波の抑制効果は,高周波

電界によってﾄﾞﾘﾌﾄ波の周波数が増加し,そのためﾗﾝﾀﾞｳ減衰が増大することに由来する

ものである｡筆者らの実験の場合,外部信号周波数はﾄﾞﾘﾌﾄ波と同程度であり,Fainberg,

-122-



Shapiroの理論では説明できない｡

Dobrowolny等19)は外部信号周波数として,ﾄﾞﾘﾌﾄ波周波数に近い場合を考察した｡そ

れによると,電界としてはFainberg,Shapiroの場合とほぼ同じ程度でよいが,適当なﾌﾟﾗ

ｽﾞﾏの温度勾配が必要であるとしている｡さらに抑制が起こる場合には,ﾄﾞﾘﾌﾄ波周波数が

減少することが見出された｡これは筆者らの実験結果(例えば図5.5)に矛盾する｡したがっ

て,この理論によっても筆者らの実験は説明できない｡文献21)の場合も温度勾配がない場合

はωo~ω*では抑制の効果があらわれないという結果を示している｡文献20)では電磁界を用

いているのでここでは触れない｡

一方,電界あるいは電流の変動としてではなく,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの温度22)あるいは圧力23)の変動と

して,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に導入された場合のﾄﾞﾘﾌﾄ波の抑制効果も研究された｡文献22)において

はﾌﾟﾗｽﾞﾏの電子温度が

r｡(χ,Z)=瓦oCOSωot(5.3)

に従うとして抑制効果をしらべた｡それによれば,ﾄﾞﾘﾌﾄ波と外部信号の周波数がほぽ等し

いときに抑制が起こるという結果が得られた｡筆者らの実験では,電子の平均自由行程は熱電

極と終端板の間の距離と同程度で,電子はほぼ等温的と考えられ,ｸﾞﾘｯﾄﾞ印加信号により電

子の温度が相当変化するとは考え難い｡

Krall26)は,ﾓｰﾄﾞｰﾓｰﾄﾞ結合による振動の安定化について研究した｡ﾓｰﾄﾞ間結合に

より大きい波数の波動ｴﾈﾙｷﾞｰが,小さい波数の波動へと流れて周波数分布が広がり,その

ために安定化が起ることを見出した｡これらのﾓｰﾄﾞ間結合により,不安定振動の成長が止ま

ること,すなわち,飽和が起ることを主として考察した｡

ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に変動を導入すると,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの粒子損失が増し,その粒子によって不安定振動

のｴﾈﾙｷﾞｰがはこび出されて安定化する過程は,Dupree3)により研究された｡しかし,

この場合ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の変動は,雑音的な幅をもったｽﾍﾟｸﾄﾗﾑでなければ,効果が少ない｡

また,安定化に寄与するのは,磁界に対し直角方向の電界であり,筆者らの場合とは事情が異

る｡Dupreeの理論はむしろThomasson12)の実験条件lこ対応するものである｡

以上に述べた理論は,それぞれいずれかの点で,筆者らの実験条件あるいは実験結果と一致

しない所がある｡特にﾌﾟﾗｽﾞﾏの密度が比較的高い場合には,ﾀﾞｲﾎﾟｰﾙ電界よりむしろ波動

成分が,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中で卓越すると考えられる｡したがって,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に波動成分が励起され

た場合を考察しなければならない｡
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ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中にｲｵﾝ音波が励起されたとして,このｲｵﾝ音波とﾄﾞﾘﾌﾄ波の非線型相互作

用によるﾄﾞﾘﾌﾄ波不安定の安定化に関する理論的研究が,岡y5)により行なわれた｡これは

ｲｵﾝ音波の周波数がﾄﾞﾘﾌﾄ波の周波数に近い場合を取扱っている｡この理論は,筆者らの

実験条件によく適合すると思われるので少し詳しく検討する｡

基本方程式としては,第4章で述べたﾄﾞﾘﾌﾄ近似方程式(4.5)式を用い,分布函数刄

を波動の振幅について展開して,逐次近似法により解を求める｡その他の仮定および条件は,

第4章に述べたものと同一である｡すなわち,第4章においては振幅の2乗以上の項は無視

(線型化)したが,ここでは外部信号により励起されたｲｵﾝ波の振幅の2乗を含む項まで考

慮した｡逐次近似を行なう手続きは第2章において述べたものと全く同じである｡

外部信号によりﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に励起される波動を,次の式で表わすものとする｡方向は磁界方

向とする｡

瓦(z,0=2£osm(&,z-ω,0(5.4)

ここでω,は外部信号の周波数であり,£,は強度である｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の変動電位は1次の量

であるとし,

(piz,t)=2<pocasikdZ-ω,0(5.5)･

であらわす｡但し,?,=Eo/k,とする｡またた,はω,により励起されたｲｵﾝ波の波数として,

-
ω,=&,C｡(Cs=v/Te/Tll＼)(5.6)

なる関係を持つとする○'I

(5.5)式で記述されるようなｲｵﾝ波は,ﾄﾞﾘﾌﾄ波と結合して,周波数がω土ω｡波

数が&土ん,となるようなﾋﾞｰﾄ振動を発生する｡ここに0),kはﾄﾞﾘﾌﾄ波に対するもので

ある｡また,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の位相速度は

1ﾉi≪ω/≒≪z7.(5.7)

の範囲内にある場合を考える｡ω,がωに近い場合はさらに

ひi~
ω-ω0

&z-をo
≪:ﾓ■cs<1ﾂﾞﾐji1<て≪｀
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となり得る｡今はこのような場合を考える｡このときには,ﾋﾞｰﾄ振動の位相速度がｲｵﾝの

熱速度に近いため,ｲｵﾝの共鳴粒子が多く存在し,ﾋﾟｰﾄ振動はﾗﾝﾀﾞｳ減衰を強く受ける｡

結局,ﾄﾞﾘﾌﾄ波のｴﾈﾙｷﾞｰはﾋﾞｰﾄ振動に移り,そのﾗﾝﾀﾞｳ減衰により粒子のｴﾈﾙｷﾞ

ｰに移り安定化されることになる｡また,ｲｵﾝ波を励起することにより,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の周波

数変化が生じる｡このようなﾄﾞﾘﾌﾄ波の分散関係の変化によって,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の安定化が起

こる｡

今,第4章3節で述べたような,電流励起のﾄﾞﾘﾌﾄ波の場合を考える｡この場合には線型

の誘電率は

となり,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の周波数および成長率は

L

ωr
一

一

*

ωe

j=√i
£Z

-

17e

) 1

司‾

*
ωe
-
ω

(5.9)

(5.10)

*

ωe

となる｡但しaは粒子の相対速度,ｽ｡は電子のﾃﾞﾊﾞｲ長である｡

一方,波動の運動方程式を解いてﾄﾞﾘﾌﾄ波の周波数変化を求めると,

△

¬‾

ωe

となる｡

一

一
-

ここに

2
Ao&ZCS
7Ξてr¬-Re〔ε
&oλeωe

"1(ωj戸1一浪R｡〔ε゛(ωj)〕}

7'i 1

ω一ωo,んｰんo)12

7'iωj-ωo

×{1+Ξ+
77e

んofi

さ/?｡〔z(ぺ‾))〕}

であ≪),Z(ρ)はﾌﾟﾗｽﾞﾏ分散関数である｡また

j=μぷ/4π7V7;=EIﾉ4πlV7;
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であり,&'2=A;十(&｡-&,)2とする｡また

老)=(ω土ωo)/(&士ko')vi

であるがpyう≫1と仮定する｡

(5.14)

(5.11)式において凡〔ε゛(ωj)〕の大きさはほぼ1程度であるため,振幅がぶ/klx＼:^i

となれば,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の周波数は増加することになる｡この条件のもとで非線型の減衰率を求

めると,

および

TTo.―丑七尺｡〔ε゛((心)/1-JjyR.〔ε゛(ωj)〕}(5.15)

(音‾答･ﾊﾟと
|&'2心1(ω

≒

｡&-&,)12'･

そ⊇まｼﾀﾞ

xj｡〔z(ρい)〕 (5.16)

を得る｡ここにr=γ1+7.゛としている｡7.1jは外部励起ｲｵﾝ波の存在によるﾄﾞﾘﾌﾄ波

の成長串の変化分をあらわす｡r゛は非線型効果による分散関係の変化による減衰串の池化を

あらわす｡(5.15)式にょいﾉ7(ぷ/肩λ;)&〔jIJ(ωj)〕之1のときはrし7々の値が負

になり,けLi≫|γ゛LIであるため,ﾄﾞﾘﾌﾄ波が安定化されることがわかる｡また

石F(ぷ/肩λj)/?｡(ε゛)之1のときは,すでに述べたように(5.11)式から周波数は増加

することがわかる｡また△>kzCsのときもr゛IJは負となり,さらに安定化される｡また安定

化は,ω,ﾐωjなる周波数で起り得ることがわかる｡安定化に必要な振幅は

41~4Jλ;(≪1)

となる｡またぶμ:λ;≫1としたときは漸近的に

γL→ 辻-(C､Z4)ω; 一

一

､nTu―c｡

Ve

△~k.C,(r゛→O)

*
ωe
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となる｡したがってJ~KU^C｡のときに安定化されるが｡Ru>C｡のときには完全に安

定化されず,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の成長率が減少するだけであり,したがって,振幅はある程度まで減

少させられることになる｡

筆者らの実験においては,ﾌﾟﾗｽﾞﾏは全体として熱電極から下流へと流れているが,ｲｵﾝ

と電子との間の巨視的な相対速度はほとんどないと考えられる｡したがって,ﾄﾞﾘﾌﾄ波とし

ては,電子とｲｵﾝの衝突による不安定性で成長していると考える必要がある｡このような不

安定性はMoiseevおよびSagdeev34),Chen35)等により理論的に研究された｡また実

際にｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置において励起されたﾄﾞﾘﾌﾄ波は,これらの理論により導出さ

れた結果とよく一致していることが実験的にWongおよびRowberg36)により確かめられ

た｡したがって(5.10)式のかわりに,衝突のある場合(相対速度のない)の成長率を表わ

す式36)

*
ωΓ~ωe

rjJ~24

な･j)2

--
た:ぶ?eji

(5.19)

ここに瓦,柘は･電子およびｲｵﾝのｻｲｸﾛﾄﾛﾝ角周波数｡

を用いなければならない(但し几~7･i)｡このような衝突による効果があらわれるのは,｡電子

の平均自由行程をleとすると,&μ｡j1となるときである｡筆者らの実験においては,

1.~1/≒｀£(ﾌﾟﾗｽﾞﾌ長)であり&μ｡之1である｡一方,ｲｵﾝ音波に対しては,&,≫

≒すなわちkoL≫1であるので,衝突の効果は無視できる｡また磁界強度が充分大きいと

すると,(5.19)式ではす(x:1/がであるためψ≪ω;となる｡一方,非線型相互作用に

おいても衝突の効果は考慮されなければならないが,(5.15)式および(5.16)式に影響

をおよぼすのは,ｲｵﾝの衝突周波数りである｡筆者らの実験条件ではほぼ

ji~3×10sSeJI>ωo~ω;~6χ104sec'≫1ﾉi~103sec'(5.20)

であるので,非線型相互作用における衝突の効果は無視できる｡すなわち,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の成長

のためにわずかな電子の衝突があり,ｲｵﾝ等の衝突の効果は無視できると考えられる｡(5.

19)式,(5.15)式および(5.16)式を用いてﾎﾟﾉklλ1≫1とすると,安定化されるた

めには衝突周波数は
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2μe <(Cjv｡)ω; (5.21)

でなければならない｡筆者らの実験条件を用いれば(5.20)式よりlﾉ｡弧5×1(yssecを得

る｡一方,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの衝突周波数はzﾉ｡~105sec'程度であり,充分安定化は可能である｡さ

らに実験条件により△,rを計算する｡(心~6×104sec'･ω,~2(心~1.2×105sec'

が2λΓ~10',/cz~y£~0.05,とすると

(ω-ωo)/(恥-£o)~Cs~戮となりR｡(ENlj)~2

を得る｡実験においてはぷの値は不明であるが,今,ぷμμ:~1とすれば(5.11)式よ

り△れ):~0.15=15%となり,実験結果(例えば図5.7参照)とよい一致を示す｡また,

j/肩λ;~1のときはeS/几~1であり,&,~0.6cm'とすると£,~O.lV/cmとなり,

常識的な値であると言える｡線型成長率はroﾂω;~1(y‘となり,一方(5.15)式の右辺第

2項はほぼ-2×1(j‘2程度となる｡すなわち非線型結合の生じた結果,減衰串は線型成長率

よりもその絶対値は充分大きくなり得て,ﾄﾞﾘﾌﾄ波不安定を抑制することができることにな

る｡

以上のごとく,筆者らの実験結果は定性的には充分に,また定量的にもほぼ満足できる程度

に,非線型結合の理論で説明できることがわかった｡しかし,上記の理論ではﾌﾟﾗｽﾞﾏ中のｲ

ｵﾝ波の振幅は,(5.4)式あるいは(5.5)式に示すように,軸方向において一様であると

仮定している｡この仮定はｸﾞﾘｯ･ﾄﾞより上流側ではｲｵﾝ波の減衰が大きいため,あまりよい

近似とは言えない｡実際には,ｸﾞﾘｯﾄﾞの近傍ではｲｵﾝ波の電界は強くなり√ﾄﾞﾘﾌﾄ波が

存在できない領域となり,そのためﾄﾞﾘﾌﾄ波から見れば,等価的にﾌﾟﾗｽﾞﾏの長さが短縮さ

れたようになるものと考えられる｡｀.I

さらに厳密に取扱おうとするならば,ｲｵﾝ波の電界として

Eo(.z,t)=Eoexp(―A;;z)･cos(ん,z-ω,0(5.22:y

の型を用いなければならない｡(5.4)式は&i≪&,の仮定に相当するものである｡しかし,

&i~&,の場合には,取扱いは複雑で数値計算によらなければ,解を求めることは極めて困難

であると思われる｡

一方,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の動的抑制に関する実験のうち筆者らの構成に近いものとして,西田等24)
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のものがある｡西田等は一種の放電ﾌﾟﾗｽﾞﾏにおいて観測されるﾄﾞﾘﾌﾄ波の抑制を,ﾌﾟﾗｽﾞ

ﾏの終端の金属板を通じて外部信号をﾌﾟﾗｽﾞﾏに導入することにより,試みた｡ﾄﾞﾘﾌﾄ波は,

外部信号の周波数がほぼｲｵﾝﾌﾟﾗｽﾞﾏ振動数に近い場合に,抑制されることがわかった｡こ

の実験結果はFainbergおよびShapiroの理論に対応するものと考えられているが,詳細な｡

抑制の機構についての検討はなされていない｡

結局筆者等の実験は,すでに述べたように,ｲｵﾝ波との非線型相互作用によるﾄﾞﾘﾌﾄ波

の抑制を観側したものであると言える｡また実験の特徴としては,外部交流信号の周波数は他

の機構のものにくらべて低く,かつ単色波的でよいことである｡これは信号の取扱いが容易で

あり,また抑制に必要な電力が少なくて済むことになる｡実際Fainberg,Shapiroの理論で

は,必要な交流電界はﾌﾟﾗｽﾞﾏの密度が増大するとともに増大する｡一方,筆者らの機構では

必要な電界は,(5.15)式により,振幅が大きいときは密度に依存しないことがわかる｡

抑制のためには,大振幅のｲｵﾝ波が存在すればよく,その励起のためにｸﾞﾘｯﾄﾞをﾌﾟﾗｽﾞﾏ

中に挿入することは本質的で,なく,他の適当な励起方法を用いればよい｡これは高温高密度の

場合にも,本章の方法が用いられることを示すものである｡

5｡6結論

本章では,ｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に自然発生するﾄﾞﾘﾌﾄ波に対し,外部信号による動的安定

化を実験的に試みた｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に挿入されたｸﾞﾘｯﾄﾞに直流電圧および交流電圧を加えたと

き,ﾄﾞﾘﾌﾄ波が抑制されることを見出した｡外部交流信号の周波数は,ﾄﾞﾘﾌﾄ波およびそ

の高調波の周波数に完全に一致するものでなければ任意でよい｡

ﾄﾞﾘﾌﾄ波不安定は,ｸﾞﾘｯﾄﾞに直流ﾊﾞｲｱｽ電圧を加えても抑制されるが,交流信号を加え

た場合の方がより効果的に,すなわち,少い振幅で抑制されることがわかった｡ﾄﾞﾘﾌﾄ波は

ﾌﾟﾗｽﾞﾏの状態によっては,ほぼ完全に抑制され得る｡また交流あるいは直流ﾊﾞｲｱｽのいず

れを用いても,振幅が小さくなった時には,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の周波数は10~15%増加すること

が見出された｡

また,外部信号の周波数がﾄﾞﾘﾌﾄ波の周波数に近い場合は,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の信号と同時に外

部信号も消滅する,いわゆる同期的抑制現象を見出した｡この現象は熱電極構造の非対称性に

より,ﾄﾞﾘﾌﾄ波とｲｵﾝ波との位相が同期して起ったものと考えられ,帰還安定化の端緒で

あると言える｡
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直流電圧の印加によるﾄﾞﾘﾌﾄ波の安定化の機構は,ｸﾞﾘｯﾄﾞによるﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱の短縮化に

由来するものであると考えられ,従来のﾌﾟﾗｽﾞﾏ柱短縮による安定化の実験結果とよく一致し

ている｡

交流信号による抑制の物理的機構について,これまで行なわれて来た理論的研究の正当性を

検討した｡ﾀﾞｲﾎﾟｰﾙ電界として近似して取扱った理論と,筆者らの実験結果は定量的のみな

らず定性的にもｰ致しなかった｡一方,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に一様振幅のｲｵﾝ音波が存在すると仮定

した場合のﾄﾞﾘﾌﾄ波との非線型結合による安定化の可能性が,岡本により提案された｡筆者

らの実験結果は,この理論と定性的にも,またある程度定量的にもよい一致を示すことがわか

った｡ﾄﾞﾘﾌﾄ波に近い周波数のｲｵﾝ音波がﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に存在すると,ﾄﾞﾘﾌﾄ波とｲｵﾝ

波の結合によりﾋﾞｰﾄ周波数が励起される｡このﾋﾞｰﾄ波の位相速度(ωj-ωo)/(&,-を,)

がｲｵﾝ熱速度程度となる場合には,このﾋﾞｰﾄ波はﾗﾝﾀﾞｳ減衰を強くうける｡したがって,

ﾄﾞﾘﾌﾄ波の勢力はｲｵﾝ波を媒介として粒子に吸収されることになる｡筆者らの実験ではこ

のような過程が,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の安定化の機構になっているものと考えられる｡しかし,ｲｵﾝ

波の振幅がﾌﾟﾗｽﾞﾏ中で一様であるとする仮定は,実験と比較するには未だ不十分であると考

えられる｡厳密にはｲｵﾝ波の振幅の空間的な変化をも考慮しなければならない｡

実際の装置においては,自然発生するﾄﾞﾘﾌﾄ波は再現性が悪く,理論との定量的な比較を

行なうのは困難な場合が多い｡今後の問題としては,第4章で述べたようなﾄﾞﾘﾌﾄ波を人工

的に励起する方法を用いて動的安定化の実験を行なえば,さらに興味ある結果が得られるもの

と思われる｡

また上に述べた過程では,ｲｵﾝ波およびﾄﾞﾘﾌﾄ波のｴﾈﾙｷﾞｰがﾌﾟﾗｽﾞﾏのｲｵﾝに直

接流れるため,動的制御によりﾌﾟﾗｽﾞﾏ粒子の損失を防ぐと同時に,ｲｵﾝの加熱を効率よく

行ない得る可能性がある｡この問題についても,今後の研究の進展が期待される｡

本章において新たに得られた結果を要約すると,

Dｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に自然発生するﾄﾞﾘﾌﾄ波を,ｸﾞﾘｯﾄﾞにより導入した外部信号によ

り抑制できることを見出した｡

ii)ﾄﾞﾘﾌﾄ波はｸﾞﾘｯﾄﾞに直流電圧を印加した場合でも抑制されるが,交流の場合の方がよ

り少ない電圧で抑制される｡

m)ﾄﾞﾘﾌﾄ波の振幅が小さくなったとき,周波数はわずかに増加する｡

iv)ﾄﾞﾘﾌﾄ波と外部信号との同期的抑制現象を見出した｡

V)従来提案されていた動的制御の理論を検討した結果,ﾄﾞﾘﾌﾄ波とｲｵﾝ波との非線型相
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互作用によりﾄﾞﾘﾌﾄ波が安定化されるという結論を得た｡安定化の条件,必要なｲｵﾝ波の

振幅,周波数の増加量等の評価を行ない｡実験結果をよく説明できることを見出した｡
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第6章 結 言

本研究においては,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の波動現象,特に波動の非線型相互作用を中心として,実験

的ならびに理論的に詳しく考察し,また,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ波動の実験的研究に欠くべからざる,良質

のﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置の開発を行なって来た｡得られた成果を各章毎に要約すると,次のように

なる｡

第2章においては,外部磁界のないﾋﾞｰﾑｰﾌﾟﾗｽﾞﾏ系において,線型理論の範囲では励起

され得ない実験条件において,低周波のｲｵﾝ音波が励起されていることを見出した｡このｲ

ｵﾝ音波の励起条件を詳しく検討し,ｲｵﾝ音波の励起は波一粒子非線型相互作用によるもの

であることを,はじめてあきらかにした｡波一粒子相互作用の理論的解析を行ない,その結果

は実験結果とよく一致することを示した｡また,電子ﾋﾞｰﾑを外部信号で変調することにより,

ｲｵﾝ波の抑制が起ることをはじめて見出した｡この結果は第5章に述べたﾄﾞﾘﾌﾄ波抑制の

研究へと発展し,また以後多くの研究者により研究されるようになった,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ不安定性の

動的制御研究の出発点となったものである｡

第3章においては,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの実験的研究における素材として,数多くの長所を有するｱﾙ

ｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置についての開発研究を行なった｡ｱzﾚｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置の主要部で

ある熱電極における問題点を指摘し,改良のための方策を検討した｡その結果により実際に熱

電極を試作した｡その熱電極は長寿命かつ安定に動作し,所期の目的である良質のｱﾙｶﾘﾌﾟ

ﾗｽﾞﾏを発生し得ることを確かめた｡我国におけるｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生装置の建設は,本研

究によりはじめて完成を見,現在この装置を使用して多くの研究が進められている｡

第4章においては,従来明確でなかったｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏにおけるﾄﾞﾘﾌﾄ波の線型分散式

をあきらかにした｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に4相の交流信号を導入したとき,ほぼ純粋な形でﾄﾞﾘﾌﾄ波

が励起されていることを確かめた｡励起されたﾄﾞﾘﾌﾄ波の分散関係を測定し,従来の線型理

論の結果と異るものであることを見出した｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ粒子の衝突を考慮した理論解析により分

散関係式を導出し,実験結果と比較検討を行ない,実験における分散関係の変化は,粒子間衝

突に由来するものであることを明確にした｡本研究は自然励起の場合にくらべて,再現性よく

ﾄﾞﾘﾌﾄ波を励起する方法を提供するものであり,今後のﾄﾞﾘﾌﾄ波の研究において有用であ

る｡

第5章では,第2章で見出された不安定性の抑制効果を,ｾｼｳﾑﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に自然発生し
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たﾄﾞﾘﾌﾄ波に適用し,ﾄﾞﾘﾌﾄ波不安定が外部信号により抑制され得ることを,はじめて見

出した｡外部信号は,ｲｵﾝ音波を励起するのに使用されるようなﾒｯｼｭｸﾞﾘｯﾄﾞにより,

ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中に導入された｡外部信号の周波数としては,ﾄﾞﾘﾌﾄ波の周波数およびその高調波

に一致しないものであれば任意でよいことがわかった｡ｸﾞﾘｯﾄﾞに直流電圧を加えた場合にも

ﾄﾞﾘﾌﾄ波は抑制されるが,交流電圧の場合の方が効果が大きいことをたしかめた｡ｾｼｳﾑ

ﾌﾟﾗｽﾞﾏ発生用の熱電極の構造が非対称であることに起因する,ﾄﾞﾘﾌﾄ波と外部信号波との

同期引込み現象をはじめて見出したが,これは後に研究されるようになった,帰還安定化のさ

きがけとなったものである｡また,本研究が刺激となって,以後このような現象を解釈するた

めの理論的研究が数多く行なわれた｡とれらの理論的研究において用いられた仮定,得られた

結果等を本研究の実験条件,実験結果を用いて詳しく比較検討した｡結局,ﾄﾞﾘﾌﾄ波はｸﾞﾘ

ｯﾄﾞにより励起されたｲｵﾝ音波とﾄﾞﾘﾌﾄ波との非線型相互作用により抑制されるものであ

ることをあきらかにした｡本研究は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ閉じ込めの際に問題となるﾚﾌﾟﾗ'ｽﾞﾏの不安定

性の抑制方法を開発するための手がかりを与えるものである｡

本研究において残された問題を以下に述べる｡まず第2章で述べたｲｵﾝ波および電子波の

抑制現象における物理的な機構の解明を必要とする｡しかし,電子波-ｲｵﾝ波-ﾌﾟﾗｽﾞﾏ粒

子相互の非線型過程をあきらかにしたことにより,これら抑制機構の解明を間近なものになし

得たと考える｡第3章において残された問題は,さらに効率よくｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏを発生させ

るための,特に電離電圧の高いｱﾙｶﾘ金属に用いるための新しい電極材料を開発することが

あげられるが,さらにﾌﾟﾗｽﾞﾏとして直径の大きい,容量の大きいものが得られるような熱電

極を開発する必要がある｡直径の大きなﾌﾟﾗｽﾞﾏは,これまで実験例の少ない磁界と直角に伝

播するような波動の研究において,極めて有用である｡第4章の研究で確立されたﾄﾞﾘﾌﾄ波

の励起方法を用いて,今後さらに非線型現象についての詳細な研究が望まれる｡第2章および

第5章に述べたように,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの不安定性を抑制し安定化するための1つの方法があきらか

にされたが,今後この方法を実際の閉じ込め装置に応用して,閉じ込め時間を改善する具体的

な方法についての開発研究を行なわなければならない｡

以上述べたように,本研究によって従来未開拓であり不明確であった,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の波動現

象および非線型過程の一端をあきらかにすることができた｡ﾌﾟﾗｽﾞﾏ中の波動現象の研究は｡

今後物理的な側面における進展とともに,ﾌﾟﾗｽﾞﾏの効率よい加熱方法の開発等,工学的な面

においても進展するものと考えられ,また,本研究により性能が向上したｱﾙｶﾘﾌﾟﾗｽﾞﾏ発

生装置は,ﾌﾟﾗｽﾞﾏ物理研究の上で今後も建設され,使用されるものと考えられる｡本研究は,
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これらの研究に対する基礎となるべきものであり,実際の研究過程においてわずかでも参考と

なれば,筆者の喜びこれに過ぎるものはない｡
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A｡2第4章(4.11)式の導出およびﾆｭｰﾄﾝ法について

(4.8)式より几について解くと

£=
1

竺ぷ一ご響丿芦十ら(登十讐9‰)ん}
ω-をztﾀz+iμα｀mn ∂Vzmnぶ?α∂z

を得る｡ここで息をMaxwell分布として

が成り立つとすると(6A)式は

£=
1

(ω一&zt･z十il'a)

N,刄

(6A)

(7A)

{jl芦り｡+e?≒f+･4(与十讐9‰)}飛
刄mα鳥凡Ta

(8A)

となる｡この£を速度t4について積分するとrlαが求まる｡このとき

y

y

飛≒

-

ω-Kva十aﾉα

t'zﾉしzJtﾀz

ω一kzt･a十iμα

一
一

罵

&zfi

M

-

んz

ω+i嶮

-
£zVa

{ ω+ifa
-

たzひα

Z(ら)+1}

等を用いると,(Z(ρα)はﾌﾟﾗｽﾞﾏ分散関数),ｲｵﾝについて

-

を得る｡

ZiPi)+l}
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Z(pi)+1}

(9A)

(10A)



また,(8A)式の両辺にt7.を掛けてt4で積分すると9(゛が求められる｡このとき同様に

y
Z':./;αJZ'z

(ω-&zVz十i4)

を用いると,結局ｲｵﾝについて

PiFi}

=一馬
ω+iVi
-

ω+jμi
-

k,Vi

Z(zﾌi)+1}

={ﾐ万一oi+始}十三

(11A)

膏DiFi (12A)

を得る｡ここにFa=ραZ(ρα)+1とした｡

電子についても式(10A)式と同様な形が求められるが,簡単のため電子について9eを

含む項が小さいとして無視できるものとすると,

"e
-
/V,
{1十

jμe

-

たzfe

Z｡(ρ｡)}= 首玉 Z(ら)十八}

となる｡さらに準中性条件および低周波縦波(ω≪jα)とすると

ae~"i

立

iVo

"

eφ

一
亀

(13A)

(14A)

が成り立つ｡(lOA)式および(12A)式より91より消去し,(14A)を用いて,

ξa=Va/kiVa,Tla=ωj/ん｡り,∂=7;,/石と置換えると,結局,分散関係(4.11)式が

求められる｡さらに,ごα=Oとおけば分散式(4.11)は

ω十耐
Z(pi)十

*
ω-ωe

Z(ρ｡)+2=0
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(15A)

ﾉ

､
ｖ
I
ﾉ

I
i
I
/

.
;
４

んz^i
ん
zVe

となり,これは衝突のない場合の分散式(4.6)式と一致していることがわかる｡

分散式(4.11)式をpiについて解けば,波の分散関係が求められる｡分散式(4.11)式

の左辺をF(pi)と置いて複素ﾆｭｰﾄﾝ法を用いて根を求めた｡すなわち,第a次近似根を

々)とするとo-1次近似根は



I
!
L
l
l
I
I
!
r
I
I
｡
I
I
/
!

ぎ
￥
一

I
I
I

1
1
1
1
『
―

‥
々

!
―

!
4
'

(･+1)_(n)F(ρ7)

Pi'=八一匹
(16A)

で与えられる｡ここにF'はFのpiについての導函数である｡このような計算をくりかえして

＼F/F'|く1(y‘となるまで計算した｡このとき計算をはじめるための初期値が問題となるが,

筆者はRe(べo))=む｡/ひi~1.4,Im(p?))=-0.1として出発した｡この場合は比較的早く

(10回以内)収束した｡F(pi)=Oの根は無数にあり,初期値の選び方が悪いと収束しな

くなる場合が多く注意を要する｡初期値の選び方は一般釣には極めて困難であり,筆者の用い

た上記の値も経験的なものである｡
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